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＜要 旨＞ 

 
わが国の原子力発電は、米国からの技術導入に始まり、1966 年に日本原子力発電の東海

発電所が営業を開始して以来、現在では、全国 54 基の原子力発電所が運転（合計出力 

4,884.7 万 kW）され、原子力発電は、総発電量の約３割を占めるに至った。 

この間、わが国の原子力研究開発は、民間による軽水炉の技術導入、軽水炉の安全性、及

び高速増殖炉などの大型プロジェクト研究を進めてきており、原子力利用に関する発電所

の事故回避をはじめとする安全性の確保は、最重要問題として取り組まれた。今日、この

安全性確保のため、原子力発電所を抱える地域では、プラント・メンテナンス人材の育成

と確保が重要かつ緊急な課題になっている。 

一方、海外では、地球環境問題への対応策として原子力発電所建設の機運が急峻に立ち

上がり、わが国の原子力プラントメーカー・電気事業者と海外の当該事業者がグローバル

アライアンスを組んで新規発電所の建設プロジェクトを推進するという歴史的な転換点に

あり、このグローバルプロジェクトに対応できる人材の育成が重要な課題になっている。 

財団法人 全日本地域研究交流協会（以下、JAREC という）は、これまでの既往調査から、

産業界・大学・研究機関が連携して原子力人材教育に取り組むことが比較的少ないことを

認識した。 

本調査は、転換期にある原子力への回帰に鑑み、原子力人材に関する産業界・大学・研

究機関の課題認識の変遷を明確にし、今後の原子力人材成に関する産業界からの要望を抽

出・分析し、わが国の原子力エネルギー人材育成施策等へそれらを反映させることを目的

に実施した。主な調査結果は、以下のとおりである。 

（１）調査要領 

はじめに原子力産業界が抱える課題とその課題解決に向けた人材育成の取り組みの現状

と課題について、既往文献や WEB 等を調査し、整理した。一方、大学等における原子力教

育の変遷と課題について、JAREC 人材育成の考え方や今後の教育のあり方については、とく

に専門雑誌『原子力 eye』に着眼し、「原子力業界の人材育成」関連記事をベースに整理し

た。 

（２）電力業界（電気事業者）の人材育成における課題・要望 

① 現在の“プラント運用・保全の時代”－こうした人材育成の取り組みにあって重要なの

が、“技術の維持・継承”であるとしている。電力業界の“技術の維持や継承”は、個

別の人材育成においてのみ達成されるものではなく、関連する機関との支援・協力が欠

かせない。 

② 具体的には実際の現場での作業の多くを担っている協力会社の技術者に対し、必要な訓

練と独自の資格制度による技能の維持と向上を図るとしている。 

③ 教育・人材育成への視点としては、燃料高燃焼度化、原子炉の廃止措置、廃棄物処理、
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高速増殖炉（FBR）、燃料サイクルなど、現在進行中の重要な課題の推進に向けて、従来

にない学際的知識の教育、社会とのコミュニケーション能力、社会規範・倫理について

の認識と自覚が必要であるとし、関連教育に対する期待も大きい。 

④ 大学等の教育に対しては、単なる知識の習得や学力の向上だけでなく、知識を行動に繋

げる際の“アプローチ”や“判断力”についても実習等を通じて学んで欲しいとしてい

る。さらに原子力産業は、電気・機械・化学などの総合技術であるとし、原子力専攻以

外の学生にも原子力を指向してもらえる動機付けを教育界に期待している。また、産学

官は協力して、世界に向けてリーダーシップを発揮すべきときであるとしている。 

（３）プラントメーカーの人材育成における課題・要望 

① ビジネス環境について国内を見ると、1990 年代末に“建設の時代”から“運用・保全の

時代”に移行して、急速に停滞したが、2030 年以降には、“リプレース時代”を迎え、

再び建設基数が増加する見込みとなっている。こうしたなか、プラントメーカーは、技

術力を維持するとともに、プラントの新規建設に備えての“技術の継承と技術開発”を

進めることが課題であるとしている。 

② 一方、海外に着目すると、ここにきて「原子力発電新規導入計画国」が拡大し、世界の

原子力発電開発の動向に示すとおり、建設中・計画中の原子炉数は、欧米よりもむしろ

ロシアやアジアにおいて原子力開発は活況を呈している。このグローバルな原子力市場

の拡大にあって、プラントメーカーは、国内でのプラントの建設、保守・改良の技術と

経験をベースに、原子力技術の世界標準化に向けた研究開発においてイニシアチブを取

りながら、海外のプラントの建設、保全の事業に貢献するとしている。 

③ “プラントメーカーは、プラントシステムを設計製作する立場から“ものづくり”に興

味があり、グローバル化にあって専門技術分野の技術や業務を海外で展開するための語

学力を有する人材が必要であるとしている。 

④ プラントメーカーの業務分野は、原子力関連研究開発、原子炉設備の安全設計･基本計

画、原子炉設備機器の設計･製造･購入、原子力発電所建設現場での建設･据付け、工場

及び建設現場での設備検査、試運転、プロジェクトマネージメント、保全計画などエン

ジニアリングの守備範囲も広範である。 

（４）上記の原子力に関連する人材育成の課題とその対応検討を踏まえて、今後の人材育

成に対し、以下を提言する。 

ⅰ）安定した電力の供給･稼働率の向上のためのプラントメンテナンス人材育成 

団塊の世代が退職し、若い世代へ団塊の世代が担当してきた技術（プラントメンテナ

ンス技術）を引き継ぐことが必至である。技術者の年齢構成分布からみると団塊の世代

が一番多く、その後の世代は、原子力産業の斜陽化に伴う事業の伸び悩み時期に対応し、

実務経験を有した原子力技術者の人材が少なくなっている傾向にある。また、既設プラ

ントのメンテナンスが主要な事業である我が国の環境下では、如何にプラントの経年劣
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化等に対応し、合理的な対策判断のもと、緻密で高度なメンテナンスを着実に進めてい

くかが重要である。このため、経験者から若手技術者への設計思想やメンテナンス思想

を着実に技術移転する為の手段として、団塊の世代と若手人材の協働の場を積極的に活

用し、OJT による着実な人材育成が必須と判断される。 

ⅱ）産学連携を通しての原子力関連研究者・技術者育成 

 新たな原子力発電プラントの建設への人材育成ニーズは、プラントメーカーが強い。

これまで、諸外国における原子力発電所の建設プロジェクトは、国内で建設を手掛けて

きた我が国のプラントメーカーと米国やフランスのプラントメーカーとのアライアン

スや事業統合という形態で模索されてきた。とくに今後は海外プラントの設計・機器製

造・現地建設・運転に向けたグローバルなアライアンスの構築と海外も含め最適な機器

設備調達体制（品質とコスト面）を構築することが必須となっている。 

この様な背景のもと、海外での原子力発電所建設に対応し、グローバル人材を育成す

るための仕組みとして、プラントメーカー、研究機関、大学、電気事業者、規制当局、

原子力産業振興機関などがそれぞれ持つ海外機関とのチャンネルを活用し、「グローバ

ル産学官」による将来を担う人材育成システムを構築することが肝要であると言える。 
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１.調査研究の目的 

わが国の原子力発電は、米国からの技術導入に始まり、1966 年に日本原子力発電の東海

発電所が営業を開始して以来、現在1では、全国 54 基の原子力発電所が運転（合計出力 

4,884.7 万 kW）され、原子力発電は、総発電量の約３割を占めるに至った。 

この間、わが国の原子力研究開発は、民間による軽水炉の技術導入、軽水炉の安全性、

及び高速増殖炉などの大型プロジェクト研究を進めてきており、原子力利用に関する発電

所の事故回避をはじめとする安全性の確保は、最重要問題として取り組まれた。今日、こ

の安全性確保のため、原子力発電所を抱える地域では、プラント・メンテナンス人材の育

成と確保が重要かつ緊急な課題になっている。 

一方、海外では、地球環境問題への対応策として原子力発電所建設の機運が急峻に立ち

上がり、わが国の原子力プラントメーカ・電気事業者と海外の当該事業者がグローバルア

ライアンスを組んで新規発電所建設プロジェクトを推進するという歴史的な転換点にあり、

このグローバルプロジェクトに対応できる人材の育成が重要な課題になっている。 

このような環境変化に呼応して、これまで原子力技術を担う人材を育成してきた総合大

学並びに発電所を抱える地域の地方大学では、地域の研究機関や産業界と連携して、特色

ある人材教育への取組みが始まった。また、文部科学省や経済産業省は、府省連携による

原子力技術人材育成カリキュラム構築に向けた新たな支援を始めている。さらに、独立行

政法人日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構という）では、中期計画の中で「原子

力人材育成の支援」を積極的に進めるため、大学間ネットワーク構築を通す教育の充実化

や機構保有設備の人材教育への活用など、大学との相互補完的な原子力教育の支援を模索

している。 

財団法人全日本地域研究交流協会（以下、JAREC という）は、数年前から独立行政法人日

本原子力開発機構（以下、JAEA という）及び社団法人日本原子力学会（以下、原子力学会

という）に協力して「将来の原子力技術を担う人材の教育のあり方」に関する調査事業に

参加してきた。これらの調査から産業界・大学・研究機関が連携して原子力人材教育に取

り組むことが少ないことを認識した。 

本調査は、上記の貴重な経験と財産の活用であり、歴史的な転換点にある原子力への回

帰に鑑み、原子力人材に関する産業界・大学・研究機関の課題認識の変遷を明確にし、今

後の原子力人材成に関する産業界からの要望を抽出・分析し、わが国の原子力エネルギー

施策等へそれを反映させることを目的とする。 

                                                  
1 2010 年 3 月末現在の電気事業連合会発表資料にもとづく。 
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２．調査方法 

本調査研究は､図 2-1 に示すとおり Step1-｢既往文献情報の収集整理｣と- Step2-｢産業界

への原子力人材育成の課題｣を整理することにより､この 10 年間の原子力教育の変遷を整

理･分析し､Step3-｢原子力人材育成への提言まとめ｣において、原子力産業の将来のシナリ

オに適合する人材育成について提言する｡ 

調査研究の流れ

＜JARECの既往調査研究＞
■原子力教育に対するｱﾝｹｰﾄ調査

・大学の抱える課題抽出
・原子力機構への要望調査

■大学における原子力教育ｶﾘｷｭﾗﾑの実態
・1970と2008年の原子力ｶﾘｷｭﾗﾑの相違

■海外の大学における原子力ｶﾘｷｭﾗﾑ調査
・MIT、UC  Berkeley、Perdue大学

■国（原子力機構）の原子力人材育成支援

＜我が国の原子力教育の変遷＞
■原子力学会の春・秋の年会での報告と議論
■原子力産業界の動きと将来に向けた人材育成

・電力業界、電気事業連合会
・原子力プラント業界、原子力産業協会

■民間に対する国の支援

＜既往文献情報の収集整理＞
■原子力エネルギー回帰に対する

教育に対する産学官の課題認識
の変遷（過去のﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ整理）

・原子力学会誌等既往文献から
（過去１０年の大学・産業界の問題

意識と対応）
・国の支援施策の変遷
・産業界の対応の変遷

＜調査研究の狙い＞
■世界的な原子力エネルギー回帰に対する 原子力教育の課題とありたい姿の認識ギャップを発掘

・国内的には既設プラントの着実なメンテナンスと安定した運転による稼働率向上が目標
・海外では発電プラントの建設需要が急増

Step1

＜産業界の人材育成の課題＞
■電力事業者

・安定運転の為のプラントメンテナンス
■プラントメーカ

・海外でのプラント建設に向けた

グローバルアライアンス

Step2

＜原子力人材育成への提言まとめ＞
■産業界と大学の連携による人材育成
■原子力機構と大学の連携による人材育成
■産学官によるグローバル人材育成

Step3

国の原子力人材育成政
策・研究機関への提言

自治体への原子力人材育成
政策・理解増進への提言

大学の原子力人材育成への提言
 

2-1 調査研究の流れ 

  
[Step-1] 原子力人材育成に関する既往文献情報の収集分析 

原子力学会や原子力人材育成関係者協議会等で検討されてきた原子力人材育成のテーマ

と課題、及び原子力関連雑誌で言及されてきた原子力人材育成に関するテーマと内容を過

去 5 年間に遡って関連資料を用い調査を実施する。これから電気事業者・原子力プラント

メーカ等原子力産業界の人材育成の課題、及び大学における原子力人材育成に関する課題

を抽出整理する。 

また、文部科学省・経済産業省の大学等に対する原子力人材育成支援策の変遷、及び電

気事業連合会・原子力産業協会等民間セクターにおける原子力人材育成の課題と対応策の
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変遷について、既往公表資料をベースに整理する｡ 

とくに､その整理データから ①原子力産業界が抱える課題と対応 ②研究機関や大学

における原子力人材育成の課題と対応 ③産業界・研究機関・大学が連携して取り組むべ

き課題とその対応状況の実態を明らかにする。また、地域の原子力産業集積・特徴を明確

化して、その地域が要望する原子力関連人材の特性を明らかにする。 

 ＜原子力人材育成に関する既往文献情報の収集整理の要領＞ 

・ 各セクター別（電気事業者・プラントメーカ・大学・研究機関）の課題認識 

・ 各セクター別の必要な人材の育成と大学での原子力人材育成の要望と期待 

・ 国や地域自治体の原子力人材育成への対応策の変遷と課題 

・ 地域における原子力産業の集積・特徴の明確化と人材の要望とその対応 

[Step-2] 産業界からの人材育成への要望の整理 

[Step-1]の調査結果を踏まえ、地域・原子力産業イノベーションを効果的に進めるための

提言を発信する準備活動として特長的な取組みを行っている以下の各民間セクターを対象

に人材育成に関する現在の課題と取組み、大学や研究機関に対する要望について整理する。 

＜地域・原子力産業イノベーションの進化に向けた提言の準備＞ 

○電気事業者の課題認識：  

･  安定した電力の供給･稼働率の向上のためのプラントメンテナンス人材の確保や地域

における発電所の運転 

・ 保守に係わる人材育成への要望 

・ 大学・研究機関に対する人材育成に対する要望 

・ 国内プラントのメンテナンス人材の確保や人材育成への要望 

・ 海外の電気事業者へのコンサルティングへの対応としての人材育成の課題 

○プラントメーカの課題認識： 

・ グローバルアライアンスによる海外でのプラント建設に向けた人材育成の要望 

・ 国内プラントのメンテナンス人材の確保や人材育成への要望 

・ 大学・研究機関に対する人材育成に対する要望 

・ インターンシップに対する要望と企画実践 

[Step-3] 地域原子力産業イノベーションに向けた効果的な人材育成の進化への提言 

[Step-1]・[Step-2]の調査分析結果を踏まえ、以下の項目を重要な柱とする原子力産業イ
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ノベーションに向けた人材育成の進化に関する提言をまとめる。 

・ 産業界と大学の連携による人材育成 

・ 原子力機構と大学の連携による人材育成 

・ 産学官によるグローバルな人材育成 

・ 地域の原子力産業イノベーションに向けた人材育成の進化 
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３．原子力人材育成に関する課題認識 

原子力産業界・大学及び研究機関は、これまで独自のニーズから原子力人材育成を推進

してきたが、昨今の原子力回帰に呼応して、利害関係者がそれぞれの意向を理解し、新た

な連携による効果的なイノベーションに向けた進化を模索し始めている。人材育成に関す

るセクター間の「同床異夢」から「異床同夢」への転換をはかる視点や接点、コンセンサ

スを形成することが重要でとなってきた。 

とくに基礎的な教育研究を実施している大学、プロジェクト研究を推進している独立行

政法人日本原子力開発機構（以下、JAEA という）、グローバルアライアンスの中で事業展

開を模索しているプラントメーカ、原子力による電力の安定供給のため着実なメンテンナ

ンスの実施による稼働率の向上を目指す電気事業者などが、文部科学省や経済産業省など

の国および地域の自治体と連携しつつ、それぞれの原子力人材育成に関するポテンシャル

を活かし、相互に補完する連携モデルとしての原子力人材育成モデルを構築することが必

要かつ緊急な課題となっている。 

本章では、原子力分野の人材育成に関する中長期的課題について検討する場として平成

19 年 9 月に発足した『原子力人材育成関係者協議会』の報告書、原子力関連総合情報誌で

ある月刊誌『原子力 eye』、日本原子力学会（以下、AESJ という）の年会・大会予稿集、

及びこれまで JAREC が実施してきた関連調査報告書などの既往文献から原子力産業界・大

学及び研究機関・国の原子力人材育成に関する課題認識を明らかにする。 
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３.１ 原子力産業界の原子力人材育成に関する課題認識 

本項では、電力業界やプラントメーカなどの原子力産業界が抱える課題とその課題解決

に向けた人材育成の取組みの現状と課題について、既往文献や WEB 等からの調査結果をま

とめた。人材育成の考え方や今後の教育のあり方については、3.1.3「『原子力 eye』に見る

原子力業界の人材育成」に整理し、とくに原子力産業界が産学官連携して人材育成を推進

強化したい点について抽出し、考察した。 

３.１.１ 電力業界が抱える原子力における課題と人材育成の考え方 

[電力業界の原子力における背景と課題] 

2010 年 3 月現在、国内の原子力発電所では、54 基の原子炉が稼動（稼働率 63%）して

おり（図表 3.1-12）、国内総電力量の 3 分の 1 を供給している。電力業界は、これまで原子

力発電の安全性を確保しながら稼働率の向上を目指してきた。一方、原子炉の寿命は 40 年

3とされ、1990 年代後半には、高経年化対策が重要な課題となり、2030 年以降には、原子

力プラントのリプレースの時期を迎える。現場にあっては、燃料高燃焼度化、原子炉の廃

止措置、廃棄物処理、高速増殖炉（FBR）、燃料サイクルと推進すべき重要な課題を有して

いる。このような課題を抱えるなか、電力業界では、これまでどのように人材を育成し、

今後どのような方向を目指しているのか、他機関との連携に対する要望等に着目し、調査・

整理した。 

 

図表 3.1-1 日本の原子力発電所の運転・建設状況 2010 年 3 月（平成 22 年 3月）現在 

                                                  
2 出典「原子力・エネルギー」図面集 2011 4-4 
3 東京電力の福島原子力発電所など一部の原子炉においては、10 年間の操業を延長している。 
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[電気事業者のミッション]  

電気事業者のミッションは、平成 21 年 4 月の『原子力人材育成関係者協議会報告書 原

子力人材育成に向けた取組』（以下、平成 21 年 4 月協議会報告書という）において、“電気

事業者は、自らの責務として、原子力発電所の計画的新増設、適切な保全及び高経年化対

策の実施、原子燃料サイクル及びプルサーマルの推進、放射線廃棄物処分の推進、原子力

に対する理解と信頼の獲得などさまざまな課題を遂行、推進していかなければならない。”

としている。現在、稼動中の 54 基の原子炉の絶対的安全の確保と将来に亘るエネルギー確

保に向けた使命と責務は重い。 

[電力業界の人材育成の取り組み］ 

こうしたミッションを果たすための人材育成の基本は、“実務”を通じた知識・技術・能

力の獲得にあるとしている。 

 具体的には、原子力部門の導入研修、運転部門における運転実習および研修センターで

の教育を通じて、原子力発電の基礎を身に付け、運転管理・保守管理・燃料管理・放射線

管理等の技術部門において専門的技術力を養成している。また、社内外での実習・研修の

受講により必要な能力を習得する以外にも、大学院・研究機関等への派遣、社外機関・国

際機関等への出向や派遣、電気事業連合会、電力中央研究所、学会、各種委員会活動への

参加なども実践的な育成の機会として捉まえている。 

ここでの習得すべき技術分野は、以下に示すとおり、原子炉の原理・設備・運用におけ

る基礎的・基盤的技術分野をベースに、プラントの高経年化対策など“運用・保全の時代”

において必要な技術分野と多岐に亘る。 

・原子炉物理学、放射線安全学、原子炉安全工学（過渡解析・事故解析）など原子力特有

の基盤技術分野 

・原子力プラントの材料、構造、運転特性などから重要で維持すべき分野 

・構造・材料力学、水化学、腐食・防食、溶接など基礎的・基盤的技術分野 

・現在の“運用・保全の時代”にとくに注目される技術分野、プラントの高経年化対策に

係る技術、信頼性工学、保全工学 

[電力業界の人材育成における課題] 

現在の“プラント運用・保全の時代”－こうした人材育成の取組みにあって重要なのが、

“技術の維持・継承”であるとしている。この“技術の維持や継承”は、上述のような個

別の人材育成においてのみ達成されるものではなく、関連する機関との支援・協力が欠か

せない。 

実際の現場での作業の多くを担っている協力会社の技術者に対し、必要な訓練と独自の

資格制度による技能の維持と向上を図るとしている。 
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[教育・人材育成への期待] 

また、燃料高燃焼度化、原子炉の廃止措置、廃棄物処理、高速増殖炉（FBR）、燃料サイ

クルなど、現在進行中の重要な課題の推進に向けては、従来にない学際的知識の教育、社

会とのコミュニケーション能力、社会規範・倫理についての認識と自覚が必要であるとし、

教育に対する期待が大きい。将来のリプレースに向けては、質の高い教員の確保を挙げて

いる。 

大学等の教育に対しては、単なる知識の習得や学力の向上だけでなく、知識を行動に繋

げる際の“アプローチ”や“判断力”についても実習等を通じて学んで欲しいとしている。

具体的な要望は、次のとおりである。 

・基礎原理、論理思考、専門知識、自主的な研究の進め方、論文のまとめ方を学ぶ 

・基礎科目、原子力特有の基盤分野の基礎的な学力を学生に身に付けさせること 

・実験・実習を通じた実体験で工学センスを身に付ける。その後、実務に則り、技術を磨

くことで、専門知識を持つ人材に育てる 

・実習を通じて、臨機応変な対応能力、工学的な判断力を身に付けさせること 

さらに原子力産業は、電気・機械・化学などの総合技術であるとし、原子力専攻以外の

学生にも原子力を指向してもらえる動機付けを教育界に期待している。また、産学官は協

力して、世界に向けてリーダーシップを発揮すべきときであるとしている。 

３.１.２プラントメーカが抱える原子力における課題と人材育成の考え方 

[プラントメーカの原子力における背景と課題] 

図 3.1-2 に示すとおり、「建設の時代」から現在の「保全の時代」にあって、世界中のプ

ラントメーカが合従連衡してきた。プラントメーカでは、“将来のビジネス環境の変化を考

慮しながら人材を確保・育成することが基本である”としている。 
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S35 S45 S55 H2 H12 H22 H32 H42
1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040

(米） GE GE GE GE

・原子力分野での再編・合併に合意

日立 日立 日立 日立

東芝 東芝 東芝 東芝

・東芝がWHを買収

(典） Asea Asea Brown WH WH

(瑞） Brown Boberi et Cie Boveri

(米） CE

(米） WH WH

(独） Siemens Siemens Framatom e AREVA NP

(米） Babcock&WilcoxFramatom e (AREVA NP)

(仏） Framatom e

・原子力分野で協調

三菱重工 三菱重工 三菱重工 三菱重工

注） 主にBWR BWR・PWR 主にPWR 注）　『第108回「海外原子力展開への展望」』MRI 滝沢真之著を参照に作成。

　軽水炉技術導入　高度化・専門化・定型化 　SCC・SG対策 　大型構造物交換

▼ ふげん1年間停止－余熱除去系配管にSCC　1980

▼ 関西電力美浜発電所電熱細管破損事故 1991

▼ もんじゅナトリウム漏洩事故　1995

▼ 動熱処理工場内の火災・爆発事故　1997

▼ 臨界事故　1999

▼ ウラル核惨事（旧ソ）　1957

▼ ウィンズケール火災事故(英）　1957

▼ SL-1事故（米）　1961

▼ 燃料用溶融事故（仏）　1963

▼ エンリコ・フェルミ1号炉心溶融事故　1966

▼ スリーマイル島原子力発電所炉心溶融事故　1979

▼ チェルノブイリ原発事故　1986

・H22 原子力人材育成プログラム第2期

・H19-21 原子力人材育成プログラム第１期

・H22 中核的恒常機関の設立予定

・H22 原子力人材育成ネットワーク

・H19-22　原子力人材育成関係者協議会

・H18-19 原子力人材育成の在り方研究会

・H19 産学人材育成パートナーシップ（9分科会の１つに原子力）

・H19 経済財政改革の基本方針

・H18 原子力立国計画

・H17　原子力政策大綱

海
外

の
事

故

保全の時代 リプレースの時代建設の時代

プ
ラ

ン
ト

メ
ー

カ
の

提
携

関
係

国
内

の
事

故

“技術の維持・継承”

建設の時代 保全の時代 リプレースの時代

国
の

人
材

育
成

の
取

組
み

 

図 3.1-2 プラントメーカの提携の変遷と国の人材育成の取り組み 

そこで、ビジネス環境について国内を見ると、3.1.1 でも触れたように、原子力発電は、

1990 年代末に“建設の時代”から“運用・保全の時代”に移行して、急速に停滞したが、

2030 年以降には、“リプレース時代”を迎え、再び建設基数が増加する見込みとなっている。

こうしたなか、プラントメーカは、技術力を維持するとともに、プラントの新規建設に備

えての“技術の継承と技術開発”を進めることが課題であるとしている。 

一方、海外に着目すると、2000 年以降、“原子力ルネサンス”の動きが現れた。これは、

米国における競争力のある原子力発電事業の登場、地球温暖化防止に向けた世界的な CO2

削減の取組み、石油依存からの脱却などを背景に、米国・フィンランド・フランス・イギ

リスなどにおいて原子力発電の再評価がなされたことによる。また、ここにきて「原子力
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発電新規導入計画国」が拡大し、図 3.1-3「世界の原子力発電開発の動向」に示すとおり、

2008 年（平成 20 年）1月における建設中・計画中の原子炉数は、中国 16 基、インド 14 基、

日本 14 基、ロシア 13 基、韓国 8 基と欧米よりもむしろロシアやアジアにおいて原子力開

発は活況を呈している。 

 

図 3.1-3 世界の原子力発電開発の動向 2008 年 1 月現在4 

このグローバルな原子力市場の拡大にあって、プラントメーカは、国内でのプラントの

建設、保守・改良の技術と経験をベースに、原子力技術の世界標準化に向けた研究開発に

                                                  
4 http://www.enecho.meti.go.jp/genshi-az/atom/world_generate/method_newwin01.html 
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おいてイニシアチブを取りながら、海外のプラントの建設、保全の事業に貢献するとして

いる。
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 [プラントメーカのミッション] 

 次に、上述の課題に対するプラントメーカのミッションについて見ると、3.1.1 と同様に

「平成 21 年 4 月協議会報告書」では、“プラントメーカは、国内では既設軽水炉プラント

の有効利用、核燃料サイクルの確立、高レベル放射性廃棄物処分の確立に向け、国及び事

業者の要請に応える”としており、高レベル放射性廃棄物の最終処分など原子力および原

子燃料サイクルを進めていくうえで残された課題の推進を掲げている。また、グローバル

な競争下にあって、研究・技術開発のイニシアチブを取って行くこととしている。 

[プラントメーカの人材育成の取り組み］ 

 こうしたミッションを果たすためには、メーカーの立場から“ものづくり”に興味があ

り、グローバル化にあって専門技術分野の技術や業務を海外で展開するための語学力を有

する人材が必要であるとしている。 

 プラントメーカの業務分野は、原子力関連研究開発、原子炉設備の安全設計･基本計画、

原子炉設備機器の設計･製造･購入、原子力発電所建設現場での建設･据付け、工場及び建設

現場での設備検査、試運転、プロジェクトマネージメント、保全計画である。 

 これらの業務に必要な人材としては、以下に示すとおり、原子力分野はもとより、基礎・

基盤分野も含めた知識・技能を持つ人材を求めており、2007 年の日立製作所の報告5によれ

ば、メーカーの原子力部門採用者数の 70%は、機械・電気・材料系の基礎・基盤分野の卒業

生である。 

・原子力工学－炉物理、炉設計、熱流動、材料、構造、安全、プラント工学、放射線安全･

遮蔽、プラント運転、制御・計測 

・基礎－構造、材料強度、腐食、物性、溶接、熱･流体･振動、水質･化学、電気･電子 

 メーカーにおける人材育成の特長は、“人材の早期戦略化”にある。新入社員研修は、1

～2年を目処に、導入教育ののち現場に配属され、工場や現場での実習を経験するなど OJT

を通じて行われる。さらに 3～5年で一定レベルの仕事を単独で実施できるよう、個々に育

成目標を設定し、専門性を深化させている。こうして一定レベルに達した技術者について

は、自己啓発・教育・訓練の機会として、学会での発表、学協会の委員会での活動、社会

人大学院への派遣、技術士、博士等の資格の取得を奨励している。 

 また、団塊の世代の退職などの状況にあって、これまでの“技術・技能の継承”のため、

技能伝承ツールやエキスパートによる指導・教育で伝承する取組みも進められている。 

[プラントメーカの人材育成における課題] 

                                                  
5 原子力 eye2007 vo.53 No.8「原子力関連メーカーの原子力人材確保の現状と課題、施策への期待と自助

努力」より。 
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また、人材育成において早急な取組みや検討が必要な事項として、「国際的技術者の育

成」・「コンプライアンス教育」・「技術・技能の継承」を挙げている。 

「国際的技術者の育成」では、グローバル化への対応に向けて、国内において設計・調

達・製造・研究開発等を行う技術者も、海外プラントの仕様・要求等を理解して業務を進

める必要があり、語学力、海外の法令、規格・基準、許認可手続き、仕事の仕組み、商習

慣などについて学び、国際的に活用できる技術者を育成するとしている。 

「コンプライアンス教育」については、“メーカーにとって、コンプライアンスや技術者

倫理に従った業務を徹底させることは極めて重要である”としており、従い易い仕事の仕

組み、組織の風土を根付かせる取組み、教育の継続性を求めている。 

[教育・人材育成への期待] 

メーカーは、優秀な技術者を継続的に採用するために、大学との協力を進めていく必要

があるとしている。具体的には、講師や教員の派遣、原子力工学分野の教科書作成の協力、

原子力工学分野カリキュラム作成の協力、大学・大学院等からのインターンシップの受入

れ、教育設備やシステムの拡充への技術協力などを行っている。 

大学・大学院への期待としては、原子力工学専門分野の教育の充実と基礎・基盤分野教

育の強化、および総合的な能力の向上を求めており、優秀な学生が原子力を選択すること

が将来の原子力にとって最も重要な因子の１つであるとしている。 

また、国に対しては、産学官が一体となって原子力技術者を継続的に育成する仕組みづ

くりや、技術者育成のための資金的手当が必須であるとしており、“専門職大学院の新設”

や“学部での原子力工学科の復活”を求めている。 
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３.１.３『原子力 eye』に見る原子力産業界の人材育成に向けた取組み 

（１）『関西電力』の取組み(2007 年) 

（２）『日本原子力産業協会』としての取組み (2007 年) 

（３）『日立製作所』の取組み（2007 年） 

（４）『三菱ニュークリア・エナジー・システムズ』の取組み（2010 年） 

（５）『世界原子力大学（WNU）夏季研修 2009 年』で感じたこと 

（６）『電気事業者の国際対応における現状』（2010 年） 

（７）『電源開発における国際人材育成の取組み』（2010 年） 

（８）『米国原子力プラント建設における PE 資格習得の必要性』（2010 年） 
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（１）『関西電力』の取組み(2007 年) 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

関西電力常務執行役員
辻蔵米蔵（つじくら　よねぞう）

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

電力業界の原子力人材確保の現状と課題、施策への期待と自助努力

■原子力発電の変遷と人材育成：
①1960年代後半(建設、人材育成の開始）、　米国等に技術者を派遣し、技術を国内に伝達する事から
電気事業者の人材育成は始まった。②1970年代から1990年代前半（原子力発電の成長期であり建設
の時代）、原発の建設は、人材の育成にまたとない機会。プラントの建設により一連の技術を経験でき
た。③1990年代後半（建設の時代から運用・保全の時代へ）、高経年化対策が重要な課題。④将来、
2030年頃以降、既存の原子力発電所は更新時期を迎え、リプレースが必要となる。
■電力事業者に必要な技術分野：
　原子力は、原子力工学ばかりでなく、電気、機械、化学などの総合技術、幅広い分野の人材が必要。
①原子力特有の基盤技術分野（かつて大学の原子力工学科で体系的に教育されていた分野）、原子炉
物理学、放射線安全学、原子炉安全工学(過渡解析、事故解析)など。②原子カプラントの材料、構造、
運転特性などから重要で維持すべき分野、構造・材料力学、水化学、席代・防食、溶接といった基礎的、
基盤的な技術分野。③現在の運用・保全の時代に特に注目される技術分野、プラントの高経年化対策
に係わる技術に加え信頼性工学、保全工学なども重要。
●今後の課題：
燃料高燃焼度化や原子炉の廃止措置、廃棄物処理、FBRや燃料サイクル、従来にない学際的知識の教
育。社会とのコミュニケーション能力や社会規範や倫理について認識と自覚。
■現場技能者の技術力の維持：
　現在は、運用・保全の時代であり、実際の作業は、協力会社により多くが担われている。電気事業者
は協力会社の人材の技量を高める取り組みも必要。関西電力では、必要な訓練を行い、独自の資格制
度により作業員の技能の維持・向上に努力。また、国の支援プログラムが2006年度から開始、青森、福
島・新潟、福井で、国の補助を受け、教育、訓練を実施。
■教育機関の役割：
　人材は、教育機関において、基礎原理、論理思考、専門知識、自主的な研究の進め方、論文のまとめ
方等を学び、実験、実習を通じた実体験で工学的センスを身につける。その後、実務に則って、知識、技
術を磨き、専門知識を特った人材が育つ。
●教育機関に対する期待
　基礎科目、原子力特有の基盤分野の基礎的な学力を学生に身につけさせる事。臨機応変な対応能
力、工学的な判断力を身につける事（実習が必要）。

技術の維持・継承は、今後の重要な課題であり、そのための教員確保がその前提。質の高い教員を維
持していく事が、将来のリプレース時代に向けての鍵の一つ。原子力産業は、電気、機械、化学などの
総合技術であり、専攻以外の学生も原子力を志向してもらえる動機付けを教育界に期待。実習のため
の訓練設備の維持や施設を教育のために開放することも必要。優秀な人材を多く集めるため、原子力
の技術的魅力だけでなく、社会に対して開かれ透明性を維持する事で社会に理解・受容される事が重
要。これは当事者である電気事業者の責任。
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『関西電力』2007 年 
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（２）『日本原子力産業協会』としての取組み (2007 年) 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

日本原子力産業協会
副会長　服部拓也(はっとり　たくや)

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

｢原子力人材育成関係者協議会｣の設置の目的と今後の活動

　(社)日本原子力産業協会では、平成19年度より原子力分野の人材育成について、関係者が継続的に
議論する場として、｢原子力人材育成関係者協議会(以下、協議会)｣を設置することとしている。これにつ
いては、｢原子力人材育成の在り方研究会(以下、研究会)｣で議論し合意したものである。
■研究会の活動
　研究会は、平成19年度から文科省と経産省が実施する原子力人材育成プログラム（以下、プログラ
ム）の実効性の高めるため、経産省の委託で、日本原子力産業協会に設置された。研究会では、原子
力メーカー、電気事業者、国および教育・研究機関をメンバーとして、大学、大学院および高専におけ
る、①原子力分野の教育現場や研究活動の実態把握、②人材育成の現状と課題についての認識の共
有、③対策のあり方についての調査・検討を行い、平成19年３月に調査報告書をまとめた。
■協議会の設置
　研究会では、プログラムの枠を越えた、中長期的課題についても幅広い議論が行われ、詳細な実態の
把握、他の施策やさまざまな制度との関係の調査が必要であるとの指摘もあった。また、原子力学会、
学識経験者、原子力関連メーカーの委員より、原子力分野の人材育成に関する中長期的課題について
産官学で検討する場を常設すべきとの意見が複数出された。これらを受けて、原子力分野の人材育成
について、関係者が継続的に議論する場として、「協議会」を日本原子力産業協会に設置する旨を文科
省及び経産省が提案し、研究会として合意した。
■協議会における検討課題
　協議会では、人材育成の中長期的課題について議論し、関係者が認識を共有して、各取り組みの整
合を図ることを目的としている。
■協議会のメンバー構成
　協議会のメンバーは、“産官学"からの意見を漏れなく公平に汲み上げるため、原子力メーカーと電気
事業者、国そして教育・研究機関より、バランス良く構成する(基本的には研究会の構成を踏襲)。産業界
は(社)日本電機工業会と電気事業連合会を介して意見を収集し、国は文科省と経産省、教育・研究機関
は(社)日本原子力学会の教育委員会を介して集める。
■協議会の運営
　協議会においては、課題ごとに作業会を構成し、適切なタイミングで、作業会が協議会の場に報告し、
適宜議論する方法により効率的に運営する。また、作業会は、その課題の当事者や関係者が中心にな
り調査・検討を行う。これらの問題については、作業会で検討し、協議会ではその検討体制や検討の方
向性について、大局的見地から意見をもらう。

■研究会の報告、提起された課題、既に顕在化している問題など：
●基礎教育や実習の重視、大学の特色を生かしたカリキュラム、教材、講義。●国内外のインターンシッ
プ、外部講師による授業、施設見学。●構造強度、材料強度、腐食・物性、溶接、熱・流体・振動ほかの研
究者の育成。●産官学における人材育成の中長期ロードマップ、ビジョン、●産・学の人材の需要と供給の
定量的データと分析、●実験炉等施設維持と廃棄物、●基盤分野の研究者の評価、●大学等研究者の事
務負担、●小中高生へのアプローチ、●奨学金、●原子力人材マップ、●人材に関する情報発信、ニーズ/
リソースの交流促進、●規格等の制定と、それらに貢献する分野の研究者の評価
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（３）『日立製作所』の取組み（2007 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

日立製作所　電カグループ　技師長
河原　瞕（かわはら　あきら）

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

原子力関連メーカーの原子力人材確保の現状と課題、施策への期待と自助努力

■原子力事業のビジネス環境：
　メーカーは、将来のビジネス環境の変化を考慮しながら人材を確保・育成することが基本。世界的な原
子力発電の需要の高まりに応えるため、日本のメーカーを含む原子力産業界は体制を整えてきており、
人材育成はこのような観点から考えていくことが必要。
■メーカーで必要な技術者：
●技術者への質的ニーズ
メーカーという立場から、｢ものづくり」に興味を持つ人材が望まれる。グローバル化により、専門技術分
野の技術や業務を海外で展開するためには語学力も必須。
●技術者の量的ニーズ
ビジネス環境を考慮すれば、原子力分野はもとより、基礎・基盤分野技術者も合めた技術者の増員が必
須である。
■メーカー３社原子力部門　採用技術者の現状：
　原子力工学分野卒業者、約400名/年(2000～05年の平均)のうち約10数％がメーカー３社に入社、最
終的に約10％弱がメーカー３社の原子力部門に配属されている(図１)。採用者の70％は、機械、電気、
材料系の基礎・基盤分野の卒業生。
■大学・大学院等への期待：
　原子力分野の教育は希薄になっている(図1、2)。大学・大学院等では、以下の項目の充実が肝要。①
原子力工学専門分野教育の充実、②基礎・基盤分野教育の強化、③総合的な能力の向上
■国への期待：
　原子力工学分野のカリキュラム・教科書作成支援、教育・研究費の支援、原子力基礎実験実施のため
のインフラ整備支援などを国に期待したい。
　また、基礎・基盤分野における研究及び教育が評価されにくい、あるいは研究論文の提出に適さない
などの問題が指摘されている。
■企業からの支援：
①OBを含めた講師、教員の派遣、②原子力工学分野の教科書作成への協力、③原子力工学分野のカ
リキュラム作成への協力、④大学・大学院等からのインターンシッブの受け入れ、⑤教育設備やシステ
ムの拡充への技術協力
　さらには、企業は新規採用した学生に、以下のような企業内教育を実施し、企業活動に則したより高度
な技術を身に付けた人材を育成することが通例である。
①新人社員技術専門教育、②担当、係長、課長職などの各層・各レベルでの技術教育、経営教育、③
OJTでの設計ノウハウ・技術伝承教育、④ビジネス戦略・環境に対応した最適人材配置育成教育

　学・官・産が一体になって原子力技術者を継続的に育成する仕組みを作ることや、技術者育成の為の
資金的手当てが国家ベースで必須である。また、優秀な学生が原子力を選択することが将来の原子力
にとって最も重要な因子の１つである。この点を考えるとき、エネルギー教育に関わる小・中・高等学校
時代の教育の充実が不可欠であり、さらに学生の学科選択に多大な影響力を及ぼす学生の両親、特に
母親の原子力への理解を得ること、即ち原子力技術が社会的に再認知されることが急務である。これら
への施策が喫緊の課題と考える。
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『日立製作所』2007 年 
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（４）『三菱ニュークリア・エナジー・システムズ』の取組み（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤

⑥ 機関名、　著者

三菱ニュークリア・エナジー・システムズ
千歳　敬子(ちとせ　けいこ)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力eye　2010　vol.56　No.2

幅広い人材の活用を
―ワシントンからの提案

◎ＭＮＥＳ(三菱重工100％出資の米国法人)において、筆者が経験したこと、意見など。直接的な人材育成
論ではない。
■コミュニケーションの主役は電話会議：
●米国では、定例の電話会議をはじめ、社内外へ連絡手段として電話会議を多用している。●時間と経費
も節約でき、便利だが、慣れない者には、心身の消耗を伴いフラストレーションを与えるシステム。●同じ言
葉にも解釈に差がある、ということをまず理解しあい、相互に納得するために少しづつ歩み寄る、そんな地道
なコミュニケーションが大切である。
■業務の細分化とワークスタイル：
●一般に、米国の方が業務内容が細分化されている。●各自の職務範囲及びインタフェースも細かく規定・
文書化し、それ以外の業務を実施すること、実施を期待することはルール違反とされる。●各人の責任範囲
で、個々がベストの仕事をすることで、組織全体の成果が最大となるシステム、それがチームワーク。●チー
ム戦略を練ること、環境や基盤を整えることが、マネジメントの主要任務の一つ。●ワークライフバランスと
いう点では、米国の基本は家庭。●細分化され、多様な業務があるので、家庭環境・個人の志向にあわせ
た働き方が可能。●日米の違いは、良い・悪いではなく、これが米国式なのだ、とまずは受け入れることか
ら。●米国でビジネスをする以上、現地の文化・生活スタイルを理解することが基本であり、いきなり日本の
スタイルを押し付けてもうまくいかない。
■米国原子力産業で活躍する女性たち：
●米国では、差別撤廃の考え方が徹底しており、採用、評価における差別は禁止されている。●米国では、
現在女性の原子力発電所長が１人、過去にも女性発電所長が３人誕生し、その後電力会社のトップクラス
に昇進している。●U.S. WINは原子力や放射線関連業務で働く女性連のネットワークで、会員数約4200人
の組織(３名の女性所長達もメンバー)。●U.S. WINは、会員が積極的に地域での教育活動や原子力関係の
公聴会への参加を行っており、原子力産業における女性従事者集団として意見を発信している。●日本で
は女性従事者の数が少なく、将来の目標とすべきロールモデルが見出しにくく、そのキャリアを諦めてはい
ないか。●特に米国では様々な分野で先駆者がいて、成功例・失敗例など色々と参考になる情報がある。
■米国ではアメリカンフットボールの要領で：
●優秀な監督の下、戦略をたてるコーチがいて、各ポジションの有能な選手が、役割分担を明確に規定さ
れ、指揮官の繰り出す作戦に従うアメリカンフットボール方式が多用されている。

●米国で成功している良いスタイルであれば、日本でも導入することで、人材の幅広げに繋がる。●日本で
も、「女性はこういう職種しかむいていない」などの先入観があれば改めるべき。●米国で働いて、自分なり
のワークスタイルをみつけること、日本の組織に合致したスタイルを模索すること、日米交流を通じて両国の
人材育成にプラスとなるのではないか。●米国式はあくまで米国式であって、グローバルスタンダードではな
い(SI単位系を導入していない、他国をあまり理解していない…)。●これからの原子力産業を支える各国の
若手・中堅が構築していくものが、グローバルスタンダードとなっていく。●諸外国の状況を理解し、グローバ
ルな視点で、これまでの日本での経験や成果を発信できる人材が求められている。
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（５）『世界原子力大学（WNU）夏季研修 2009 年』で感じたこと 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　
中部電力株式会社　浜岡原子力発電所技術部技術課　松澤幹浩(まつざわ　みきひろ)
日立GEニュークリア･エナジー(株)　原子力予防保全技術部　貝森公大(かいもり　きみひろ)
三菱重工業(株)　原子力事業本部　原子力技術センター　炉心技術部　炉心技術課　中里道(なかさと　わたる)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

世界原子力大学2009年夏季研修で感じたこと

◎世界原子力大学(WNU)夏季研修参加者の声
■日本の存在感の薄さに危機感(松澤氏)：
研修の中で、国際社会で日本が有数の原子力先進国として高く評価されると共に、貢献を期待されているこ
とを強く感じつつも、その割には、日本の存在感は薄かった。①研修自体が欧米主体であり、視点も欧米、
日本人講師はわずか2名であり、②日本人参加者の大人しさ、会場全体を取りまとめるリーダーシップ、研
修生全員を魅了する演説という点では、欧米人、アフリカ人が目立った。日本人研修生が、世界のライバル
と競ってリーダーとなれなかったのは、国際舞台でのディベート経験の不足による意見集約力の欠如、英語
力の不足が原因。また、日本人講師の少なさは、「言語の壁が原因」とのＷＮＵ側の説明があった。高い技
術力があっても、外部への発信能力がなければ、世界の中心に立つことも、リーダーとして仲間を率いるこ
ともできない。発信能力を鍛える教育の必要性を強く感じた。
■国際社会を経験する場としての世界原子力大学の価値(貝森氏)：
多様性の体験・認識－国際化の第一歩は、異言語、異文化あるいは異職種の人たちを知り、体験すること。
ＷＮＵは、自分以外の何か、多様性を体験させてくれた。参加者の多様性とは反対に、講師陣は欧米偏重
であり、多くの参加者からアジア・日本からの講師を求める声を聞いた。各国からの資料の中で、たびたび
日本の事例が紹介され、日本への関心は大きいものであった。直接日本の現場に携わっている者が情報
発信できたなら、日本のプレゼンスも高まったのではないか。直接的な情報発信が重要と実感した。
■国際人材育成の観点から(中里氏)：
●原子力フレームワーク－原子力の枠組みは未だ完成されていない。この分野で、日本が世界のリーダー
となるには、与えられた枠組みでのビジネスモデル構築のみではなく、その枠組構築にまで踏み込むことが
必要であると感じた。
●リーダーシップ－今回の経験から、一つでも自他共に自身が一番詳しいと認められる分野があり、そこで
勇気を持ってリーダーシップを取ることにより、周囲の見る目も変わり、自らの自信と周りからの大きな信頼
感につながることを学んだ。
●キャリアアップ－参加者のキャリア意識の高さは、一つの組織で得られる知識の限界を認識しているため
であろう。このことは、幅広い視野を持たなければ、現在同レベルであっても今後格段の差が生じ得るので
はないかとの大きな焦りにつながった。世界のリーダーとなるためには、自身の専門分野をさらに伸ばし、あ
らゆる組織の立場を意識した広い視野の獲得が重要と感じた。

●日本の高い技術力を国際舞台で活かすため、発信能力を鍛える教育が必要(松澤氏)、●直接的な情報
発信が重要、●ＷＮＵの様な機会は、多様な考え、立場の者同士が、議論を通して国際人材に必要な信頼
と自信を得られる(貝森氏)、●ＷＮＵでの招待講演者の様な、世界のオピニオン・リーダーたる人材を育てる
にはさまざまな機関で経験を績むことが近道になるのではないか。日本企業のシステムは組織の成長に適
した制度であるが、世界のリーダーとなる個人を育成するには物足りなさを感じる。今後は、人を出す側も受
け入れる側も、個人の成長を後押しできるような評価システムを望む(中里氏)。
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（６）『電気事業者の国際対応における現状』（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　
電気事業連合会
原子力部長　高橋祐治(たかはし　ゆうじ)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

電気事業者の国際対応における現状

■電気事業者の国際対応：
●電気事業者の新規導入国への支援は、経験を伝えることで世界的な原子力安全に貢献でき
る。また、海外への日本の原子力導入は、わが国の原子力産業への貢献、国内電気事業の技
術基盤強化ともなる。
●人材育成については、約40年にわたる原子力発電の運用経験と実績のあるわが国が最も貢
献できる分野の一つであり、相手国の導入状況やニーズに合わせたきめの細かい貢献が可能。
●わが国からの指導員等の確保も必要であり、OBの活用も考えるべきである。
■わが国の新規導入国支援のモデルケース(ベトナムの例)：
　電気事業者のベトナムヘの原子力導入協力については、(杜)原産協会(当時は(社)原産会議)と
協力して10年以下実施してきている。
●2001年には、当時のベトナム工業省(現在の商工省)からプレ・フィシビリティ・スタデイー(プレ
FS)への協カ変請があり、原産会議、メーカー、電力が協力して報告書を作成した。プレFSはその
後ベトナム国内でレビューされ、投資報告書として、2009年11月にベトナム国会で承認された，今
後FSが開始される予定である。
●電気事業者は、ベトナムヘのFS対応主体を日本原電とし、FS準備の協力を行っている。
IAEAガイドラインに準拠し、ベトナム側の考えと他国のFS実績を加味してFS範囲を設定するた
め、「炉型候補の選定｣、｢立地地点の選定｣、｢経済性、財務評価」、｢組織体制」、｢法整備計
画｣、｢人材育成計画｣等について具体的な意見交換を実施中。
■今後の新規導入国への協力・支援：
●協力・支援については相手国のニーズを踏まえつつも、高い安全レベルで原子力発電所が運
営されることが最終到達点である。そのためにも、わが国の経験の蓄積が活用できること、すな
わちわが国で実績のある炉が導入されることが望ましい。

●国内メーカーが各社の戦略に基づき海外市場を開拓している状況下で、「オールジャバン」というキー
ワードの下で一致団結して協力・支援を行っていくため、電気事業者としても、わが国の戦略的な対応の
一翼を担っていきたい。
●電気事業者から見ると、火力発電のように建設・運転・保守技術やノウハウを海外にビジネス展開し
ていくことが考えられる。また、海外展開を通じた国際人材の育成や原子力技術の継承という視点でも
意議が大きいが、原子力のもつ特殊性や人材のリソース配分という点にも考慮しなければならない。
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『電気事業連合会』2010 年 
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（７）『電源開発における国際人材育成の取組み』（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　
電源開発株式会社
取締役　水沼　正剛(みずぬま　せいごう)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

Jパワーにおける国際人材育成の取り組み

◎海外事業の重要性が、今後益々大きくなるＪパワーにおける例

■Ｊパワー(電源開発)の国際事業、組織、人員：
　Ｊパワーは、海外における発送電開発のコンサルティング事業としてこれまで、63カ国300件超
のプロジェクトを実施。今後、事業の方向性が買収や途中参加からタイ、米国等のように自ら中
核主体として開発するグリーンフィールドに移るにつれ、特に「人」の要素が占めるウェイトが格段
に高まってきており、いわゆる「国際人材」の確保と育成は重要な鍵を握っている。
■国際人材の確保育成のポイント：
●主要市場国の事業総括リーダーの確保
　社内人材の通用する市場には、社内管理職を、現地の戦力が必要な市場では、現地スタッフを
トップに起用するなど、市場国に合わせて柔軟に対応。
●個別事業の営業・管理を前線で担当する実務リーダー育成
　国内業務経験を通して適正、能力を見極めると共に、各市場毎の知見習得が必要である。
　現在は、以下の観点から評価・選抜を行っている。
・海外関連業務での能力、リーダーシップを評価
・本店業務等での経営マインドと問題解決力を評価
・中途採用者から、電力事業、当該市場の知見を評価
・発電所建設・運転技術の現場経験を有し、プロジェクトマネージャとなりうる者を評価
●将来の事業拡大を展望した若手有望人材の質、量の充実
　若手有望人材の質的向上、量的拡大こそが、長期持続可能な事業発展のポイントである。
事務・火力・土木を核としつつ、職種を越えた有力人材の登用配置、OFF-JT、OJTの有機的関
連付けにより、人材層の厚さを追求。
●外部専門家の活用と、それを活用しうる内部人材の育成
　専門業務すべての内製化は、非効率、ハイコストであるから、法律事務所、会計事務所、技術
コンサル、投資銀行等、幅広い機関との人的交流も含めたネットワークを形成。加えて前記若手
人材より、専門的知見の活用に適性を有する者を、外部専門家の窓口として育成。

　英語でのコミュニケーション能力は必要であるが、それだけでは十分条件を充たさない。特にアジア諸
国との商談での英語の活用においては、高度の英語を話すことより、相手の言わんとしていることをきち
んと聞きとり、日本語での正しい知識や技術知見に基づいてブロークンでも自分の意見を適切に伝える
能力の方がはるかに重要である。諸国でBE (Broken English)でのビジネス会話が可能となっており、第
二外国語が必要とすれば中国語である。
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『電源開発』2010 年 
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（８）『米国原子力プラント建設における PE 資格習得の必要性』（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育のあり方への提言

⑥ 機関名、　著者

日本プロフェッショナルエンジニア協会　理事
神野　秀基(かんの　ひでき)、　坂井　元彦(さかい　もとひこ)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力eye　2010　vol.56　No.2

米国原子力プラント建設における
ＰＥ（プロフェッショナルエンジニア)資格取得の必要性について

■ＰＥ(Professional Engineer)とは：
米国の技術士はPEと呼ばれ、医者、弁護士同様、米国各州に登録が要求されると共に、世界に通じる職業
資格である。米国では公共性の高い設備には設計・製造段階で、米国技術士(Registered PE)による認証が
要求されることが多く、原子力発電所もその一つである。ここでいう、「RPE」とは各州政府に正式登録された
PEであることに加えて、社内でその製品のレビューにふさわしい知識と経験があることを認定する必要があ
る。この他に米国の連邦レベルの規制としてANSIの規格に何カ所かＲＰＥの認証が規定されている(ここで
は便宜上、単に州登録のPEをＲＰＥとし、州登録＋社内認定を「RPE」として区分けをした)。
■原子力におけるPEの必要性：
日本のメーカーでは従来より原子炉圧力容器、蒸気発生器などの圧力容器部分にASME規格を適用、活用
してきたが、米国への輸出の場合、ＡSME規格の適用が義務付けられるだけでなく設計評価に「RPE」の要
求も課せられる。(例えば、ASME Section Ⅲに基づく原子力製品を製作するためには「RPE」の認証が必要)
■日本プロフェッショナルエンジニア協会(JSPE)について：
JSPEとPEJSPEは日本居住のPEホルダ有志によるＮＰＯであり、NSPEの提携機関として、定期交流があ
る。全米各州登録のPE会員141名、JSPE会員は州登録を待つPE合格者やFE( Fundamentals of
Engineering)など総勢357名。NSPEとの情報交換、国内でのPE/FE試験の運営サポート、PE合格者の州登
録サポート、技術者倫理を含む会員の継続教育の推進などを実施。

地球温暖化対応として、原子力発電所建設が米国のみならず中国やヨーロッバなど世界各国で行われる計
画があるが、原発事故が反対運動の起爆剤になってしまう危険性がある。経験と実績豊富な日本の原子力
技術者が、RPEの資格を取得し原子力発電所分野で従事することは安心・安全面で望まれている。 RPE取
得と資格に基づく業務遂行には文化や社会基盤の違いによる多くの越えなければならないハードルがある
が、取得可能な資格である。技術と倫理性を兼ね備えた原子力RPEは、社会の重要な役割を担う技術者と
して活躍を期待されている。

■日本人のＲＰＥ資格の取得法およびPEの責任と保険：
●日本在住の日本人にとっては、容易ならざる条件をクリアしなければならない
PE試験自体は、個人の努力で合格することができ、NCEESによる国内受験も可能であるが、合格後、州に
登録しなければRPEにはなれない。業務で必要な州に個別登録するが、州のPE認定機関の評価項目は、
①州在住、②米国社会保険番号(SSN)、③RPEの推薦状(Reference)、④大学の受講科目と単位数、⑤技
術倫理試験の合格などがあるが、日本在住では、上記①②を欠くため、ほとんどの州には登録できない(例
学的にオレゴン、ワシントン、テキサスは、登録可能)。③は、RPEが申請者の技術能力を知っていることが
求められ、州によってはさらに技術実務を監督指導していたことを求める場合もある。④については、米国で
はABETという民間規定が要求されるが、日本の大学基準と異なるため、日本の大学の成績証明書を提出
しても不適格あるいは情報不足と判定される場合がある。
■PEの責任と保険：
米国では企業内でも個人責任の所在を明確にする傾向があり、原子力で適用するASME規格でもRPEとい
う専門性と倫理性を兼ね備えた個人を要求している。また万一の損害賠償に備え、米国では保険が多く用
意されている。
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３.２大学等における原子力人材育成に関する課題認識 

本項では、大学における原子力人材育成に関する課題を、各種既有文献をベースに調査

し、整理した。 

３.２.１国立大学における原子力教育の新たな展開 

[原子力発電の初期からチェルノブイリ事故まで] 

1970 年から 80 年代にかけて原子力工学の学部あるいは大学院の卒業生たちは、原子力

産業界からの人材要求に応えて、原子力産業に就職した。この時期の学部の原子力教育カ

リキュラムは原子力発電に関係する技術者･研究者の育成を主として、「原子炉理論」、「放

射線」、「原子力材料」など原子力分野特有の科目をコアとしたものであった。 

[バブルの崩壊と技術継承の不連続] 

原子力産業界では新規の建設がなくなり、求人数は激減した。原子力関連学科・専攻の

総就職者数約 400 名に対し、採用者数はその１割強にとどまっている。卒業生の約 75％は

原子力関係分野への就職を希望しているというデータがあり、原子力分野からの求人の少

なさが浮き彫りとなっている。この間、原子力産業の発展を中心的に担ってきた豊富な知

識や経験を有する人材の高齢化と共に、若い世代への技術継承が十分になされなかった。

原子力分野における人材育成の本質的な課題となっている。 

[大学における原子力教育の現状] 

これまで、原子力関連学科を有してきた国立総合大学においては、原子力工学が不人気

となり、「量子エネルギー工学」等名称を変更してきた経緯があるが、2005 年頃を境に、大

学＋大学院（修士）の６年一環教育を指向してきている。学部では、学部を大くくり化（知

能工学、量子システム等）して基礎工学の重視し、大学院では、原子力工学の専門教育を

行うこととした。 

こうした中、原子力発電に関する講義は減少し、「工学基礎」科目、「環境・エネルギー

関連」科目、「量子ビーム」・「放射線利用」などに関する講義が増えている。大学院におい

ても、「原子力工学」を、「量子・ビーム科学」、「システム工学」、「放射線利用」、「核融合」、

「シミュレーション」などを包含する広い学問領域として捉える傾向が強くなっており、

原子力発電に直接関連する教育・研究は、希薄化している状況と言える。 

３.２.２ 産業界からの原子力教育への要望と原子力教育の今後の展開 

 [産業界からの原子力学教育への要望] 

大学の学部では、原子力発電に直接関連する教育・研究が以前に比べ行われなくなった。

しかし、学部においては工学基礎科目を中心に学び、専門科目は主に大学院でという工学
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教育全体の変革の流れがあり、これが学生の就職および企業の採用の自由度を増している

面もある。 

産業界は、原子力部門に就職する卒業生に対し、基礎学力の確実な習得・養成、原子力

専門科目以外の幅広い教養、柔軟な発想、論理的思考力、チャレンジ精神、問題解決能力

などを求めている。 

大学教育のこのような質的変化によって，大学の卒業生に多くの原子力工学、とくに原

子力発電に関する専門的知識を期待することは困難になりつつあり、社会人に対する原子

力教育がより重要となってくる。 

[原子力学教育の今後の展望] 

これまでは、原子力関連の学科・大学院の運営は、学生から入学・進学を敬遠されがち

で、原子力分野へ積極的に入学・進学する人材を確保できるかに腐心してきた。 

ここにきて、原子力産業のルネッサンスが垣間見れる環境にあり、それぞれの大学も、

原子力関連研究開発機関や原子力発電所の存在地域という特徴を活かしつつ、原子力関連

の学部・大学院教育を模索している状況にある。 

とくに、「量子ビーム」や「プラズマ」の関連教育研究や、原子力システム統合設計、地

球環境への負荷を低減させる（二酸化炭素排出削減の観点）ため、核エネルギーの利用を

促進させる視点からの環境エネルギー教育研究などが最近の動向と言える。 

一方、この間、文科省や経産省から原子力教育に対し新たな教育プログラム構築支援が

行われてきた結果、これまで原子力関連学科を有する大学や大学院での関連教育の充実化

ばかりでなく、高専でも原子力基盤教育が着眼されるようになった。 

さらに、インターンシップの充実など産業界と連携した教育も進化し始めたと言える現

状である。 

今後、 

  ・大容量化に向けた学術的課題の解決 

  ・長寿命化に向けた学術的課題の解決 

  ・さらなる安全性向上に向けた学術的課題の解決 

・ 燃料サイクル・高速炉システムに関わる学術的課題の解決等 

産学官連携による、“課題解決型プロジェクト研究開発”が必至となり、そのプロジェク

トを介して、学生・院生を育てる仕組みが必要であろう。 
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３.２.３ 『原子力 eye』に見る国立大学における原子力教育の新たな展開 

（１）『北海道大学』 

①北海道大学おける原子力教育の新展開（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

北海道大学　鬼柳　善明　大学院工学研究科量子エネルギー工学専攻教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

北大における原子力教育の新展開

■学部（機械知能工学科）における原子力教育：
学部教育は、時代の変化に柔軟に対応できる人材を育成することを目的に工学基礎に重点を置
いた教育を行う。原子力の持つ工学基礎の部分を新しい機械知能の教育に取り入れ、これまで
と違った形の原子力教育の展開を図っていく。原子工学科の特徴であるミクロレベルの教育の上
に従来の機械工学の教育と原子工学が持つ電子系・材料系の教育を積み上げ、原子力や機械
の専門教育につなげていくという構成になっている。
■大学院における原子力教育
●量子理工学専攻（図1参照）：
ミクロ粒子（電子・中性子・光などの量子ビームやプラズマなど）の生成，計測，制御，利用，解析
シミュレーションなどに関する研究を統一的に進め、エネルギー・医療・産業などの分野に積極的
に応用していく。それを支える人材を育成することを目的としている。
　・応用量子ビーム工学講座：中性子，電子，陽子などの量子ビームの生成とそれに必要な加速
器科学および量子の高度計測を基本として、その応用であるナノ科学，物質・生命科学，量子
ビーム医療，センシング素子工学，環境計測工学などの新分野の研究・教育を行う。
　・プラズマ理工学講座：粒子ならびに粒子集団の挙動を数理的に解析する粒子応用数理科学、
プラズマの高精度計測を目指した量子応用計測やセンシング科学、取得データのイメージングの
ための画像工学、プラズマによる半導体やバイオ、MEMSなどの先駆的産業応用および核融合プ
ラズマ閉じ込め改善のための物理・工学等の教育・研究を行う。
●エネルギー環境システム専攻（図2参照）：
原子力関係のエネルギー生産・環境システム講座と機械関係の応用エネルギーシステム講座が
ある。ここでは、将来型水素エネルギー社会を共通のキーワードとし、その基盤となるエネルギー
生産・貯
蔵・利用システムにかかわる人材の育成を趣旨・理念としている。
　・エネルギー生産・環境システム講座：次世代型原子力システムの開発、システム安全性評価
および環境安全性評価に関する研究およびそれに関連した教育を体系的に行う。具体的には、
第４世代原子力システムの基盤研究，安全解析ツールの開発，確率論的安全評価に基づく安全
研究，高レベル放射性廃棄物の処分技術，長期環境影響評価技術，社会受容性にかかわる研
究を行う。
あわせて、水素エネルギー社会の形成に向けて、原子力エネルギーからの直接水素製造，貯蔵
およびその安全性に関する研究を行う。

学部では、新しい形の原子力教育を機械知能工学科の中で行っていく。
大学院では、ビーム利用を積極的に押し進めるとともに、プラズマの高度計測法の開発やバイオ,
MEMSへの応用などにおいて新しい展開を目指している。エネルギー環境システム学専攻におい
ても、原子力技術の高度化に向けた研究を行うとともに、水素エネルギーとも関連づけて研究を
進めていく方針である。新しい試みの教育・研究体制ではあるが、原子力が成熟期を迎えた時代
の教育として、新たな展開につなげていきたいと思っている。
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『北海道大学』2005 年 
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②『北海道大学』専攻を横断した教育体制の構築を目指して（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

北海道大学大学院工学研究科　教授　(工学系連携推進部ディレクター)　奈良林　直

原子力分野の教育研究強化に取り組む北海道大学

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.3

専攻を横断した教育体制の構築を目指して

■北海道大学での取り組み開始：
地元の北海道電力や原子力企業のニーズを調査した，その結果、原子炉物理や放射線教育の
重要性は当然のことながら、原子力安全の基本を学び、加えて伝熱・流体・振動・材料・保全な
ど、広範な工学分野の教育を受けた学生の企業ニーズが高いことが分かった。実践的な原子力
教育カリキュラムの強化を以下の３項目を柱として実施する。
①原子炉物理理解促進プログラムの開発②霧箱による放射線の可視化と放射線計測③保全工
学基礎強化プログラムの開発
■原子力教育カリキュラムの強化：
①原子炉物理理解促進プログラムの開発：大学院修士１年が受講する｢原子炉物理特論｣では、
バーチヤル原子炉内の様々な核反応現象を可視化する機能に加え、ブラントシミュレータの出力
信号で駆動される原子カブラントモデルを製作した。
②放射線計測・可視化(霧箱･教材開発）：放射線の可視化ができる霧箱実験装置や放射線測定
器を教材として製作、講義のなかで実演を行った。また、釧路まで出張し、高専の学生にも講演
した。
③「原子炉工学」PBL形式の教育・設計演習：
工学部機械知能工学科３年生が受講する｢原子炉工学｣では、PBL(Project Based Learning)によ
るブロジェクト形式の設計演習に加え、保全工学基礎実験装置を用いて弁・ポンプ・熱交換器な
どのカットモデルや油圧防振器や配管減肉試験装置を製作し、構造強度､材料強度、減肉、溶
接、振動・耐震等の基礎、原子力発電所の機器を理解させる実践的演習は学習意欲の向上・促
進に大きく役立った。大学院修士課程の学生に対しては、文部科学省の原子力人材育成プログ
ラム、「原子カコア人材育成事業｣によりブルサーマルや長サイクル運転対応燃料・炉心管理に対
する高い専門性を有する中核人材の育成教育が強化された。

北海道大学では原子力人材教育を更に発展させるため、原子炉物理・放射線・機械工学・材料
工学・土木工学・建築工学などのさまざまな知識を持ち、グローバルな視点からの問題解決能力
を有する国際舞台で活躍できる言わば｢スーパーエンジニア｣を育成するための専攻横断型原子
力教育プログラムを平成22年度より開始することになった。高度な技術を継承し、先進的でより
安全な原子力施設の将来像を描き、具現することができるグローバル原子力教育を目指す。こ
のための海外の大学との連携強化も開始し、学生の交流やインターンシッブも推進する。

■他学科および全学教育への展開：｢エネルギーエ学概論｣、「放射線や原子力発電所のリスク・
耐震設計」、「地球環境問題と原子力・倫理」を開講、教員、企業の方が講義した。
■工学研究科(工学部)教員の研究推進：経済産業省の革新的実用原子力技術開発に応募し、｢
耐震性向上技術に関する開発｣を実施。メンバーは材料、振動、土木、建築、耐震、原子力の専
門とする教員。専攻横断型の教育プログラム(図5)の検討が開始された。さらに、文部科学省の
原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ｢学校教育現場との対話に基づく原子力・放射線学習プ
ログラム開発」を実施、北海道エネルギー環境教育研究委員会を組織し、総勢4.500名に上る登
録教師数となった。
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『北海道大学』2010 年 
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（２）『東北大学』 
①東北大学における原子力教育・研究の柱（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東北大学　橋爪　秀利　大学院工学研究科教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

東北大学の原子力教育・研究の柱

■研究の柱：
原子炉（核分裂炉・核融合炉）基盤技術の高度化、放射線の高度利用の２つの柱を基本としてい
る。前者では、核燃料廃棄物処理関連の研究・保全技術の高度化と安全性向上研究に重点を置
き、後者では、医療応用・微量元素分析方法の開発に中心を置いている。
■教育カリキュラム：
学部２年次までは、機械学を中心とした基礎学問をベースとし、３年次以降のカリキュラムで、原
子炉主任技術者と放射線取扱主任者の資格取得に必要となる原子力・放射線関連の教育を系
統的に行っている。また、学部では東京大学弥生炉，大学院では京都大学原子炉実験所および
東北大学金属材料研究所・量子エネルギー材料国際研究センタ-で原子炉基礎および材料関連
の実習を実施している。
■量子エネルギー工学専攻での研究分野：
●原子核安全工学講座：
放射性廃棄物の処理・処分の高度化，ヒューマン・マシン・インタフェ－スの高度化，運転員の訓
練プログラムの認知工学的解析，IT技術を応用した保守支援システムの構築等の研究。原子力
技術と社会のかかわりの観点から，リスクコミュニケーションに関連した研究を行っている。
●高負荷エネルギー工学講座：
高エネルギー粒子と材料との相互作用の理解と応用を基礎に、原子力エネルギー機器材料の課
題に取り組む。放射性廃棄物低減に向けて、金属やセラミックス機器材料の低放射化課題に取り
組む。核融合炉材料の研究としては，低放射化ブランケット構造材料の候補であるバナジウム合
金、また、炭化珪素系複合材料，高熱流束機器材料のタングステン合金について研究している。
●エネルギー物理工学講座：
機械工学・電磁工学を基礎とした原子炉の保全研究，加速器駆動型原子炉および核融合関連の
研究を進めている。核融合研究に関しては，国際核熱融合実験炉（ＩＴＥＲ）に直接関係するプラズ
マ計測技術の開発や将来炉を目指した高性能先進ブランケットシステムの設計といった，核融合
炉工学に関する研究を進めている。
●粒子ビーム工学講座：
放射線の高度利用に関しては，粒子ビーム工学講座を中心として，粒子ビームと物質との相互
作用，ならびに光子の発生，陽電子消滅などの量子現象の理解と制御に基づいた量子工学の研
究を行っている。量子幅射，イオン-原子衝突等の量子工学の基礎研究および放射線科学教育
の研究も行っている。

原子力エネルギーや放射線応用に関連した仕事において，広い視野を持って将来活躍できる学
生を育てる。ただし，学部４年次までの限られた時間内での講義数ではすべての分野をカバーす
ることができないため，大学院における講義も含めてカリキュラムを構成する。教育・研究を円滑
に推進するため，工学研究科量子エネルギー工学専攻を中心として，大学内のサイクロトロンラ
ジオアイソトープセンター・金属材料研究所・多元物質科学研究所，工学研究科内の技術社会シ
ステム専攻・エネルギー安全科学国際研究センターとの密接な連携体制をとっている。
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②『東北大学』六ヶ所村大学院出前講義（2009 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東北大学大学院工学研究科　量子エネルギーエ学専攻　教授　石井慶造

六ヶ所村大学院出前講義

原子力ｅｙｅ　2009　vol.55　No.9

奮闘記

■原子力人材育成：
　現在、原子力人材育成の必要がさまざまな立場から叫ばれている，特に、中国、インドなどの
新規原子炉の建設、米国、日本などの原子炉のリニューアルなど、差し迫った状況への対応が
重要課題となっている。東北大学では、大学院工学研究科量子エネルギー工学専攻が、青森県
六ヶ所村の文化交流プラザ、スワニーにおいて、日本原燃株式会社の社会人大学院生を対象と
した出前講義による原子力人材育成を行っている。現在、８名の教員により、出前講義は順調に
行われている。
■出前講義開講までの道のり：
　東北大学は、以前より、日本の原子力エネルギーの要である青森県に原子力教育を専門とし
た機関がないことおよびそれを実施てきる原子力研究教育機関として東北大学が最も近いことよ
り、原子燃料サイクルの拠点である六ヶ所村において原子力人材育成を行うことを計画してい
た。
　平成18年8月25目に、六ケ所村近辺の原子力若手関係者と本専攻の大学院院生の交流を主
目的とした東北大学量子-エネルギーエ学専攻主催の「量子フォーラム]を開催した。この量子
フォーラムを機会に、われわれは日本原燃に社会人修士・博士の可能性について打診し、その
実現に向けて打合せを重ねた。平成20年度より日本原燃の若手社員を対象にした大学院教育を
六ケ所材で行うことした。
■六ケ所村出前講義カリキュラム：
毎週、１コマ90分を単位とした表1のような時間割に従って講義を行っている。授業科目は、本専
攻で開講している科目(専門基盤科目(14科目のうち５科目必修)、専門科目(33科目のうち６科目
必修＋量子エネルギーエ学修士研修(8科目))の中から六ケ所村の院生が選んだものが開講され
ている。平成20年度東北大学大学院工学研究科博士課程前期入学者で六ケ所村出前講義対象
の平成20年度・21年度の講義は、表２のようになった，網掛けで示した科目が専門基盤科目で、
その他のものが専門科目である。一方、博士課程後期に入学した学生に対しては、本専攻で開
講している博士課程後期科目(学際基盤科目(19科目）と専門科目（2科目）から５科目必修））から
学生が選んだ科目を開講されている。表２の罫線で示したものは学際基盤科目である。後期課
程は前期課程より履修科目は少なくなる。しかも、修学期間が３年間なのてじっくりと時間をかけ
てとることができる。後期課程の院生は、前間課程の講義も受講している。
この出前講義は、現在、｢文部科学省原子力人材育成プログラム｣(原子力研究環境整備補助金)
の支援を受けている。

出前講義を行うことにより、教員の負担は増える。先ず、出前講義のために時問を割かなければ
ならい。しかし、六ケ所村での講義は、院生数が少ないので院生とのやりとりが多く、密度の濃い
講義となっている。また、院生が社会人であることより、礼儀正しいので、教員も気持ちよく講義で
き、充実感溢れた講義となっている。　我々、東北大学大学院工学研究科量子エネルギー工学
専攻教員一同は、六ケ所村および青森県に在住の社会人に向けての原子力教育を今後も積極
的に推進していく所存です。
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（３）『東京大学』 
①原子力専攻発足（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東京大学　斑目　春樹　原子力研究総合センター教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

原子力専攻が4月に発足

■原子力専攻：
東京大学原子力専攻は２つの専攻，原子力専攻（専門職大学院）と原子力国際専攻からなり，一
体運営される。原子力工学科の流れを汲むシステム量子工学専攻は，狭義の原子力から離れて
新しいシステム創成学の確立を目指す。
●専門職大学院：
研究者ではなく，高度の専門性が求められる原子力技術者を養成する。社会人を中心に15名の
学生を受け入れ，１年間の学習で原子力修士（専門職）の学位を授ける。教育には東大の教員だ
けでなく，日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構（統合後は新法人）などからも客員教員
や非常勤講師が多数参加する。科学技術の進展とともに大学で学ぶべき内容が増え，大学入学
直後から原子力だけに特化して教えることは難しくなった。体系的に原子力を教えるには時間的
制約がある。学部学生に原子力工学を体系的に教えることができないとなると，期待されるのは
大学院である。それも専門職大学院である。今，原子力の指導的技術者に必要とされるのは単
なる技術だけでなく，技術倫理やリスクコミュニケーションや，法工学など人文社会科学に広がっ
ている。これはまさに大学院で教えるべき内容である。
●原子力国際専攻：
原子力国際専攻は普通の大学院で，修士課程と博士課程からなる。国際原子力機関などで働く
国際公務員の養成や国際感覚の豊かな原子力研究者の養成を目指す。国際問題の研究テーマ
の１つが核不拡散政策や保障措置技術である。
社会人を積極的に受け入れ，国際機関で働くのに必要な博士号等の資格を与えていくことを視
野に入れている。カリキュラムにも海外研修を用意し,  IAEAや海外の大学・研究所でのインター
ンシップを経験することを奨励する予定である。原子力技術者教育ではWNU（World Nuclear
University)構想など，国際協力の動きも盛んである。これに対しても主導的役割を果たしたい。
■2つの専攻の連携：
双方向テレビ講義システムを導入し，一体教育を実施する。これにより専門職大学院の学生には
最先端の知見を与えることが，国際専攻の学生には原子力工学の基礎を系統的に学ばせること
が可能となる。従来の研究分野とやや異質なものとして、核不拡散政策や保障措置技術に加え，
法工学，危機管理，リスクマネジメント，リスクコミュニケーション，技術倫理といった分野のネット
ワーク作りがある。原子力に特化して研究しながらネットワークを形成する。そこから生まれる成
果は原子力のみならず先端巨大科学技術全般に応用可能なものとなると期待している。

原子力は頭で理解するだけでなく，身体で覚えるべきである。
専門職大学院修了生がそれぞれ，産業界や規制行政庁その他において専門家として指導的役
割を果たすことこそが，わが国の原子力の未来を拓く。原子力国際専攻で育った研究者がやが
ては原子力専門技術者教育に携わることで，永続的な教育システムとなる。
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②『東京大学』の原子力人材育成の取組み（2007 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東京大学大学院工学系研究科
原子力専攻教授　班目春樹(まだらめ　はるき)

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

大学としての原子力人材育成での取り組み-東京大学

　東京大学では平成17年度に専門職大学院である「原子力専攻｣(専門職学位課程)と普通の大学院で
ある「原子力国際専攻｣(修士課程・博士課程)を設置した。
■原子力専攻(専門職大学院)の現状：
　原子力専攻の標準修業年限は１年で、原子力分野等で働いた経験のある社会人を主な対象者として
いる。修了すると原子力修士(専門職)の学位が授与される(資格取得につき、成績による特典あり)。この
大学院の目的は、指導的な役割を果たす高度な原子力専門家の養成である。決して炉主任試験等のた
めの予備校ではない。したがって科目も原子力工学を基礎から体系的に理解するよう編成されている。
また社会・人文系科目も用意されている(原子力専攻の各講義課目の教科書出版の計画も進行中)。
■原子力国際専攻の現状：
　原子力国際専攻は研究者養成型の普通の大学院である。専門分野は大きく分けると、先進原子カエ
ネルギーすなわち狭義の原子力と、先進レーザー・ビーム科学と医学物理という放射線利用分野に、原
子力社会工学という新しい分野が加わって３本柱となっている。原子力社会工学は社会受容性に関する
研究、法制度の研究すなわち法工学、核不拡散関連研究などからなる。修士課程の学生数は社会工学
が十数％でエネルギー利用と放射線利用がほぼ同数、博士課程の学生数は３つの分野がほぼ同数と
なっている。博士課程の学生が多く、過半数は社会人である。一般市民にも公開の特別講義を土曜日に
実施するなどの工夫をしている。また、インターネットを介して東海村と東京を結び、双方の学生の便宜
を図っている。
■大学での人材育成の課題：
●経費について
　国立大学が法人化されたため、専攻を新たに立ち上げても文部科学省からくる運営費はほとんど増額
されないのが実情である。研究費は競争的資金を稼いでくるという解決策があるが、これまでは教育費
を稼ぐことができる競争的資金がなかった。その点、原子力人材育成プログラム事業は大変ありかた
い。ただ、人材育成は長期的なものであり、事業が始まったといっても問題が完全に解決したわけでは
ない。
●産業界が望む人材像について
　産業界等が望む人材像が今ひとつはっきりしないが、原子力産業は成熟し、技術も体系化されてきた
結果、今は、担当分野だけを身につけた１字型の技術者が寄り集まって原子力を支えているが、この体
制は変化に弱く、想定外の事象への対応でも問題を生じやすい。担当分野だけでなく原子力全体をバラ
ンスよく理解しているＴ字型の専門技術者をある程度配置することが組織を強くすると我々は考えている。

産業界からは｢昔のように原子力工学科で原子力の基礎をしっかり身に付け、修士課程でさらに
専門を掘り下げた人材が欲しい｣との意見があるが、それは不可能である。産・学の相互理解や
人材育成に関するロードマップ作りが大切。専門職大学院はＴ字の横棒をしっかり身につけること
が目的であり、原子力国際専攻は横棒もある程度身につけた上で、縦棒のしっかりした研究者養
成を目指している。横棒をしっかり身につけた技術者の必要性が叫ばれていながら、産業界から
専門職大学院への学生派遣は多くない。新卒者は、原子力界で働ける保証がないと入学を希望
しにくい。入学希望者を増やすことは課題である。
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③『東京大学』とｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ大学との核不拡散と国際安全保障に関するﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ（2009 年） 

 ① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東京大学大学院工学系研究科　原子力国際専攻　ジョーシャン・チョイ、ケンブリッジ大学国際研
究センター　フィリップ・トウル、東京大学大学院工学系研究科　原子力国際専攻　山崎元泰

現代核不拡散基礎講座＜第1回＞

原子力ｅｙｅ　2009　vol.55　No.9

核不拡散と国際安全保障
～ケンブリッジ大学・国際研究センターと東京大学・国際保障学研究室が合同ワークショップを開
催～

■核不拡散と国際安全保障：
　東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻の国際保障学研究室は、ケンブリッジ大学国
際研究センターと共同で、｢核不拡散と国際安全保障]と題するワークショップを現地で関催した
（表1）。この日英ワークショップは｢東大フォーラム2009 in the U.K.]の一環として行われたもの
で、ケンブリッジ大を含めた英国の４つの大学と東大が協力し、さまざまなテーマを扱ったフォー
ラムが実施された。工学系研究科としては、ロンドンにあるインペリアル・カレッジでも、持続可能
な発展と原子力の役割に関するフォーラムを同時開催している。
■開催の趣旨：
　原子力の平和利用をめぐり、世界は重大な岐路にさしかかっている。地球温暖化への懸念や新
興国を中心とした電力需要の増大によって、原子力発電拡大への動きが世界的に見られ、核不
拡散の強化は国際安全保障にとって喫緊の課題となっている。本ワークショップでは、国際政治
と技術系の専門家が
一堂に会し、核拡散ならびに関連する諸問題に関して多角的な検討を行う。
■基調講演＆各セッション内容：
　基調講演は英国を代表する核拡散問題の権威ジョン・シンブソン教授によって行われ、世界の
核拡散の現状を分析し、核不拡散に向けた今後の課題や問題点を明らかにした。これまで核拡
散は基本的に4カ国(イスラエル、インド、ハキスタン、北側鮮）に限定され、国際核不拡散体制は
おおむね有効に機能してきた。しかし、イランの核関連活動阻止に向けた外交努力はいまだ成功
せず、原子力ルネサンスによって機微な技術や物質が多くの国々に広まる可能性があり、さらに
テロ集団が核を人手する懸念も依然として強い。イランのケースは、核拡散とはそもそも何を意
味するのか、核拡散と平和的な原子力計画の区別をいかに行うのかという難しい問題を提起す
る。
　第１セッションでは核拡散問題に関して、主に政治的観点から国別の検討がなされた。第2セッ
ションでは、核燃料サイクルの国際化について、国際保障学研究会での検討成果を披露したもの
である。国際保障学研究会は、東京大学GCOEプログラム｢世界を先導する原子力教育研究イニ
シアチブ｣の一環として、国際保障学研究室の教員・学生が中心となり、電力業界や研究機関な
ど学外からも広く参加者を募って、2008年10月に設立された。国際保障学研究会の活動目的
は、核不拡散問題に関する研究や人材育成、さらに社会への情報発信で、日本原子力学会や核
物質管理学会とも連携している。第3セッションでは、旧ソ連邦の負の遺産についての研究報告を行

セッションの最後には質疑応答と全体討論のための時間が設けられ、参加者間で活発な議論が
行われた。とりわけカーン・ネットワークヘの評価、北朝鮮とイランの核問題解決に向けた政策、
さらには核燃料サイクルの国際化といった争点をめぐっては、学生も積極的に参加し白熱した議
論が繰り広げられた。こうして日英ワークショップが教育と研究の両面で高い成果をあげ、核不拡
散問題に対する理解を一層深める重要な契機となったという点で参加者全員の意見は一致し
た。そし今後も対話を継続していくことの重要性が確認された。
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④『東京大学』保障措置情報の次世代解析（2009 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東京大学大学院原子力国際専攻教授(委嘱)　日本原子力研究開発機構　核不拡散科学技術セ
ンター客員研究員　松岡浩

現代核不拡散基礎講座＜第2回＞

原子力ｅｙｅ　2009　vol.55　No.10

保障措置情報の次世代解析
～捜査活動範囲の拡大による確信度向上の評価～

■保障措置情報の次世代解析の発想：
保障措置情報の次世代解析として、“痕跡がないこと”あるいは”動機がないこと”をもっで”犯行
がないこと”を信じてもらおうという発想である。前者の、｢痕跡なければ犯行なし｣という見方をま
ず考察し、痕跡捜査活動の範囲を広げると、“犯行なし”の確信度がそれなりに増加するという
“保障措置情報ファジイ評価モデル"を示したい。このモデルは、国際原子力機関(IAEA)がこれを
使用しているわけでは決してないが、保障措置情報解析の本質的な特徴を明らかにしている。
■ IAEA による包括的保障措置の目的：
IAEAによる包括的保障措置の目的は、ある評価対象国を想定した場合「当該国内に存在するす
べての核物質について、その物質が核兵器その他の核爆発装置に使用されていないこと」に関
し、国際社会がそれなりの確信を持てるようにすることである。ここでは、｢IAEAに内緒(未申告)
で、核爆発装置に直接使用できる核物質を取得する｣という“犯行"が行われていないことについ
て、“確信度"を評価する方法を考える。
■フアジィ値表現を使用することの必然性：
完全な確認を行うためには、IAEAが十分な情報を直接入手するため評価対象国の”好きな場所
に好きな時に立ち入り検認できる”ことが必要である。しかし、現実の国際社会は、IAEAの権利が
一番強く認められている“追加議定書を伴う包括的保障措置"の場合においても、完全なアクセス
権を認めてはいない。次善の策は、「核物質の未申告取得がないこと」について”どのくらい確信
を持てるか？”という“確信の度合い“（確信度)を評価することである。
■｢核物質の未申告取得がないこと｣の分析：
IAEA側は、①申告済み核物質の転用、②核物質の未申告輸入、③核物質の未申告生産、の犯
行の有無を捜査すればよい。●｢転用｣の対象となる“申告済み核物質"は図１の(a)～(c)に分類
できる。それぞれの物質の収支バランスを確認する。●未申告輸入された核物質は、その核物
質の移動に関する輸出国側の輸出申告が存在するか否かによって、図２の(d)と(e)に分類でき
る｡これらについて異常な痕跡がないことを確認する。●“無記録運転“の対象となる核物質生産
装置は、図3の（f）～（j）に分類できる。これらの装置、設計情報に記載のない装置で核物質生産
された痕跡がないか確認する。
■確信度の個別評価から総合評価の導出：
以上の個別評価をつなぐと、図４に示すとおり、確信度の総合評価モデルを構成できる。

以上の仮定下で、ファジイ数の重みつき加算と最大値の計算法を適用すると、あいまいさを保持
し、図４の計算手順を実行できる。これが“保障措置情報ファジー評価モデル¨であり、例えば｢
“HU/PUに関する捜査活動７(低コストで実施可能な情報解析が主体）“を新たに実施すれば、
"LU/SFに関する捜査活動１(高コストの現場査察活動が主体)"を半減しても、従来以上の確信度
で「HU/PUの未申告取得なし」を確信できる｣など、効率化方策を定量的に導出できる。今後、こ
のようなファジイ論理に基づく”言葉による計算法"が、保障措置情報の次世代解析に貢献してい
くことを期待する
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『東京大学』2009 年 
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⑤『東京大学』若手研究者の素顔（2009 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東京大学大学院工学系研究科博士課程
システム量子工学専攻越塚研究室     　　　近藤雅裕　(日本学術振興会特別研究員)

次代のホープ

原子力ｅｙｅ　2009　vol.55　No.10

若手研究者の素顔　第2回

◎東大工学部システム創成学科(旧原子力工学科)から粒子法シミュレーション開発で知られる越
塚誠一教授の率いる越塚研究室に進み、現在は日本学術振興会特別研究員として、博士課程３
年の若手研究者(1982年生まれ)の紹介記事より。

■これまでの研究成果：
●国内では｢3次元MPS法弾性体解析へのシンプレティックスキームの適用」、｢MPS法における
粒子間ポテンシャルカを用いた表面張カモデル｣、｢MPS法における不自然な数値振動の制御｣、
｢Hamiltonianに基づく粒子法弾性解析手法の精度と安定性｣などを発表。
●国際会議での発表では、米国コンピュータ学会のコンピュータ・グラフィックス分科会である
シーグラフ(Siggraph)が開催する国際会議・展示会のシーグラフでの発表(2007年、米サンディエ
ゴ市)など。
●越塚教授やプロメテック・ソフトウェアと共同開発したソフトの｢コンピュータによる流体解析方
法」は東京大学と同社の共同特許出願がされた。

■粒子法、シミュレーションなどについての考え：
●粒子法が高性能なハードウエアに合った手法になる可能性
「粒子法は、メッシュを用いる方法と比較して多くの計算点を必要とする。しかし、計算の前の準
備が簡単であり、PCによる準備自体の効率化も容易。準備にかかる手間も含めて考えると粒子
法がメッシュを用いる方法よりも有利になる可能性がある」
●粒子法のマルチスケール解析に向けた可能性
　｢元々、構造とか流体は連続体として扱うが、粒子法ではそれを粒子という離散的なものに置き
換えるので、分子運動の離散的な性質と共通する部分がある。分子スケールでは離散だが、連
続体スケールになると連続体として扱われる。連続体をまた離散に置き換えて計算するのは、少
し分子を大きくしたという発想もできるので、空間スケール間のつながりができ易い」
●実験とｼﾐｭﾚｰｼｮﾝは両輪
「今はシミュレーションしかやっていないが、両方を知っているべき。シミュレーションの正しさを実
証するには実験が必要になり、逆に、実験で手に届かない部分をシミュレーションで埋めると、人
間が物理現象を予測する上で役に立つ」

■越塚誠一教授のコメント
「近藤君は難しい数式を根気よく組み立てて新しい計算法を創るのが得意で、既に複数のジャー
ナル論文に成果を発表しています。また、燃料電池内の混相流を解析するソフトの開発にも貢
献。 GCOEプログラムでは、各国の大学で研究交流する機会を得て、国際的にも大いに活躍して
います。」
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⑥『東京大学』原子力教育研究イニシャチブ（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　
東京大学大学院
工学系研究科教授　　岡　芳明（おか　よしあき）

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

GCOE「世界を先導する原子力教育研究イニシアチブ」における国際人材育成

■GCOEについて：
GCOEプログラムは若手育成による目本の競争力強化プログラムである。東京大学では原子力国際専
攻と原子カ専攻の原子力２専攻を開設し体系的原子力教育を実施、2007年度に原子力国際専攻を中
核としてGCOEプログラムを実施している。
■国際人材育成には原子力2専攻の教育で対応：
日本の国際的な原子力教育をリードする役割は大きい。その一端を担うべく、英訳の原子力教科書シ
リーズの出版(世界初)が進行中である。また、優れた留学生の受け入れ、育成は、国際貢献であると同
時に、日本人学生にとっても良い経験となる。
原子力国際専攻では15科目の英語の講義・演習を設け、英語力の向上、プレゼン技法の向上を図ると
共に、インターンシップを実施。留学生のための特別コースも1989年に開始した。GCOE資金により、海
外大学等への組織的な訪問が可能になり、最初の２年間で15大学・機関を延べ172名が訪問。カリフォ
ルニア大学バークレ一校(UCB)には、交流室が置かれ、若手が常駐、TV会議で双方の研究室のゼミを
開催するなど、交流が盛んだ。大学院学生をTAとして雇用し、演習を担当させて、結果を残せない学生
は卒業させないシステムは米国の国際競争力の源泉である。本学では、原子力専攻において、要件を
満たした学生に、資格試験一部免除にかかれる認定書を発行し、米国並みの厳しいスクーリングを実現
している｡

■原子力国際人材に期待する点：
●世界中どこでも平気で暮らせる強さと柔軟性、知力を持つ人材。
●20年後の社会で通用する国際社会のマナーやルールを身につけた人材。
●社会の多様な困難に対処し、現状を打破する基礎知識、合理的思考力、予測、判断力、言語力、コミ
ユニケーションカ、多様な体験などを持つ人材。
原子力においても大学での国際的な人材育成にあたって一般的にいえることと変わりがない。

■海外武者修行・インターシップなども実施：
原分力社会学の教育研究では原子力法工学、核不拡散、パブリックコミュニケーションをコアとして、「工
学｣を超えた視点で判断ができ、技術と社会の調和をとりもつ人材の育成が目標。｢市民講座｣などを「拠
点横断型講義｣に指定し受講させているのは、社会における原子力の困難さを理解させるため。学生、
若手のためのメデイアコミュニケーション訓練なども実施。
核不拡散の教育研究はJAEAの核不拡散科学技術センターと共同運営。国際原子力機関でのインター
ンシップも実施。博士院生の自助努力をうながすための業績評価、海外武者修行と名づけた自分でプラ
ンニングする海外訪問・交流、自己啓発プログラムと名付けた研修、海外インターンシップ、若手強化合
宿など。
■日米中韓で若手向け国際サマースクール開催：
サマースクールは、｢放射線計測｣では欧米流の演習(宿題)が取り入れられている。「放射性廃棄物・社
会論｣は第一回をUCBで開催したが、人文社会科学の講師を含み、W・P(放射性廃棄物隔離パイロット
プラント)の訪問も行うユニークなもの。｢原子力発電プラント｣は日米中韓で順に開催予定で、環太平洋
初の原子力国際サマースクールとなっている。
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（４）『名古屋大学』 
①原子力総合科学秦時代に向けて（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

名古屋大学　山根　義宏　大学院工学研究科マテリアル理工学専攻量子エネルギー工学分野教
授・専攻長

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

原子力総合科学新時代に向けて　-狭義と広義の原子力-

■量子エネルギー工学教室：
原子力・原子核工学を学ぶ学生は，物理工学科に入学し１年間の基礎教育を受ける。２年次から
「量子エネルギー工学」コースに所属し，専門教育を受ける。その後，約85％が大学院へ進学す
る。この教育を担う教員集団が１つの学問分野を形成しており「量子エネルギー工学教室（表）」
と呼んでいる。
各専攻は、現代社会の複雑・多様化する工学的課題に応えるため，伝統的学問分野の「領域専
攻群」と学際的分野の「複合専攻群」とを，教員，大学院生が流動的にカップリングする「流動型
大学院」システムとなっている。
■教室の教育理念と教育目標：
量子エネルギー工学教室は，教育・研究の理念を「21世紀のエネルギー・環境・材料を総合的に
科学する」ことに置いている。この背景には,   (a)量子ビームや放射性同位体の工業，医療，農業
への応用の拡大, (b)エネルギーの視点から環境問題に取り組む必要性，（c）環境調和型エネル
ギー源である原子力技術を基盤とする新しいエネルギーシステムへの期待が，社会的に存在す
るという認識がある。この社会的，学問的要請を３本の柱，（ａ）量子科学、（b）エネルギー科学、
（ｃ）原子力学にまとめ，エネルギー・環境・材料分野を横断的に包含する先駆的・先導的総合工
学としてわれわれの教室で担う。
■狭義と広義の原子力：
「狭義」の原子力は，核エネルギーに関する分野に軸足を置いた原子力を指す。一方［広義］の
原子力は，放射線応用等，あらゆる応用分野への浸透を意識した立場である。名古屋大学の３
本柱のうち核エネルギーを直接の対象とする「原子力学」の比率は20％程度であり，われわれの
目指す方向は明らかに「狭義の原子力」ではない。
■21世紀COE：
「広義の原子力」として計測・材料分野への展開であるＣＯＥプログラム「同位体が拓く未来」があ
る。これは，われわれの教室が母体となり，工学研究科・応用化学分野，アイソトープ総合セン
ター，年代測定総合研究センターの各１研究グループを加えた比較的小さな研究集団で「同位体
科学」の基盤から応用までの展開を狙うものである。ここでは、大学院生独自の研究課題を公募
し自立した大学院生の養成を目指している。

21世紀のエネルギー・環境・材料を総合的に科学する原子力総合科学新時代を担うために、「狭
義の原子力」を質的に支え、「広義の原子力」を高いポテンシャルで維持し、新しい学問分野の創
生・展開と新しい教育・研究組織の構築が必要である。例えば，加速器科学，医療工学，専門職
大学院制度，国際化，地域貢献などに展開する。原子力産業の成熟に伴い，原子力関連産業へ
の人材供給は「量より質」の傾向にある。量的には少なくても［技術力と人間性］で誇れる人材を
確実に原子力産業界に送り出すことを，名古屋大学の特徴として守り，育てていきたいと考えて
いる

 



45 
 

『名古屋大学』2005 年 

 



46 
 

（５）『京都大学』 

①全国大学共同研究所における原子力教育（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

京都大学　代谷　誠治　原子炉実験所長、同所原子力基礎工学研究部門教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

大学の全国共同利用研究所における原子力教育　-大学の共同実験教育-

■大学の役割：
わが国では大学における原子力の教育研究が危機的状況にある。これは現行の軽水炉による
原子力発電を中心としたわが国の原子力産業の成熟化に伴う就職市場の縮小と密に関係してい
る。他方，米国では原子力関係の求人率が長年の低迷期を脱して最近は飛躍的に高まっている
とのことである。わが国でも人材供給源としての大学の役割が再認識され，幾つかの新しい芽が
生まれつつある。
■共同利用研究所における原子力教育：
京都大学臨界集合体実験装置（ＫＵＣＡ）は設置目的の１つに「原子力専攻学生の教育」を謳って
いたこともあり，全国の大学院学生を対象とした炉物理実験教育が開始された。一方、京都大学
研究用原子炉（ＫＵＲ）等の施設は，主として理学，工学から農学，医学，考古学までの多分野に
わたる共同利用研究の用に供されている。大学における研究は，教育と密に関連しており，教員
と学生が共同して行うことが多い。現在，京大炉を訪れる共同利用者の数は毎年約6,000人・日
に上っているが，その半数以上を学生が占めており、原子力教育に大きな役割を果たしている。
■KUCAを用いた共同実験教育：
ＫＵＣＡ実験に参加している大学を図に示す。ＫＵＣＡにおける１週間の炉物理実験は、現在，全
国大学院学生実験，京大学部学生実験，韓国学部学生実験があり、ほぼ同一の内容で行われ
ている。実験の内容等については，毎年，参加大学の教員が集まって総括し，実験テキストを含
めて適宜改訂を加えながら進める形となっており、各大学でテキストを基にした事前講義が行わ
れている。本実験は教員同士の交流，意識改革や教育訓練等にも役立っている。
■今後の原子力教育と共同利用研究所：
原子力分野の人材養成の需要があまり多くないことから，これまでのように大学で比較的少人数
の原子力関係学科や専攻を維持し続けることは，大学運営の観点から困難になることが懸念さ
れる。今後の大学における原子力教育の維持・発展を図る上で，上述のKUCA共同実験教育が１
つの手本になり得ると考える。各大学は，それぞれの特色を打ち出して独自の教育研究を推進し
つつ，大学間で適切な役割分担を行うとともに，相互の連携を強め，一大学で実施できない実験
教育については，共同利用研究所の施設や人材等を活用して，共同で取り組むことが必要と考
える。

21世紀において原子力が重要なエネルギー源となることは疑いがない。わが国で健全な原子力
の維持・発展を図り，真に自主開発路線を定着させるためには，自発的で創造的な教育研究を
行うことを旨とする大学の役割が今後はますます重要になるものと考える。
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『京都大学』2005 年 
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②『京都大学』大学としての原子力人材育成での取組み（2007 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

京都大学大学院工学研究科
原子核工学専攻　森山裕丈(もりやま　ひろたけ)

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

大学としての原子力人材育成での取り組み-京都大学

　京都大学の原子核工学専攻は昭和32年4月に設置され、平成19年4月、創設50年を迎えた。また、全
国共同利用の研究用原子炉(KUR)を擁する原子炉実験所も既に44年(KURの提案からは52年)の歴史を
重ねている。
■原子核工学専攻：
　大学院工学研究科原子核工学専攻の設置に引き続いて、昭和33年４月に工学部原子核工学科が設
置され、原子核反応工学・同位体工学・原子炉工学・原子炉材科学・原子核機器学・核燃料工学の６講
座をもって構成された。初期の10年間は基礎固め、続く10年間は発展の時期であり、当時の主要な教科
内容は、原子核物理学、原子炉物理学、原子炉工学、原子炉材料、原子核化学工学、原子核工学実験
などの工学科目と、その基礎となる数学、量子力学、原子物理学、核反応、電磁気学などの科目から
成っており、さらに選択によって他の学科の科目を学修することもできた。原子核工学は、原子核の持つ
いろいろな特性を人類の福祉のために利用することを目的としたものであって、幅広い科学・技術の上に
成り立っているとの認識であり、基礎を重視するカリキュラムの理念は、大きな特色である。発展期にお
いては、教育研究設備も充実し、宇治キャンバスの放射実験室において各種実験装置を用いた教育研
究が推進された。原子力利用の発展に伴う職種の多様化も、原子力本来の多様な可能性によるもので
あり、基礎重視の理念はますます重要になってきている。
■原子炉実験所(昭和38年４月設置)：
　研究炉KURを始めとする多くの原子力・放射線設備を擁し、人材育成について極めて重要な貢献をし
ている。一つは臨界集合体(KUCA)等を用いて行われる実験教育であり、もう一つは全国大学の共同利
用研究等を通じて行われる原子力・放射線に関する研究指導である。前者の実験教育、特にKUCAを用
いた実験教育は、それを通じて原子炉物理・放射線計測等の原子力工学分野における基礎知識および
技術を実践的に体得させることを目的に１週間の合宿形式で、全国の大学院生を対象として昭和50年
から行われている。また、実験所の各種設備は、全国大学の共同利用に供され、全国約50の大学から、
年間延べ約1500人・日が研究のため来所している。これらの学生の所属は、理学、工学、農学、医学
等々の広い分野にわたり、共同利用実験を通じて、直接・間接的に実験所の教員の指導を受けている。
原子力が幅広い科学・技術の上に成り立つ総合科学であり、原子力の利用に関する社会の受容性を高
める必要があることを考えれば、人材育成に関する貢献は極めて大きい。

 原子核工学は、原子核の持ついろいろな特性を人類の福祉のために利用することを目的としたものであっ
て、幅広い科学・技術の上に成り立っているとの認識であり、基礎を重視するカリキュラムの理念は、ますま
す重要になっており、実験・実習を含めて基礎となる科目を充実させる必要がある。京都大学においては、
他の複数の部局でも原子力や放射線に関する教育研究が行われている。例えば原子炉実験所の教員は、
理学、工学、エネルギー科学、農学、医学の５研究科の協力講座を担当しており、大学院生を指導してい
る。また、この中には原子核工学専攻の協力講座を担当する教員が含まれており、原子核工学専攻の教育
研究を豊かなものにしている。大学内の部局や大学間の壁を超えた連携協力が必要とされる所以である。
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『京都大学』2007 年 
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（６）『大阪大学』 

①原子力の位置づけと特色ある教育（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

大阪大学　武田　敏一　大学院工学研究科　原子力工学専攻長

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

原子力の位置づけと特色および教育

■新しい専攻の理念：
大学院ではまず課題の発見と未来志向的な思考を促す教育を施し，専門分野を有することと同
時に学際性とマネジメント能力を身につけることを支援する。
博士前期課程の教育においては，６つの分野（共生環境デザイン，保全・共生システム・環境マ
ネジメント，循環型材料・資源システム，共生エネルギーシステム，量子エネルギー）および環境
リスク管理の中から，１つの専門分野（修士研究を行う分野）と別に最低１つの副分野を選び，ダ
ブル・メジャーを持つことが期待される教育を行う。博士後期課程の教育においては，それぞれ
の専門分野をさらに深化させ，国際的に活躍できる研究者の育成を目指す。常に最新のエネル
ギー・環境問題や課題を発見し対応できる力を養うとともに，学生を問題解決型や特定の地域環
境を対象とした実践的研究に参加させることによる教育的効果も狙う。
■原子力教育・研究：
・核エネルギー工学領域：炉物理を基礎として安全性と経済性に優れた軽水炉，高速炉ならびに
将来を目指した革新炉の研究を行う。
・量子ビーム応用工学領域：保健物理学，放射線生物学を基礎とし，量子ビームと生体との相互
作用，物性診断，生体物質などの加工と分析に関する教育と研究を行う。
・システム量子工学領域：原子力および核融合等の核エネルギー源開発の基礎である，エネル
ギー変換工学の研究を進める。併せてエネルギー産業の将来を担う人材のための教育と訓練を
行う。実験と解析の両方に長じた人材の教育を行う。
・量子システムデザイン工学領域：環境に調和した先進量子エネルギーの研究開発を進めるた
め，エネルギーシステムの統合デザイン，物理，計測，制御等に関する教育と研究を行う。
・レーザー応用工学領域（協力講座）：高性能レーザー材料，新機能光学素子の研究を行い，高
出力，超高強度レーザーの開発研究を進める。また，レーザー核融合やレーザープラズマ放射
源など高出力レーザーの応用研究を展開する。
・レーザーエネルギー工学領域（協力講座）：レーザー核融合の実現を目指し，核融合燃料工
学，核融合炉工学，プラズマ診断技術などの研究を推進している。また，レーザー加工，光機能
性材料の開発，極端紫外光源開発などレーザーエネルギー応用研究も行っている。
●教育としては，核物理・量子力学等の基礎学問をはじめとし，原子炉物理・原子炉工学・原子
力燃料・材料・核燃料サイクル・原子力計測・制御・原子力実験・核融合等の原子力一般教養も
教え，さらには今後，放射線応用として放射線生物学等のカリキュラムも検討中である。

将来にわたり人類が直面する最大の課題である環境およびエネルギー・資源の枯渇，劣化に体
系的かつ総合的に対処し，地球規模の課題と解決と持続可能な環境の発展のための研究と教
育を行う。エネルギー創生と環境共生のそれぞれの分野で開発されてきた技術システムを統合
し，そのシナジー効果を発揮することを狙いとして，社会貢献のフロンティアを目指す。
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『大阪大学』2005 年 
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（７）『九州大学』 

①『九州大学』における原子力学教育研究（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

九州大学　石橋　健二　大学院　工学府エネルギー量子工学専攻教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

九州大学における原子力学教育研究

■原子力学への取り組み：
原子力学は広い工学分野がかかわる総合工学であることに留意し，九州大学では表１のように，
コース制を採用してきた。これにより，全学生に広く基礎工学を履修させるとともに，工学分野（電
気，機械，材料）の中で，いずれかに重点を置く３通りのカリキュラムを用意してきた。そして，３つ
のうちの１つのコースを選択させ，そのうえで全員に原子力学特有の原子炉物理学，放射線計測
学，核燃料工学等の科目を履修させる方式を採ってきた。大学院では，応用原子核工学専攻が
エネルギー変換工学専攻の３講座とともに，原子力学教育を担当してきた。
●平成10年以降：
エネルギー科学科（学生定員100名）に改組した。表１では，エネルギー量子理工学コースとエネ
ルー工学コースが原子力学にかかわるが，原子力学としてはエネルギー量子理工学コースの学
生が多い。原子力学教育については，改組前に比較して一層基礎教育を重視するカリキュラム
編成となっている。大学院では，エネルギー量子工学専攻，先端エネルギー理工学専攻の２つの
専攻が原子力学を担当している。学部においては基礎教育重視となったが，大学院修士修了の
時点では，原子力に関する意欲・知識・学力が従来の専攻の修了者と同等であり，しかもより広く
理工学基礎を有することを目標としている。
原子力学では，放射性同位元素を利用した実験教育や原子炉を利用した炉物理教育が重要で
あると考えており，その方針は今後も堅持する計画である。現状の学部教育，大学院教育は，表
２のような施設または枠組みで行っている。
　学科卒業生のうち９割以上が大学院に進学している。原子力学教育を受けた修士修了者は，
約1/3が原子力にかかわる企業（または研究所）等に就職している。原子力産業の求人数はあま
り変わっておらず，安定な就職先となっている。

重点的に取り組む代表的な教育研究の課題を表４に示す。加速器ビームと未臨界炉（核分裂炉）
を組み合わせたシステム（加速器駆動システム：ＡＤＳ）をはじめ，加速器ビーム応用がひとつの
方向となっている。原子力と環境・安全の係わりは重要であり，この点から次世代の核エネル
ギーシステムを追求していく。勿論，核融合にかかわる研究は，重要な柱のひとつである。今後
の原子力学教育研究では，核分裂炉・核融合炉に関する原子力教育は堅持しつつ，加速器ビー
ム応用，新形態のエネルギーに関する教育研究も進め，魅力的な原子力学にする方針である。
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『九州大学』2005 年 
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（８）『東京工業大学』 

①『東京工業大学』の原子力教育 過去・現在・未来（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東京工業大学　藤井　靖彦　原子炉工学研究所教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

東工大における原子力教育、過去・現在・未来

■これまでの経緯：
東京工業大学の大学院原子核工学専攻は国立大学としては初めての体系的原子力教育プログ
ラムである。学部ではなく大学院から原子力教育が始まったことは，即戦力を必要とした当時の
状況によるものであった。学部学科に原子力を持たず，大学院のみであったため，社会的影響を
受けることは比較的少なく，原子核工学専攻の名前で今日まで継続的な原子力教育を行ってき
ている。原子炉工学研究所というバックボーンがあったことで、工学部全体の意向や工学部内の
序列に関係なく，原子炉工学研究所という制度上学部に匹敵する独立の部局の判断で原子力教
育を継続することができた。
■大学院の状況：
東工大原子核工学専攻は1957年に第１期生10名が修士課程を修了して以来,  そのほとんどが
原子力関係機関に職を得ることが出できた。近年、修士修了者の中で原子力関係に就職する人
数の割合は約1/3,原子力関係企業，機関の新卒採用数の減少が大きく影響している。
原子核工学専攻国際大学院コースは卒業に必要な単位数を英語の授業で取得できるカリキュラ
ムを作っており，日本語の障壁がなく卒業できるため，多くの留学希望者がある。国際コースの存
在は日本人学生にも影響を及ぼし，学生の本専攻志望理由に国際的であると述べる学生も多
い。
■他機関との連携：
東工大は従来から，京大炉の臨界集合体を使った学生実験に参加している。そのほか，日本原
子力研究所（原研）と核燃料サイクル開発機構（サイクル機構）には修士課程の学生実験をお願
いしている。原子炉工学研究所では研究教育活動を強化するため，研究機関との協力協定を結
び協力関係を深めていくこととした。この中で、「サイクル機構連携バックエンド工学講座」が始
まっている。
■COEプログラムと今後：
大学院の教育研究を対象とする文部科学省の「21世紀ＣＯＥプログラム」に，東工大から提案し
た「世界の持続的発展を支える革新的原子力」が採択された。このプログラムは個別的技術開発
よりも大学院博士課程の教育を充実させること，特に国際的リーダーシップを取れる人材の育成
が主眼である。

原子力を学び，原子力に違和感を持たない知識人が広く各界に広がることもまた，21世紀に原子
力が国民合意を得て基幹エネルギーとしての役割を果たすために重要であると認識している。地
域に根ざす原子力教育が今後の方向として重要である。また、今後の大学院教育は量より質が
重要である。基礎学力の低下した学生を鍛えて世に送る「出口管理」と，「品質保証」が必要であ
る。開発に従事する技術者を養成することを目標とする。また博士課程の教育については従来の
研究能力のみでなく，幅広い指導者を作るための教育を目指す方向を模索している。
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②『東京工業大学』個性輝く原子力国際人材育成を目指して（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　
東京工業大学大学院理工学研究科
原子核工学専攻教授　斉藤正樹(さいとう　まさき)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

個性輝く原子力国際人材育成を目指して

　東京工業大学では、原子力核工学専攻において原子力教育を実施(卒業生は1000名以上)。また、原
子核工学国際コースが設立され、16カ国の留学生約100名が博士課程及び修士課程を修了。21世紀
COEプログラム「世界の持続的発展を支える革新的原子力｣国際拠点形成活動を実施し、2008年度から
は、大学院教育改革支援プログラム｢個性を磨く原子力大学院教育システム｣を開始している。
■東京工業大学における原子力国際人材育成：
●原子力国際人材育成の現状、①IAEA：IAEAのインターンシップ制度を活用して、IAEA本部に学生を派
遣(博士課程9名、修士課程4名)。今年度は修士課程学生2名を予定。②WNU：WNUの夏季セミナーに、
これまで3名を派遣。③ANENT：ANENTは、IAEAの原子力知識管理活動の一環として、アジアの原子力
教育の強化を目的に設立され、現在、12ヵ国と日本(東工大)が加盟している。④ENEN：ENENは、欧州に
おける高度な原子力教育と知識伝承が目的。欧州18カ国・48大学等が参加している。原子炉物理実験
コースや原子力専門分野の教育コースが毎年実施され、本学の原子核工学専攻ぱAssociated
Member"として加盟。今後、ENEN計画の教育プログラムに原子核工学専攻の大学院学生を、インター
ンシップとして派遣し、またENEN加盟大学からの留学生受け入れで国際交流を進めることを計画。
■個性を磨く原子力大学院教育プログラム：
　大学院教育改乍支援プログラム｢個性を磨く原子力大学院教育システム-基本コースワークと研究リテ
ラシーの組織的両輪教育-」を開始した。また､修士課程入学後半年間は、研究室に所属さず｢組織的な
教育｣を行う、｢ラボレス｣教育を導入(図3)。

原子力国際人材に求められるのは、①積極的に国際展開できる、②国際機関連携の下、原子力の安
全、防災、核廃棄物、核拡散、核テロ等の課題に対し、原子力平和利用が発展するための国際基盤構
築に貢献できる、③原子力技術の創出、技術革新の推進に、世界的な先導役となる、という能力であ
る。そのためには、長期的な展望で、産官学の連携の下、｢戦略的国際連携｣へと発展させての人材育
成が重要であり、IAEA、WNU、ENEN、ANENT、海外拠点大学等と「戦略的に連携」し、GNEN(図１)を構
築し、科学技術のみならず、哲学や各国の歴史文化を理解し、コミュニケーションカ等高い国際力を持っ
た次世代の国際リーダー育成が重要である。
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『東京工業大学』2010 年 
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（９）福井大学 

①原子力・エネルギー安全工学専攻 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

福井大学　福井　卓雄　大学院工学研究科　原子力・エネルギー安全工学専攻教授、専攻長

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

豊かな原子力社会の構築を目指して　-原子力・エネルギー安全工学専攻-

■専攻の特色：
原子力発電所およびその立地地域における，安全性の確保，共生社会システムの模索，電力
ネットワークの安定，技術移転による地域産業の活性化などの諸課題に関する実践的かつ多面
的な研究・教育を行う。これにより，高い倫理観を持つ高度専門技術者を育成する。本専攻は２
つの基幹講座と立地地域に存在する研究所の協力による２つの連携講座により構成されている
（図）。
・幅広い分野を背景とする基幹講座：基幹講座の教員陣容は，機械工学，電気工学，惰報工学，
物理工学，社会基盤工学を背景とする研究者で構成され，原子力をめぐるさまざまな問題の教
育研究を安全と共生の立場から遂行する。
・実践的技術を背景とする連携講座：核燃料サイクル開発機構敦賀本部国際技術センターおよ
び原子力安全システム研究所の研究者が本専攻客員教員として参加し，原子力とエネルギーに
関する安全工学の実践的かつ総合的な教育研究を推進する。
・社会人のためのより専門的・総合的な教育センターとしての役割：企業や地方自治体等に在籍
する社会人を積極的に受け入れ，技術レベルとキャリアパスの向上を支援する。
・留学生の積極的な受け入れ：「原子力・エネルギー安全工学」という新しい分野が世界的に進展
することに貢献することを目指している。
■専攻の構成および博士前期課程の教育科目：
・原子力安全工学講座：原子炉の安全稼働のための技術，原子力システムの人-機械系としての
信頼性と安全性を扱う「構造健全性評価工学分野」と「情報安全工学分野」の２分野で構成され
る。
・地域共生工学講座：電源立地地域の安全で快適な環境の構築を支援するため，放射線利用技
術，新機能材料の開発，地域の防災や共生型地域社会の設計を扱う「共生システム工学分野」，
「放射線環境工学分野」，「エネルギーアメニティ工学分野」の３分野から構成される。
・原子力発電安全工学講座：原子力発電における潜在的異常の要因とその予知，原子力発電の
運転継続による機器部材の経年変化と材料劣化機構，および原子力発電所の運転・保守管理
の信頼性を確保するための技術支援方策について教育研究を行う。
・プラントシステム安全工学講座：高速増殖炉（ＦＢＲ）の実用化過程で実施されてきた，研究開
発，機器設備製作，現地据付施工建設工事および原子力プラントシステムの安全性を確実にす
るシステム設計，システム計測制御，システム運用法について教育研究を行う。
・専攻共通科目：原子力危機管理工学，原子力・エネルギー法規，原子核工学，原子炉工学，原子

地球上の化石資源の枯渇が進行する状況の中で，資源の再利用と地球環境の保全とを前提と
した高度な循環型社会を形成するとき，原子力技術の日常化はさらに進展する。この際、施設と
その周辺地域の安全性の確保と技術の成果を安心して享受できる環境の構築が重要である。
「原子力・エネルギー安全工学専攻」は，安全と共生という観点から原子力とエネルギーにおける
諸課題の教育と研究を進展させる。また、安全性に関する科学技術的検証，地域社会との共生
方策，原子力関連技術の民間移転による地域産業の活性化などを進める。
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『福井大学』2005 年 
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②『福井大学』国際原子力工学研究所を開設（2009 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

福井大学　附属国際原子力工学研究所

トピックス

原子力ｅｙｅ　2009　vol.55　No.6

福井大学、附属国際原子力工学研究所を開設

■福井大学、附属国際原子力工学研究所を開設：

　福井大学は４月１日、附属国際原子力工学研究所を開設した。

　所長には竹田敏･大阪大学名誉教授が就任し、顧問に元文部大臣で日本科学技術振興財団理
事長の有馬朗人氏と京都大学名誉教授・原子力安全システム研究所顧問の木村逸郎氏が就い
た。
　
　福井大学は2011年４月に、工学研究科原子力・エネルギー安全工学専攻に、同研究所の教授
陣が担当する｢原子力工学特別コース(仮称)｣を設ける。また、広域の共同利用・共同研究拠点
化を目指す。

同研究所は敦賀市の受け入れ体制が整い次第、現在の福井市文京キャンパスから敦賀市に移
転する。
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３.２.４ 『原子力 eye』に見る私立大学における新たな原子力教育への取組み 

（１）『早稲田大学・東京都市大学』 

①共同大学院の設置 （2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

東京都市大学工学部　原子力安全工学科　教授　松本哲夫、
早稲田大学理工学術院　総合研究所　理工学研究所　鷲尾方一

早稲田大学と東京都市大学｢共同原子力専攻｣をスタート

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.4

共同大学院設置

■共同大学院設置の趣旨：
原子力発電と新たなエネルギー利用に関わる技術面の研究・開発及び放射線利用としての加速
器・放射線応用に従事する人材の育成は、極めて重要性が高く、特に、原子力安全の確保と原
子力の実用の進展を切り開く人材の育成は急務である。
■共同大学院制度の主なポイント：
・組織：全ての構成大学に共同教育課程を実施する専攻等の組織をそれぞれ設置。
・教育課程：構成大学は、１つの大学が開設する授業科目を、その他の大学の教育課程の一部
とみなして、同一内容の共同教育課程を編成。
・修了要件：学生は各構成大学が開設した授業科目の単位を、それぞれ10単位以上取得。
・学位：共同大学院の課程を修了した者に構成大学による連名の学位を授与。
・教員：教員は、いずれかの構成大学に所属。　・学生：学生は、入試で合格した大学に属する。
■共同大学院における教育・研究の特徴：
東京都市大学では、平成20年度に、実験・実習による実務教育を重視した、学部から大学院にお
ける一貫教育を目指す。原子力安全工学科には、原子力工学、放射線工学及び原子力政策・耐
震の３つのコースに｢原子カシステム｣、｢原子力安全｣、｢放射線応用｣、｢放射線診断｣及び｢原子
力政策・耐震｣のブログラムが用意されている(図１)。
共同大学院では、より専門的な研究教育のために、｢核エネルギー｣｢原子カシステム｣｢原子力安
全学｣｢原子力社会学｣｢放射線計測｣｢放射線応用｣の６領域の分野(図3)を配して次世代の原子
力利用・技術の展開を支える人材育成を目指している。
早稲田大学では、物理・応用物理学科、電気・情報生命学科で高品質電子ビーム発生に関する
研究と、高品質ビ－ムの高度計測、超高速反応研究ヘの応用、高輝度レーザーとの衝突による
高輝度軟Ｘ線発生、放射線による高分子材料の機能化研究、高性能燃料電他用電解質膜の開
発、高分子の安定化の架橋技術、原子炉計装用電線の寿命評価、高分子絶縁体中誘起電荷の
分布計測技術開発、また、総合機械工学科、機械科学・航空学科での熱流動、構造工学、電気・
情報生命工学科においては、電力システムやエネルギー伝送で実用展開を支える人材を育成し
てきた(図2）。
加速器を用いた「加速器理工学」、「原子炉物理｣、｢原子炉熱流動｣、｢電気材料」「環境エネル
ギー｣の分野に、東京都市教育システムを融合する事により、原カ力エネルギー領域、放射線応
用領域を有する共同教育過程（図3)を生み出すことができる。

実験実習を通した実務的教育を行うために、日本原子力研究開発機構(JAEA)や外部賎関から
の協力を得て、原子力運転実習や原子炉特別実験を行う予定である。JΛEAとは、原子力に関
する基礎的及び応用の研究分野、人材育成及び学術研究活動の実施、人材の交流、研究施設・
設備の相互利用に関する包括的な連携協定を結んで、産学官が一体になった教育課程を提供
し、即戦力となる人材育成を目指している(図4)
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『早稲田大学・東京都市大学』2010 年 
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（２）『芝浦工業大学』 

①低炭素革命は追い風か逆風か？（2009 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

芝浦工業大学大学院工学　マネジメント研究科　教授　藤田和男

知所先後

原子力ｅｙｅ　2009　vol.55　No.10

第31回　再生可能エネルギーについて考える
～低炭素革命の追い風か逆風か～

■世界の地球環境・エネルギー　需給シナリオは？：
2004年以降の原油価格の高騰は一次エネルギーの４割を賄う石油が主役の座からずり落ちる
ピークオイルと呼ばれる資源枯渇の心配を私たちの文明社会に突きつけています。そこで地球
温暖化の元凶と目されている化石燃料に替って二酸化炭素(C02)をほとんど出さない原子力発電
や再生可能エネルギーを使う低炭素社会の実現が世界的な課題となっています。
確かに、地産地消、地域活性化の産業社会作りのために太陽光発電のような再生可能エネル
ギーの利活用と産業技術イノベーションは時代を先取りする響きは感じさせますが、３Ｅトリレンマ
(Energy　security,   Economic growth,Environment protectioi)のトラウマから逃れるためのわが
国のエネルギー安全保障が真に担保された戦略なのか、といささか疑わざるを得ません。
■わが国のエネルギー需給とCO2排出量の実績：
京都議定書の基準年1990年度を見ると、一次エネルギー総供給量は約4.86億toeと1980年に比
べ22％も増加。C0,排出量は約10.56億トン。日米で提案する新しい基準年2005年では、一次エネ
ルギー総供給量は約5.63億toeで、C0,排出量は約12.12億トンと基準年から14.8 %も増えてしまい
ました。この状況では京都議定書の約束を守れそうにありません。
わが国の産業が今まで発展してきた原動力の一次エネルギー消費実績を眺めた結論は、京都
議定書を守るためには一次エネルギーの消費を15％近く削減させるか、または供給構成を石
油・石炭から｢天然ガス｣や｢原子力｣に大きく代替えしなければ2005年比15％減の実現が極めて
困難であることが推察されるのです。
■再生可能エネルギーは低炭素社会の救世主？：
再生可能エネルギーの主力の水力および新エネルギー他と区分されるエネルギー源が一次エネ
ルギー総供給に占める割合は、2007年には水力2.9%、新エネ他1.3%で、わが国のエネルギー供
給の微々たるシェアを占めるに過ぎません。新エネルギーの利用にはバイオマス熱利用、太陽
光熱利用、廃棄物熱利用、雪水熱利用、黒液・廃材熱利用などがあり、2006年の実績では換算
868万klと報告され、電気として利用する量の２倍も供給しました。｢地熱｣(私は地球熱と呼びた
い)のさらなる利活用です。2006年度でも地熱の供給量は原油換算98.5万klこのうち76.0万kl(
=32.2億kWh)は電力として供給されました。地熱電力供給量は風力や太陽光発電量のいずれをも上

摂氏100度以下の地中熱水をカスケード方式で熱エネルギーとして上手に利活用する新技術や
地下と地表との温度差を利用する地中熱ヒートポンプ熱利用技術は現在農業、林業、畜産業で
消費されている化石燃料の代替エネルギーとして、わが国でも喫緊に実用化に取り組むべきで
しょう。これこそ地産地消型の低炭素社会を築く優しい分散型エネルギーの使い方ではないで
しょうか。私たちは昨年10月から秋田県をモデル地域として秋田産業サポートダークラブの中に｢
地球熱の利用ワーキンググループ｣を創設し問いかけを始めています。
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（３）『近畿大学』 

①近畿大学原子炉と共に歩む原子力教育 （2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

近畿大学　森嶋　彌重　原子力研究所長

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

近畿大学原子炉と共に歩む原子力教育

■近畿大学原子力研究所：
近畿大学の原子力研究所は，原子力に関する研究と教育を目的とする全学共同利用研究所とし
て,   1960年４月に設置された。濃縮ウランを燃料とした軽水減速黒鉛反射非均質型熱中性子炉
で,  構造が理解しやすく，取り扱いも容易なため，理工学部原子炉工学科の学生の研究・教育に
活用されてきた。
原子力産業界の低迷と理科離れも一因して，国公立大学の原子力工学科の受験者の減少など
から学科編成が進み，本学も理工学部電気電子工学科・エネルギー工学コースとして再出発す
ることとなったが、基礎研究を促進するのと同時に、幅広く多様性に富む広義な科学技術を目指
す優秀な人材の確保と育成のためには，原子炉を用いた研究・教育はまだまだ不可欠である。
極低出力原子炉は，基礎的研究および原子炉教育が実践でき。原子炉訓練運転，燃料要素の
炉心への装荷を経た臨界近接実験等，他の高出力炉ではできない特筆すべき実験が遂行でき
る。
■全国共同利用施設としての原子炉：
1981年からは大阪大学を窓口として，全国・国公私立大学共同利用施設として提供され，全国の
原子力研究者2,000名近くが広く活用し，成果を上げている。そしてさらに，原子力教育の裾野を
広げるため,   1987年より，中・高校教員のための原子炉実験・研修会（3日間コース）を開催して
おり，現在，修了生は2,500名に至っている。
全国大学共同利用も，中・高校教員のための原子炉実験研修会も対外的貢献度は大で，近畿大
学の社会的評価を高める効果は大きく，大学における原子力関係の学科および研究所はより社
会との接点が深い。
原子力エネルギーによる安全供給を図るという立場が必要不可避であることを考えると，研究開
発を促進し，成果を実用につなげる活動の展開には，国公私立区別のない国の支援が望まれ
る。

大学，エネルギー関係企業，小・中・高校，理科教育研究団体，各種団体などの連携組織を作
り，エネルギー教育の研究・実践を推進する。体験型エネルギー環境教育とエネルギー教育ネッ
トワークの構築として，エネルギー・環境を広い視野からとらえ，それをものづくり，実験・実習な
どの実際的な体験を通じて学習できるような方式を創案するとともに，推進する人材の育成を図
る。産業界は高度な技術，実践力がある最先端の科学技術理論を求めており，本学の研究活動
をベースとする産学の連携・交流により両者が手を結んだ時の「実学」としての実りを期待する。
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３.２.５『原子力 eye』に見る高専における新たな原子力教育への取組み 

（１）『八戸高専』 

①放射線挙動シュミュレーションを利用した原子力関連研究と教育（2007 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

八戸工業高等専門学校
総合科学科講師　濱田栄作(はまだ　えいさく)

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

高専での取り組み-放射線挙動シミュレーションを利用した
原子力関連研究と教育・指導能力の質的向上（八戸工業高等専門学校）

■ハ戸工業高等専門学校について：
　５年間の一貫教育により実践的な技術者を育成。現在、本科として、機械工学科、電気情報工学科、
物質工学科、建設環境工学科の４つの学科が設置され、平成14年度からは、審査により学士(工学)の
学位が授与される専攻科(機械・電気システムエ学専攻、物質工学専攻、建設環境工学専攻)も新設さ
れ、本科卒業後、２年間を加えた７年一貫の高度技術者教育も行われている。なお、本科4、5年の課程
と専攻科を合わせた４年間の課程は、｢産業システムエ学｣プログラムとして、JABEEから認定を受けて
いる。当地、青森県では、新エネルギー分野における先進的プロジェクトが進められ、原子力関係でも、
核燃料サイクル施設や原子力発電所の建設・運転、次世代核融合炉の研究開発も予定されるなど、地
域的な期待も大きい。本校にも、これらへの貢献が求められており、一昨年には原子力関連の教員を採
用、原子力に関する授業科目開講も検討している。今回の原子力教授人材充実プログラムでは、放射
線挙動シミュレーションに関する知識と技術を修得することで、放射線遮へいや材料開発などの原子力
関連研究、および教育・指導能力の質の向上を目指す(図1)。
■本プログラムの具体的活動：
　本プログラムで利用される、電磁カスケードモンテカルロコードEGS4は、物質中での放射線の挙動を
知る計算コードであり、医療分野をはじめ、広く利用されている。
●研究活動の質の向上
EGS4利用により、材料と放射線の相互作用に関する知見が得られる。教員がEGS4を利用することで、
本校の材料研究の原子力分野への展開が期待できる。本プログラムでは、放射線に関する基礎知識を
有する教員が、EGS4の改良や普及に取り組む高エネルギー加速器研究機構放射線科学センターから
直接指導を受け、シミュレーションに関する知識と技術を修得する。
●教育・指導能力の向上
教育現場での測定器の整備は十分ではなく、学生個人が主体的に利用・活動することは困難である。一
方、PC上で動作するEGS4は、放射線の諸現象を視覚化できる。また、シミュレーションと測定結果の比
較、実験困難な現象の理解など、EGS4を利用した放射線教育は非常に有効と思われる。さらに、学生
所有のPCへのEGS4インストールにより、自学自習も可能である。また、本プログラムでは、放射線測定
器を整備し、EGS4による結果と測定結果を比較できる教材を開発する。また、講義の実施方法も検討
し、本校における放射線教育の質の向上をはかる。さらに、外部講師による学習講演会を予定。放射線の

■次年度以降の展開：今回採択された原子力教授人材充実プログラムは、単年度のプログラム
ではあるが、今年度得られる成果をもとに、次年度以降にも発展させていきたい。放射線挙動シ
ミュレーションを修得した教員は、材料研究に携わる他の教員に対し、EGS4を利用した研究協力
や、EGS4の指導に努め、本校における原子力関連研究の推進をはかりたい。また、原子力関連
施設立地県にある高専としての地の利を生かしたカリキュラムを検討し、地域の原子力産業で活
躍できる人材を育成したいと考えている。
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『八戸工業高等専門学校』2007 年 
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（２）『阿南高専』『新居浜高専』『宅間電波高専』 

②地域連携でシュミュレータ利用による原子力関連講義（2007 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

阿南工業高等専門学校　電気電子工学科教授
三木哲志(みき　てつし)

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

高専での取り組み-地域連携でシミュレータ利用による
原子力関連講義の実施（阿南工業高等専門学校など）

■高専３校の原子力関連　講義実績：
　現在、阿南高専では、電気電子工学科５年生に「原子力工学」の講義を行うとともに、本科の卒業研究
や専攻科の特別研究として、PCによる｢原子力プラント異常事象教育システム｣を開発している。本シス
テムは、学生や新人技術者が原子カプラントの異常事象を容易に自学自習できることを目指している。
その研究成果は外部発表され、実用化を目指した改善が続けられている。また、新居浜高専では、電気
情報工学科４年生の｢電力工学Ａ｣の中で、原子力発電の講義を行っている。さらに、詫間電波高専で
は、本科の卒業研究や専攻科の特別研究として放射線計測の研究を行っている。
■原子力の実態に即した教育へ：
　平成19年度文科省が公募した「原子力研究促進プログラム」に阿南高専、新居浜高専、詫間電波高専
が連携して応募し、採択された。
　本プログラムの目標は、学生が原子力に関心を抱き、社会でこれらの仕事を担当した場合は円滑にそ
れを遂行できる能力、また、卒業研究や特別研究において学生が興味を持って上記研究を主体的に遂
行できる能力の養成である。そのための教育プロセスを下記に示す。
1）教科書や技術資料による基礎事項の学修。
2）各学生の達成目標に応じて連携した高専が保有するツールを活用して下記学修をする。①阿南高専
が保有する原子力プラントシミュレータを用いて運転操作や異常発生時における原子力プラントの挙動
を模擬し、原子カプラントの基本構造と機能を学修する。②詫間電波高専が保有する中性子輸送計算
コードPHITSを用いて物質内での中性子の反応を学修する。
3）原子力施設を訪問し、見学や研修を行う。
　学習効果と立地（近距離）を考慮し、訪問先候補として次のものを選定した。①「原子力発電訓練セン
ター」(福井県敦賀市)：PWR発電所の運転員の教育・訓練。②「日本原子力研究開発機構国際原子力情
服・研修センター」(福井県敦賀市)：FBRの運転員や保守員の教育・訓練。③「放射線医学総合研究所」
(千葉県千葉市)：原子力の医学への利用(「伊方発電所」と「原子力保安研修所」は学生が既に訪問して
おり、ここでは省いている)。
4）施設訪問後、直ちに学生にアンケートを実施。
5）施設訪問後、適当な期間を空けて学生は報告書を作成・提出し、教員の評価を受ける。
6）全ての訪問が終了後、適当な期間を空けて報告会を開催、学生は成果を発表し、教員の評価を受け
る。

■高専３校、従来の問題点：
　上記活動は原子力人材育成に一定の貢献をしたが、下記の点で不十分であった。
1)座学による講義であるため、学生は教科書等に記載されている基礎的事項を理解することは可能である
が、原子力技術の実態を十分に把握できなかった。
2)四国内に原子力プラントシミュレータや中性子輸送計算コード等原子力技術を深く理解するために有効な
ツールがあるにもかかわらず、それらを互いに有効活用できなかった。
●これら問題点に対する具体的な対策として上記プログラムが検討、作成された。
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『阿南工業高等専門学校』2007 年 
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３.２.６『原子力 eye』に見る米国における新たな原子力教育への取組み 

（１）『米国エネルギー省』 

①米国における原子力教育・研究（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

パーデュー大学、　石井　護、　原子力工学科教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

アメリカにおける原子力教育・研究　-求人倍率7倍にも-

■エネルギー問題・人口問題の発生：
石油産出量がピークに達し、政治的・経済的不安の懸念がある。また、人口増加については、今
後20年間で20億人の増加が見込まれる。さらに、中国、インド等の開発途上国における工業化に
伴う膨大なエネルギー需要が発生する。
■原子力はこのエネルギー問題を解決できる唯一の既存技術：
すなわち、化石燃料時代の終焉、大規模な燃料枯渇問題を解決する唯一の実証された技術。
●原子力ルネサンス：
これらを背景に原子力産業、研究、教育は新しい展望をもって、堅調に復活を遂げてきた。
第一に、高い安全性と効率の良い発電1.83￠/kw。第二に、温暖化ガスが発生しない。今後、
原子力産業界、研究・教育界のすべてにおいて現在の供給能力を超えたマンパワーが必要とな
る。
●政府の施策：
エネルギー省（ＤＯＥ）は、大学の原子力工学科を支援するため具体的計画を開始。産業界から
の養成と政府の強力な支援の結果、原子力工学科を志望する学生は飛躍的な伸びを示してい
る。パーデュー大学では、過去5年間に学部生が3倍、院生が2倍となった。
　・ＤＯＥ：第Ⅳ世代原子炉の設計開始⇒高効率原子炉、安全炉の研究の機会を得た。
　・アメリカ原子力規制局ＮＲＣ：改良型軽水炉、受動型安全炉の設計許認可開始⇒ＮＲＣがパー
デュー大学に熱水力安全研究所を設置⇒技術課題に関与している。
　・ＮＡＳＡ：宇宙用原子炉、宇宙原子力ロケット開発⇒微少重力下における混相流研究に関与。
●新しい研究炉の提案：ＤＯＥ支援の研究用原子炉の建設検討開始：
マルチスケールな物理学、工学に貢献する中性子科学技術センターの建設：種々の中性子ビー
ムの利用
　・ガン治療設備：マイクロビームの利用、
　・中性子散乱、放射化分析設備：物質構造の研究、
　・ラジオグラフィー設備：非破壊検査の実施、
　・超冷中性子設備：基礎科学、医学分野に貢献。
これらの研究により、ナノテクノロジーをはじめとした多くの科学分野に貢献できる。
■原子力は、来るべき世界規模のエネルギー問題の解決に重要な役割を果たす。
パーデュー大学原子力工学科は米国における原子力の教育・研究の重要拠点として先導的役割
を果たしている。

政府機関の支援による、原子力産業界、研究・教育界のすべてにおけるマンパワーの増大が必
要。
原子力技術の発展に対するＤＯＥ，ＮＲＣ，ＮＡＳＡなどの先導的役割が大切。
これまでの実績を生かした中性子ビームを利用する新しい研究炉の建設により、マルチスケール
な物理学、工学、ナノテクノロジーなど、広範囲にわたる科学分野に貢献する。
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『Purdue University』2005 年 
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（２）『カリフォルニア州立大学バークレー校』 
①国際的に活躍できる人材育成の条件（2010 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　
カリフォルニア大バークレー校
教授　　安　俊弘(アン　ジュンホン)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

国際的に活躍できる人材育成の条件

■海外生活への決断の重み
海外生活を始めるにあたっては、決断を自覚する瞬間があるはずだ。その決心の際には、多くのことが
頭をよぎる。若い人ほど決心は容易に見える。しかし滞在が数年を超え、自分も含めて家族がその地に
定着し始めると、これらの問いかけはより重いものとなって反撃し始める。会社の命令、自らの意思にか
かわらず、ここ数十年の航空機とインターネットの発達により、海外生活に対する精神的バリアが低く
なってきたことは、最近シリコンバレーあたりで国境や文化の壁などないかのように活躍している日本人
が増えていることを見てもわかる。彼ら・彼女らはここに仕事があり、快適だから暮らす、というスタイルで
ある。
■10-20年先を見据えて求められる人材の条件
競争はますます激化する。協力より競争、これが、今後10ないし20年の世界の様相である。また、世界
的には、核燃料物質などを国際管理しようという傾向にあり、国家間の競争自体がすでに前世紀の遺物
となろうとしている。
そのような見通しの中で必要とされる人材とは、
●｢技術的に卓越した知識を持つ｣こと。これは異国で仕事をするときの最大の拠り所となる。
●｢社会の需要を把握し、技術的解を提示する｣ことも重要だ。技術の中には工学だけでなく、社会的な
技術(規制、金融、合意形成など)も含まれる。このように、将来の人材に求められる素養・能力は、ユニ
バーサルなもので、どこの国の人でも同じであり、大学教育の方向性はまさにこれに一致する。
■日本における「国際化」の現状
「日本の原子力国際人材]というように特定するのだろう？　ユニバーサルな人材と日本の求める「国際
人材」は違うのか？この文脈における「国際｣は文字通りインターナショナルを意味しており、日本を基点
としていずれは日本に回帰する、利害関係を国家対国家でとらえる、という意味を含んでいるようだ。そ
して、日本においては、ユニバーシティであるはずの大学でも国籍は時に個人の能力よりも重要視され
る。企業についても同様で、一見多国籍化しているが実態は日本企業という運営を続けている。自らが
ユニバーサルでないのに、若者に向かって､ユニバーサルになれ、というのは深刻な自己矛盾である。
●シリコンバレーで活躍する日本人は各分野においてこのようなユニバーサルな人材だ。既に原子力以
外の業界ではそのようなユニバーサルな人材が各地で活躍している。ユニバーサル化により、国益を守
れなくなると心配されるかも知れないが、ユニバーサリティとアイデンティティは相反するようにみえて、
むしろ深い部分でお互い補強しあうものである。

●日本の原子力業界もインターナショナルな国際性を指向する20世紀的メンタリティを捨てて、ユニバーサ
ルな人材を求めなくてはいけない。また、大学はそのような教育プログラムを用意しなくてはいけない。ユニ
バーサルな人材が必要であれば日本人に限る必要はなく、日本人の「国際化｣を待たずして、今すぐにでも
人材は調達できる。ユニバーサルという意味での｢国際化｣を最も緊急に施さねばならないのは、大学であ
り、企業である。大学や職場がユニバーサル化をしていれば、若者は自国にいながらにして国際的環境のも
とで訓練され、実際異国での仕事に今ほどのハードルを感じないだろう。他分野には、アイデンティティを
持った若いユニバーサルな人材がすでに大勢活躍している。原子力業界にも期待したい。
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３.２.７ 『原子力 eye』に見る「日本原子力学会」による原子力教育支援 

（１）原子力教育の変遷と展望（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

（社）日本原子力学会、工藤　和彦、原子力教育・研究特別専門委員会主査、九州大学大学院教授

大学における”原子力教育ルネサンス”　-新原子力学全国マップ・展望-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.1

原子力教育の変遷と展望

■原子力発電の初期からチェルノブイリ事故まで：
1970年から80年代にかけて原子力工学の学部あるいは大学院の卒業生たちは、原子力産業界
からの人材要求にこたえて、原子力産業に就職。この時期の学部の原子力教育のカリキュラム
は原子力発電に関係する技術者，研究者の育成を主として、原子炉理論、放射線、原子力材料
など原子力分野特有の科目を核としたものであった。
■バブルの崩壊と技術継承の不連続：
原子力産業界では新規の建設がなくなり、求人数は激減した。この間、原子力産業の発展を中
心的に担ってきた豊富な知識や経験を有する人材の高齢化と共に、若い世代への技術継承が
十分になされてこなかったことが、原子力分野における人材育成の本質的な課題である。
■原子力技術者の需要と供給：
図1，2，表1に示すように、原子力関連学科・専攻の総就職者数約400名に対し、採用者数はそ
の１割強にとどまっている。卒業生の約75％は原子力関係分野への就職を希望しているという
データがあり、原子力分野からの求人の少なさが浮き彫りとなっている。
■大学における原子力教育の現状：
大学の学部レベルにおいては、「原子力」という名称を冠した学科がなくなりつつあった。この状
況を表２
に示す。原子力発電に関する講義は減少し、工学基礎科目、環境・エネルギー関連科目、量子
ビーム・放射線利用などに関する講義が増えている。大学院においても、原子力工学を、量子・
ビーム科学，システム工学，放射線利用，核融合，シミュレーションなどを包含する広い学問領
域として捉える傾向が強くなっており、原子力発電に直接関連する教育・研究は希薄化してい
る。
■原子力学教育の展望：
大学の学部では原子力発電に直接関連する教育・研究が以前に比べ行われなくなった。しかし、
学部においては工学基礎科目を中心に学び、専門科目は主に大学院でという工学教育全体の
変革の流れがあり、これが学生の就職および企業の採用の自由度を増している面もある。
産業界は原子力部門に就職する卒業生に対し、基礎学力の確実な修得・養成，原子力専門科
目以外の幅広い教養、また柔軟な発想，論理的思考力，チャレンジ精神，問題解決能力などを
求めている。大学教育のこのような質的変化によって，大学の卒業生に多くの原子力工学、特に
原子力発電に関する専門的知識を期待することは困難になりつつあり、社会人に対する原子力
教育がより重要となってくる。

大学教育においては、これまで、主に原子力発電関係の技術者，研究者養成が求められていた
が、現在は幅広い知識と応用力を備えた若い人材の育成と、社会人の原子力学教育とが大学
に求められている。このような状況を踏まえて、2004年度（平成16年度）には福井大学に「原子
力・エネルギー安全工学専攻」、茨城大学には「応用粒子線科学専攻」が設置されたほか、2005
年度（平成17年度）には東京大学に原子力専攻（専門職大学院）と原子力国際専攻が設置され
る。
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『日本原子力学会』原子力部門への人材採用（2005 年） 
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（２）『日本原子力学会』による原子力人材育成への取組み（2007 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

日本原子力学会教育委員会委員長　(福井大学大学院工学研究科原子力・エネルギー安全工学
専攻教授)　飯井俊行（めしい　としゆき）

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

原子力人材育成への原子力学会の取り組み

平或18年11月に原産協会に、産・官・学が初めて一堂に会する「原子力人材育成の在り方研究会」が設
置され、教育委員会は大学の代表として提言を行ってきた。
■原子力分野の教育・研究環境の現状と課題：
●教育
　昨今では、原子力分野への進学希望者の減少と学力の低下がみられ、各大学では学科・専攻の大括
り化による原子力学科、専攻の消滅もみられる。本来一体であるはずの教育と研究にも乖離がみられ
（原子力系教員が他分野の研究を行う例等）、原子力の体系的な専門教育が困難になってきている。
●研究
　国の原子力分野への予算減少から、老朽化した研究設備の維持、更新の予算がつかず原子力を支え
る基盤的研究が困難となっており、講座がなくなったものもある。
■教育委員会の活動：
①原子力人材育成活動調査(国内)、②原子力人材育成活動調査(国外)、③新人技術者支援（リーフ
レット作成）、④原子力人材育成への提言。①項の国内調査の過程で、これまでの原子力人材育成に関
する検討、提言が適切なものであると確認する一方、産・官・学一体の取り組みの必要性が感じられた。
これを受けて平成19年度から｢原子力人材育成関係者協議会(仮称)｣が設置された。
●原子力学会の提言内容（多くが平成19年度の原子力人材育成プログラムに反映された）
①人への支援（優秀な学生が集まる仕組み作りが最重要）、まずは学生、引率教員を合めた人への支
援(旅費、奨学金、学費)について、検討する必要がある。②カリキュラムヘの支援、体系的な原子力専
門教育を可能とするため、コアカリキュラムの選定や教科書、教材の作成への支援を検討する（すでに
提案されている「横断型原子力工学コース」の構築等も有効）。そのほか、一般市民や小・中・高校生に
向けた、社会科学的な教育も必要であるから、原発立地地域に根ざした教育プログラムの推進支援も必
要。③研究への支援（研究の活性化、研究が継続できる枠組み作り）、一つの研究課題について、複数
の研究グループが異なるアプローチにより成果を競いながら取り組む。そして、原子力の基礎的、基盤
的研究が継続できる枠組みが必要。研究の継続性を考えるならば小講座で運営することが一つの選択
肢。短期間で成果の出難い、基礎研究の分野では、資金の継続性や成果の出ない中での教員評価の
在り方等を検討する必要がある。④設備運営への支援、設備維持の支援(維持費、技術スタッフの充
実、廃棄物の処理)、利用しやすい全国的な共同利用研究設備の機能強化が重要になる。⑤「原子力人
材育成プログラム」以外の提案、原子力人材育成の総合推進機能を学会に常設し、人事育成に関する議

■｢アイコンの模索」が産・官・学の連携の下に検討されること
　原子力が今後とも総合工学を標傍するのであれば、工学－エネルギー－原子力という階層を超え、ま
ずは工学として優秀な若者を惹きつける活動の中核を担う必要がある。このためには精神的な象徴(ア
イコン)が必要（危険であってもボランティア活動のため、海外に赴任する若者がいる。これは｢ボランティ
ア｣という確固とした精神的なアイコンがあってこそである）。
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『日本原子力学会』2007 年 
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３.３ 国の原子力人材教育に関する課題認識 

本項では、国の原子力人材教育に関する課題認識を把握するため、原子力専門誌『原子

力 eye』に投稿された論文や記事の内容について整理した。以下に抽出した要点を示す。 

[最近のアジア経済の急進展による日本の原子力協力・国際貢献] 

人材養成では、20 年前に文科省が｢原子力研究交流制度｣を開始している。この制度は、

毎年 70 人くらいの原子力研究技術者を日本に招聘し、各国から高く評価されている。こう

した人的ネットワークを強め、日本との相互理解と協力を深める必要性から、原子力委員

会はアジア原子力協カフォーラム(FNCA)を推進している。 

とくに生活に役立つ放射線利用は、アジアの途上国にとって非常に重要な分野であり、

国は、文科省を中心に、積極的なアジア地域協力に取り組んでいる。 

[原子力機器輸出を含む国際展開] 

・ 原子力プラントを安全に運転するためには、技術協力やさまざまな事例の国際的な情報

共有などの幅広い協力が必要ある。そのためには、日本のこれまでの蓄積を、さまざま

な国に移転・協力をしていくことが重要となる。 

・ また、原子力関係産業の基盤を維持し、国際競争力を保っていくためには、国際的にビ

ジネスを展開していくことが非常に重要である。 

[アジア国際原子力大学構想] 

文科省の役割としては、現地の人々の人材養成のために、できる限り協力するというこ

とが非常に大事であると考えている。そのためには、 

・ 原子力技術をしっかりマスターしてもらうためにアジアの国々の人材養成に協力する。 

・ 結果として、原子力の基盤を整え、日本の産業が現地に出ていく、すなわち原子力輸出

ができるための必要条件の１つになる。 

「原子力研究交流制度」により、アジアからの研究者・技術者を、これまでに 1.500 人

以上受け入れているが、今後は、とくに東大の「大学院原子力専門職コース」と日本原子

力研究開発機構がタイアップして総合力を発揮して人材養成しようと計画している。 

[大学・高等専門学校における原子力教育の経緯と現状の課題認識] 

わが国初の原子力専門学科が、1956(昭和 59)年に東海大学工学部に設置されて以来、昭

和 30～40 年代にかけて各大学に続々と学科が設置された。しかし、それもやがて研究対象・

就職先としての魅力の低下や大学院重点化等の政策を受けて、平成には激減(表 2)、「原子

力学科」の卒業生も往時の半数となった。但し、福井工業大学等、原子力立地を中心とし

た学科新設は、近年の新しい動きとして注視すべきものである。現在は、原子力を専門的・

体系的にではなく、環境やエネルギー等の分野の一部として教える大学が増えており、そ
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の意味で何らかの原子力教育を受けたといえる学生自体は減少していないが、原子力教育

の希薄化が見られる。更に、プラントの開発・建設・運営に不可欠な原子力工学以外の基

盤分野は、極めて地味なことから、他の先端分野への研究者の移行により、研究者の厚み

の低下や大学での知見蓄積の希薄化が懸念されている。また、現場の高い期待に反して、

原子力の授業を行っている高等専門学校は極めて少ないのが現状である。 

[国の支援による原子力人材育成プログラムの創設] 

単に専門学科を増やすより、原子力専門教育の再充実による学生の質的向上が重要と考

える。原子力産業が必要とする原子力工学以外の基盤技術の研究を奨励すると共に、それ

ら分野の学生の将来の選択肢として、原子力を考えてもらうきっかけを充実させる。また、

原子力人材育成には、技術者として専門教育がなされている高等専門学校にも注目すべき

である。 

このような認識に立ち、文科省・経産省は連携して、平成 19 年度より「原子力人材育成

プログラム」を開始した。プログラムの各公募事業として、文科省では、①原子力研究促

進プログラム、②原子力研究基盤整備プログラム、③原子力教授人材充実プログラム、経

産省では、④原子力教育支援プログラム、⑤チャレンジ原子力体感プログラム、⑥原子力

の基盤技術分野強化プログラム、がある。 

また、文科省では、別途、原子力工学科において共通に使用すべきコアカリキュラム・

教材の調査開発を、日本原子力学会に委託した。
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（１）『自民党・経産省・外務省・文科省・原子力委員会』（2005 年） 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

与謝野馨：自民党政談会長､衆議院議員、　小平信因：経済産業省資源エネルギー庁長官
町　末男：原子力委員、　天野之弥：外務省大使、軍縮不拡散・科学部長
坂田東一氏：文部科学省研究開発局長

原子力の中長期展望を語る　-日本政府は今-

原子力ｅｙｅ　2005　vol.51　No.6

アジア経済の急発展と日本の原子力
我が国原子力の海外発展、人材育成・教育で積極協力を

■最近のアジア経済の急進展による今後の国際エネルギー情勢の構造変革，その中における
日本の原子力協力・国際貢献：
原子力委員会はアジア原子力協カフォーラム(FNCA)を推進しており，目本の果たすリ－ダーシッ
フが必要だと思います。生活に役立つ放射線利用は、アジアの途上国にとって非常に重要な分
野です。日本は文科省を中心に積極的に、このような分野でアジア地域協力に取り組んでいると
ころです。｢アジアの持続的発展における原子力エネルギーの役割｣というテーマもスタートし、原
子力発電も大事なテーマとして加わってきています。もう１つ、大事なのは人材養成への協力で
す。原子力の人材養成を地域協力としてやっていく方法として｢アジア原子力大学｣の設置が提案
されました。人材養成では、20年前に，文科省が｢原子力研究交流制度｣を開始しました。この制
度で毎年70人ぐらいの原子力研究技術者を目本に招聘、各国から非常に高く評価されておりま
す。このような人的なネットワークを強め、日本との相互理解と協力を深める必要があります。
■原子力機器輸出を含む国際展開：
第1に、安全に運転するための技術協力やいろいろな事例の国際的な情報共有などの幅広い協
力が必要です。そのために、日本の今までの蓄積を、さまざまな国に移転・協力をしていくことが
重要になります。
第2に、原子力関係産業の基盤を維持し，かつ，国際競争力を保っていくためには，国際的にビ
ジネスを展開していくことが非常に重要だと思っております。
■アジア国際原子力大学構想，アジアでの今後の教育・研究開発協力，国際連携：
安全運転を的確にやれるような能力をつけるために、文部科学省の役割としては、現地の人々
の，人材養成のためにできる限り協力するということが非常に大事だと考えます。
第1に、原子力技術をしっかりマスターしてもらうためにアジアの国々の人材養成に協力する。
第2に、結果として原子力の基盤を整える。それが日本の産業が現地に出ていく、原子力輸出が
できるための必要条件の１つになる。
人材の養成については、原子力研究交流制度により、アジアからの研究者，技術者をこれまでに
1.500人以上受け入れている。また、昨年から茨城大学、福井大学で大学院の原子力コースがで
きました東京大学が原子力の専門職大学院を開設しました。特に、東大の大学院原子力専門職
コースと日本原子力研究開発機構がタイアップして，総合力を発揮して人材養成しようと計画して
います。

原子力の技術、放射線治療の方法、これらの技術を使うのは，原子力研究所の人ではなくて，病
院であったり，あるいは農家であったりするわけです，そうすると，各国の原子力研究所がFNCA
の下で共同して研究開発してきた技術をいかに実際のユーザーにトランスファーしていくかという
ことが重要ですが，各国とも技術のユーザーと原子力研究所との間にはギャップもあるわけで
す。今後の課題は各国で，国際協力の成果をユーザーが役立たせるために連携して努力すると
いうことです。
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（２）『文科省・経産省』2007 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

文部科学省研究開発局　原子力計画課
経済産業省エネルギー庁　電力・ガス事業部原子力政策課

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

大学等における原子力分野の人材育成について

■大学・高等専門学校における原子力教育の経緯と現状：
　　わが国初の原子力専門学科が1956(昭和59)年に東海大学工学部に設置されて以来、昭和30
～40年代にかけて各大学に続々と学科が設置されたが(表1)、それもやがて研究対象・就職先と
しての魅力低下や、大学院重点化等の政策を受けて、平成期には激減(表2)、「原子力学科」の
卒業生も往時の半数となった(グラフ1)。但し、福井工業大学等、原子力立地を中心とした学科新
設は、近年の新しい動きとして注視すべき。現在は、原子力を専門的・体系的にではなく、環境や
エネルギー等の分野の一部として教える大学が増えており、その意味で何らかの原子力教育を
受けたといえる学生自体は減少していないが、原子力教育の希薄化が見られる。更に、プラント
の開発・建設・運営に不可欠な原子力工学以外の基盤分野は、極めて地味なことから、他の先
端分野への研究者の移行により、研究者の厚みの低下や大学での知見蓄積の希薄化が懸念さ
れている。また、現場の高い期待に反して、原子力の授業を行っている高等専門学校は極めて
少ないのが現状である。
■原子力人材育成プログラムの創設：
　単に専門学科を増やすより、原子力専門教育の再充実による学生の質的向上が重要と考え
る。原子力産業が必要とする原子力工学以外の基盤技術の研究を奨励すると共に、それら分野
の学生の将来の選択肢として、原子力を考えてもらうきっかけを充実させる。また、原子力人材
育成には、技術者として専門教育がなされている高等専門学校にも注目すべきである。このよう
な認識に立ち、文科省・経産省は連携して、平成19年度より「原子力人材育成プログラム」を開始
した。プログラムの各公募事業として、文科省では、①原子力研究促進プログラム、②原子力研
究基盤整備プログラム、③原子力教授人材充実プログラム、経産省では、④原子力教育支援プ
ログラム、⑤チャレンジ原子力体感プログラム、⑥原子力の基盤技術分野強化プログラム、があ
る。また、文科省では、別途、原子力工学科において共通に使用すべきコアカリキュラム・教材の
調査開発を、日本原子力学会に委託した。
■平成19年度人材育成プログラムの採択結果：
　今回の「原子力人材育成プログラム」募集にあたっては、予想を超えた幅広な応募があり、原子
力の研究・教育強化に向けた起爆剤として期待を高めつつあるところであり、少なくとも学内にお
いては関心の低い存在であった原子力関係学科に波風を与えたという意味で有意義であった。

原子力関係への進学・就職に関する興味関心を育むため、小・中・高等学校段階からの教育が
重要である。原子力の推進を支える基盤となるのはやはり人材である。原子力を国策として進め
ていく以上、市場原理ではうまくいかない部分を政策として底上げしていかなければならない。
今回のプログラムはあくまでも一時的な呼び水であり、最終的には、原子力関係学科が各機関の
中で自立し、一本立ちできるかが問われていくことになる。
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『文科省・経産省』2007 年 

 

 

 

 



80 
 

（３）『経産省－原子力安全・保安院』2007 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

経済産業省原子力安全・保安院　原子力安全技術基盤課長
中村幸一郎（なかむら　こういちろう）

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

原子力安全規制分野における人材確保の現状と課題

■保安院及び安全基盤機構の人材について：
●現状
　保安院の職員については、基本的には、原子力安全規制行政について一定の経験を有し規制制度・
手法等に明るいプロパー職員と産業界からの中途採用者を中心とした原子力技術について高い専門性
を有する職員により構成されている。保安院では今後数年間に産業界からの中途採用者等を中心に全
体の２割程度にあたる人数が定年退職を迎えると見込まれる。原子力安全規制等を担う原子力技術専
門家、現場技術者等級職能力の維持確保が喫緊の課題である。
●今後の対応
　当面、引き続き産泉がからの中途採用による人材確保等とともに、中長闘的にはこれに加え新規採用
と研修制度の拡充による職員の育成強化が対応の基本的な方向である。新規採用の基本的な考え方
は、基礎基盤分野についての一定の専門性と工学的素養を有していること、また、採用者全体として専
門分野の偏りがないように配慮している。保安院での人材育成に関し、研修マネジメントシステムの構
築、研修プログラムの策定、研修拠点の整備について、具体的な取り組みを検討している。
■外部専門家等の人材について：
●現状
　原子力安全・保安部会等においては原子力安全規制制度、事故故障等個別案件について技術的・専
門的な観点から意見を頂くため、原子力の基礎基盤技術分野や特定技術分野の専門家、人文社会科
学の専門家、メディア・消費者代我等に委員を委嘱している。現在、236名の委員に御指導をいただいて
いる。外部専門家等人材の現状と課題を整理すると、①全体として60歳以上がほぼ半数弱にあたる。分
野別では、機械ll学、土木・建築工学、原子カシステム・原子力安全工学、放射線応用・放射線安全工
学、耐震の分野では年齢層が高くなっている。②今後の原子力安全規制行政ニーズを踏まえると、炉
心・燃料、原子力保全工学、人文社会科学等分野、或いはサイクル分野の専門家の増加が期待され
る。
●今後の対応
　大学、大学院等での教育、研究活動を通じた専門家人材の育成が期待される。特定技術分野の専門
家は研究開発を通じ育成されることから、大学・大学院、研究機関等の役割を踏まえつつ安全研究を通
じた人材育成支援を強化することを検討していくことが必要である。

審議すべき３点は、①保安管理部門の人材育成確保に関し、現場技術技能継承を目的に政府による支
援策が講じられている一方、今後、原子力施設が増え、運転高度化が図られ、保守管理の重要性が増
す中で、協力会社も含めた人材の育成確保、作業の品質向上に取り組んでいく必要がある。②｢外部専
門家等人材について｣で述べた点。これらについては、規制支援のみならず、学協会における規格基準
策定活動、ロードマップ策定活動等安全確保全般にわたって御指導頂いているところである。③人材育
成確保にあたってのモティベーションの確保。
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『経産省－原子力安全・保安院』2007 年 
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（４）『原子力人材育成プログラム審査委員会』2007 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

原子力人材育成プログラム審査委員会　座長
(前原子力委員長代理)　斎藤伸三（さいとう　しんぞう）

待ったなしの原子力人材育成

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

プログラム応募案件の審査について

｢原子力研究基盤整備｣は、長期的視点で、原子力特有の基礎分野における研究教育基盤の整備を図
る。東北大の核燃料サイクル関連の研究教育の充実、東大の上述の教育・実習の充実・拡充、京大の
学際的な研究教育拠点整備構想が拮抗、３件を採択。｢原子力の基盤技術分野強化｣は、原子力を支え
る６分野を明確にしたため、多くの関連分野の教官から６倍もの応募があった（高評価の６件採択）。構
造強度、材料強度、腐食の３分野からの提案の半数以上は、SCC、IASCC関連の課題に集中し分野分
類の一層の明確化が必要であった。全体としては、①今回の人材育成プログラムは、予想を上回る多数
の応募があり、これを機に大学では他学科と統合された中でカリキュラムを再構築して存在感を高め、
学生の原子カヘの関心を高揚し、また、多くの高専が関心を示し応募した意義は極めて大きい。②核燃
料サイクルは本より保全工学や核不拡散等にも配慮した提案がされたことは時代の要求と評価。一方、
多くの大学が資格取得をメルクマールにあげているが、教育の幅広さと深さへの認識は大切。③「原子
力の基盤技術分野強化」では、原子力専攻以外から数多くの提案があり、関心の深さが示されたことは
大切。今後は、基盤技術分野毎に課題の解決に向けた研究のあり方と教育・人材育成を全日本的に検
討・提案されることが効果的。原子カプラントで実際に起こった現象を正確に専門家に提示し、共同して
の課題解決への取り組みが望まれる。④原子力立地地域及び新たに原子力関連の専攻を設置予定の
大学からも応募があり、大いに歓迎すべきものと受け止めたが、幾つかは内容の具体性、実現性等に
欠け、今後に期待したい。

　本プログラムには、産業界等における現場の見学、インターンシップやシニアの協力等が数多く
含まれており、関係者の積極的な協力をお願いしたい。さらに、多くの大学が原子力機構の研究
炉等の利用や研究者の支援を求めており、また、原子力機構も人材育成協力を中期計画の一つ
の事業としているが、国としても財政的、政策的な面で原子力機構を支えないとこのプログラムの
実施に大きな支障をきたすことが危惧されることを申し添えておきたい。

採択予定件数に対し、2～6倍の応募で総計110件であった。「原子力研究促進」と｢原子力教授
人材充実｣は、学生の創造性を活かした研究・研修活動及び教授人材の質向上や体制強化を支
援。前者については、以前の原子力専攻では常識的であった課題にも支援をしなければならない
現実を認識させられたが、意欲的な提案もあった。原子力教育を行っている高専は極めて少ない
が、積極的に施設の見学、インターン実施、卒業研究への取り込み等の提案があった。さらに、
施設非立地地域の学校がインターン経験を基にタウンミーティングを開催するとの提案は、専門
家よりも効果的との期待も込め予定数を上回る採択とした。教授人材充実プログラムでは、准教
授、助教が体系的に原子力教育を受けていない、現場経験や原子力産業の業務内容の理解が
ないことを踏まえた提案が多数。｢チャレンジ原子力体験プログラム｣では、多くの大学から炉物理
実験参加への旅費中心の要求があり、可能な限り認めた。民間訓練施設での実務的補修・保全
や再処理施設での実習も時宜に適った提案。「原子力教育支援｣では、多くの大学からカリキュラ
ム構築、教材開発のアイディアが提出された。そこでは、20年来、新しい教科書や実験用教材が
出版されていないことが判明。東大では、平成17年度に大学院に原子力国際専攻と原子力専門
職大学院が発足、原子力20科目にわたる最新の教科書を作成する計画に注目。
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（５）『理化学研究所』2007 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

理化学研究所
理事　武田健二

知所先後

原子力ｅｙｅ　2007　vol.53　No.8

産学官連携による人材育成

■｢産]のメッセージ
　人材育成の問題では、多くの場合「学」に矛先が向くが、人材育成での産学の立場は、需要と供給。需
要側の「産」に大きな影響力がある。教育に問題があるとすれば、｢産｣を含む需要側の発するメッセージ
に原因があるのではないか。「産」のメッセージは、採用者に対する評価(処遇)に表れており、つまりは、
「出身校は評価するが、学業成績は評価しない」ということである。そのため、世の親も学生も「学」も、良
い大学に入れるよう努力するが、目標達成（入学）と同時に勉学意欲は低下してしまう。しかし、学生が
大学4年間を勉学に集中しないということは、国家の大損失であり、企業がもっと大学での学業成績を重
視し、初任給に反映させるなど、評価を目に見える形で示すことが必要である。
■日本における博士の価値
●加速する技術革新には、高度な専門性が求められるが、日本の大学院教育において博士課程の層
が薄いことは問題。「学」からは、「産」が博士課程修了者の採用に消極的で、処遇も不十分であるとの
声が挙がり、「産」からは、博士課程修了者の視野が狭いなどの指摘があり、教育内容の見直しが求め
られている。
●しかし、日米の博士課程の学生が置かれる経済的状況の違いは大きい。①米国の工学系では、進む
優秀な学生は、授業料は奨学金で賄い、TA (teaching assis-tant'やRA( research assistant)で給料を受
け取り、さらには学業に関連したアルバイトの機会もある。②日本では、授業料は自己負担、TAやRAの
収入も期待できず、アルバイトもほとんど学業とは無関係。
　これでは、経済的に恵まれた子や、学問・研究の道を志す者以外には、博士課程への進学は選択し難
い。その結果、企業で活躍したいと思う人材が博士課程に進まないとすれば、博士課程の教育内容を見
直しても、効果は期待できない。
●奨学金、ＴＡやRA制度の充実が必要。さらに、奨学金の条件としては、親の所得ではなく、学業成績だ
けにすれば、奨学金を受給したことが誇れる学歴になる。
■子(学生)は親(産学)の背中(行動)を見て育つ
　子は親が何を諭すかより、親自身の生き様から多くを学ぶ。同様に、入試制度やカリキュラムの議論
の前に、産学とも、自らの行動をもって、若者を導くことが大切ではないだろうか。
　日本は、今大きな岐路に立っている。企業のとるべき行動も大きく変革しなければならないし、教育者
の心構えも幕末維新のような理想と志が求められる。若者は、そのような産学の背中を見れば、立派に育

●教育問題について、需要側である「産」は、大きな責任があると心得よ。●企業はもっと学生の学業成績
を評価し、目に見える形で示せ。●日本の学生（博士課程）の経済的負担は極めて大きい。米国を見習い、
奨学金、TA、RA制度の充実を図れ。●奨学金受給に親の所得は関係ない。学力で得た奨学金なら、むしろ
誇れる。●経済的な判断から、有為な人材が博士課程に進まないのなら、博士課程の内容を見直しても、
効果は期待できない。●シリコンバレーの起業家の3割は博士、日本ではわずかに１％。もっと専門性の価
値を認め、育てる努力を。●「産学」は、これからの日本を担う大きな理想と志をもって行動し、その後ろ姿に
よって若者を導け。
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（６）『日本原子力開発機構』2009 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

日本原子力開発機構　産学連携推進部　岩永　繁

研究開発成果を産業振興に生かす

原子力ｅｙｅ　2009　vol.55　No.6

研究開発成果の社会への還元を目指して　－原子力機構の成果展開事業－

■原子力機構の成果展界事業について：
原子力研究開発で得られた成果や技術が地域の地場産業や他分野に技術移転され、開発され
た新商品が多く見受けられるようになってきた｡　このような活動が地域産業の活性化につながる
のではないかとの期待も高まっている。成果展開事業が誕生したきっかけは、平成９年から開催
された｢動燃改革検討委員会｣での答申を受け、旧核燃料サイクル開発機構が保有している特許
を企業に提供し、また、研究開発費の一部を支出して企業の製品開発を支援することとなった。
■成果展界事業への応募実績：
近年は年に７件くらいの採択で横ばいになっている(図１）。採択累積69件のテーマ分野を見てみ
ると表１のようになる。生活用品とは新規めがねレンズや軽量包丁の開発など商品開発、素材と
は再生樹脂の開発や新規不燃材の開発、最近のトレンドは機械装置分野が減少し、素材開発が
増加していること。ここ３年間の採択・実施テーマ例を表２に示す。
■商品化成功例：
具体的な商品開発例として６例を紹介する。第1に水質改善装置の開発。第2に植物活力剤の開
発。第3に清酒のルーツ、奈良県のお酒の成分分析支援。第4に越前伝統工芸である刃物に新材
料開発。第5に生分解性のポリ乳酸によるデモレンズの開発。
■成果展開事業の募集開始から開発終了まで：
募集開始から開発終了までの流れを図２に示す。大きくは４ステッフで進められる。①テーマ募
集、②
テーマの選択、③テーマの実施、④結果報告となる。
開発に成功し、新商品の市場投入は時期は企業が自由に設定できるが、原子力機構でも関わっ
た原材料の供給会社の紹介などの相談にも応じている。また、JAEAライセンス企業であることを
明示したロゴマークを使用することを認めている。さらに展示会、シンポシウム、セミナーなどの機
会には、これらの開発成果をボスターで紹介、新商品サンプルを配布するなどのフォローもして
いる。
■テーマ応募に関する細目：
成果展開事業の応募資格、原子力機構の保有する特許等を利用すること、国内企業で原則とし
て中小分業。開発費用について、原子力機構分担金であるが補助金であることから原子力機構
の１件あたりの支出額は500万円以下で、かつ、総開発費の50％以下としている。選定にあたっ
ては、外部の有識者で構成している第３者評価委員会が審議・検討を行う。審査項目は表３にあ
るとおりで、採択予定件数は毎年６件程度である。

商品化に成功している事例を調べると、事前に原子力機構に技術相談を行っている例が多い、
原子力機構には約30名のビジネスコーディネーターが各拠点にいるので、技術的な課題を気軽
に相談して頂きたい，相談内容については秘密として扱うのでご安心頂きたい。原子力機構は自
らの知財活用により地域産業の活性化に少しでも役立っていけるよう希望している。開発意欲の
ある企業には挑戦していただきたいし、成果展開事業に応募いただけるように制度の改善にも努
めてまいりたい。
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『日本原子力研究開発機構』2009 年 

 

 



86 
 

（６）『日本原子力開発機構』2010 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　
日本原子力研究開発機構
原子力研修センター長　　杉本　純(すぎもと　じゅん)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

アジアとの原子力交流新時代に向けて
－わが国のｱｼﾞｱ諸国を対象にした原子力人材育成協力－

■原子力人材育成に関する国際対応作業会における取り組み：
原子力ルネッサンスを迎え、内外における原子力人材育成の重要性が高まりを見せる中、特に、
アジア諸国からわが国への原子力人材育成への協力の要望が増大している。アジア向け原子力
人材育成協力のあり方については、原子力人材育成関係者協議会の下の原子力人材育成に関
する国際対応作業会(主査：杉本純)において検討中である。
■アジア諸国を対象とした原子力人材育成協力の現状：
わが国は、原子力分野における人材育成ニーズに対し、文科省の原子力研究交流制度、経産省
の｢千人研修」など、文科省、経産省、外務省、産業界、大学、研究機関等が広範囲に支援を実
施し、これまで約４千人の研修生を受け入れている。このうち、研究交流制度だけでも、約100名
に上る招聘者が、アジア諸国の原子力関連機関、大学などの要職に就いている。
■アジア諸国を対象とした原子力人材育成を巡る最近の国際動向：
●フランスは、2008年５月にCEA内にフランス国際原子力支援機構を設立し、中近東、アフリカ、
アジア等の原子力導入国を対象に、支援開始｡
●韓国も韓国原子力研究所を中心に2007年にＷＮＵの夏季セミナーを招致、2008年には原子力
研究院がIAEAと共同で世界原子力学校講座を開催し、2009年にも韓国電力会社が国際原子力
大学院構想を発表するなど、アジア向け人材育成支援を強く打ち出している。
●原子力機構が実施している指導教官研修では、インドネシア、タイ、ベトナムを対象に招待
ベースで実施しているが、原子力発電導入ニーズに対応して開始した原子炉工学コースでは、20
年度はマレーシアから２名、21年度にはマレーシアからの１名とサウジアラビアからの研修生３名
(自費参加)。マレーシアはこの他、原子力機構材料試験炉への実地訓練などで計３名(自費派
遣)。
●経産省原子力安全・保安院関係の研修や東京大学と原子力機構が21年度より開催した国際
サマースクールにも中国が自費で研修生を派遣するなど、国によっては自費派遣が拡大してい
る。

①目的、戦略の明確化、わが国原子力産業界がアジアをベースにし、アジア諸国の原子力利用に寄与すること。潜
在的な日本応援団を活用すると共に、基盤研究のように産業とは直結しない分野、困窮し支援が必要な国等への配
慮。人材確保先として、アジア諸国との連携を強化していく。②産官学の役割の明確化と連携強化、アジア諸国の人
材育成を進める実施主体の創設、研修生Networkと統一的Data base構築、中高年専門家や施設の積極的な相互
活用。③効果的、効率的な実施方法の確立、国内でも人材育成ニーズは増大。研究や開発現場への実地訓練の要
請もあるが、受入体制の確保も困難に。また、研修に必要な実習施設の確保も厳しく、国際競争に互してゆくべく、研
修の効果的、効率的な実施方法を確立していく必要がある。
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『日本原子力研究開発機構』2010 年 
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（７）『日刊工業新聞』2010 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥ 機関名、　著者

　 日刊工業新聞　編集委員　井上　渉

民主党政権における原子力政策の行方を探る

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.1

新政権でどうなる原子力政策　－「環境」で原子力発電の重み増す

■目下、原子力政策の大きな変更の兆し見られず：
政権交代で原子力政策、そして核燃料サイクルの行方はどうなるのか。三村中音青森県知事が
直嶋経産相に強く訴えたのが｢核燃料サイクル路線の堅持｣だ。直嶋経産相は｢安全確保を大前
提に引き続き着実に取り組んでいく｣と政策の継続性を強調。｢環境｣というキーワードがある限
り、新政権も原子力発電を無視できないというのが実情だ。
■CO2　２５％削減という追い風：
野心的な目標設定ながら達成に向けては'極めて縦しい数値。25％減を達成するためには、
　・太陽光発電を現行の55倍にする
　・新車販売の９割とすでに保有する車の４割を次世代環境斜（エコカー)にする
　・すべての住宅を耐熱化
という非現実的な数字が並ぶ。こうした高いハードルがいくつも待ち構える温室効果ガス削減に
は「原子力発電の重要性はますます高まってくる」経済産業省幹部)。環境省が原子力発電所の
最大活用を主張し始めた、原子力にとって強い追い風となることは確実だ。
■2010年度予算面での影響：
新政権における原子力のウエイトが非常に高まっている半面、財政見直しの影響も一部受けて
いる，経産省の2010年度の概算要求における原子力関連予算は1.806億円、6.6 %削減されたこ
とになる。
■東アジアヘのインフラ協力で台頭する原子カ－有力な外交カードにも：
東アジア諸国は人口増加を背景に高い経済成長が期待されている。｢31億人・11兆ドル｣といわ
れる巨大市場とどう向き合うか。これが将来の日本経済の行方を大きく左右する。インフラの提
供：世界的な水不足にあって、わが国が高い技術を誇る上下水道や水質浄化技術に加え、新幹
線を筆頭にした鉄道網の整備、そしてもっとも期待されているのが原子力発電所の建設だ。世界
は今原子力ルネッサンスを迎え、米国や中国、ロシア、インドなどで原発の建設ラッシュが本格化
する。一説には2030年までに350基が稼働するといわれており、100兆円市場の誕生が見込まれ
ている（図1参照）。ブラントメーカーだけでなく部品メーカーの育成にも着手，経産省は部品メー
カーの海外展開を支援するための制度を創設した。これは研究開発費の一部を補助するもの
で、支援先５社を選定(表1)。｢戦略的原子力技術利用高度化推進事業｣も、こうした世界戦略を
意識した推進施策である。
■日本版ＮＲＣ構想は後退か：
原子力安全保安院の｢分離・独立｣問題に関し民主党内には組織改革に踏込むムードはない。

自民党政治が全面否定され、抜本的な政策転換が進んでいるが、原子力政策に関しては大きな
変化は見られないばかりか、より重要な政策に位置づけられている。資源小国・日本において｢準
国産エネルギー｣という視点からスタートした原子力政策だが、幾星霜を経て今では温室効果ガ
ス削減の切り札、重要な外交カード、そして次なる経済成長に向けた有力なツールといういくつも
の｢顔｣と｢役割｣を託されている。平成維新でも原子力の重要性に何ら揺るぎはない。
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『日刊工業新聞』2010 年 
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（８）『IAEA』2010 年 

① タイトル名

② 資料名、　年、　巻、　号　など

③ 調査の視点・概要など（目次など）

④ 原子力教育に関する調査結果のまとめ

⑤ 今後の教育の在り方への提言

⑥

　
前IAEA原子力発電部長
尾本　彰(おもと　あきら)

グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国際人材の育成強化

原子力ｅｙｅ　2010　vol.56　No.2

IAEAで活躍する原子力専門家を増やす

■求められる資質：
国際舞台で活躍できる原子力の専門家に必要とされる資質は、①十分な経験を含めた専門分野での能
力と②語学力という当然のことに加えて、③異文化への敬意と興味、そして④国境を越えて原子力技術
利用拡大のために尽くそうという意志、⑤異なった文化的背景を持った専門家達と信頼関係を結びチー
ムをつくる能力の５つ。
■IAEAの邦人職員数：
上記条件を満たす専門家は日本人にも多数いるにもかかわらず、IAEA職員2300人中、高々50人程度で
ある。しかもコストフリーが多い。原因の一つは、組織を超えた流動性の少ないことにあろう。目本では組
織への帰属意識も強い。さらに国内市場だけを相手にしている組織では、国際機関で働いたことによる
メリットが生かし難い。
　原子力産業は海外から導入した技術であり、今更グローバル化が重要などという分野では本来ない。
しかし、例えば電力事業者などでも、国産技術で事足りてしまう中で、国外とは直接は没交渉でも業務に
支障はないという状態では、IAEAは視野の外となるであろう。
■外部専門家の重要性：
しかし、より重要な問題は、IAEAの様様な舞台で活躍する外部専門家の少なさである。日本にいながら
こうした活動に参画する機会は実に多い。IAEAの活動は外部専門家による貢献の上に成り立っている
が、その機会が十分に知られていないし、活用されていない。IAEA職員数が少ない問題は、この外部専
門家としての貢献や活用が少ないことと相似だ。職員数を心配する以上に、外部専門家としての貢献や
活用の程度を心配すべき、と思う。
かつて一部先進国ではIAEAの仕事は評価されていなかった。しかし、今は米国がIAEA重視を打ち出し
ているように、様相は大きく異なってきた。多数の開発達上国が原子力発電導入を真剣に考えてきてい
る今日、平和裏に安全に原子力技術による便益を多くの国が享受できるようにする上で、IAEAの果たす
べき役割に国際社会の期待は大きくなってきている。またセーフガードという特有の業務以外には、IAEA
の技術業務では、各国の能力を高め、情報共有により、標準を策定し、教訓とグッドプラクティスが行き
渡るように努めることに役割がある。日本は国際標準の慣行から乖離することなく、世界のグッドプラク
ティスから学ぶ姿勢を強める必要がある。

①IAEAの活動と将来展望(例えば、IAEAスタッフによる20/20vision、有識者パネル報告等)を参考に、今後
の日本の貢献とIAEA活用の戦略を議論し、アクションプランを策定する、②日本人がIAEA外部専門家として
貢献するため、専門家招聘の情報の流布や、専門家リストを策定しIAEAに活用してもらう、③国際機関への
貢献を評価し、これを活用し、キヤリアパス形成上有利に働くよう諸関係機関が努める、④JPO、intern制度
を活用して優秀な若い人材にIAEAの理解を深める機会を提供しIAEAを親密なものにする、⑤IAEAの情報
には、優れた標準、教訓、グッドプラクティスが多々みつかるという実際の経験を踏むようにIAEAの成果に
触れる機会を増やす、⑥IAEAの活動に専門家が参加しやすいよう、所属機関が寛容な姿勢をとる。
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３.４ 地域の原子力産業の特性と人材育成 

本項では、地域における原子力産業の集積・特徴を整理し、地域における人材の要望と

その対応について整理した。 

3.1 に示したとおり、我が国の原子力発電所の運転・建設状況に着目すると、立地地域に

かなり偏りがある。（図表 4.1 参照）これは、各電力会社の地域分割に従った原子力発電所

の電源立地の進め方に依存している。 

   

図表 3.4-1 日本の原子力発電所の運転・建設状況 2010 年 3 月（平成 22 年 3月）現在 

近年、この電源立地地点や関連研究機関の立地に関連した原子力教育の充実化が見られ

る。その概要を既往文献に基づき整理した。とくに我が国の原子力産業は、原子力発電所

を主として米国からの技術導入し、原子力発電所の開発に関しては産業界がリードしてき

た。一方、大学は、当初、原子力教育において原子力技術者育成向けの講座があったが、

現在では、核融合や量子ビームなどを注視している。ここでは、原子力発電所の建設やメ

ンテナンス現場のニーズとは関係の薄い、テーマでの学術的な教育研究が主体となってい

る。着目すべきは、図表 3.4-2 に示すように、大学が電源立地地点や関連研究機関の立地

地域と連携を強化した教育にも注力していくことである。産業界としては、地域の発電所

や研究機関でのニーズが大学に強く伝達でき、大学としても、プラントの建設や運転現場

での問題点が抽出できることで、より緊密な議論が行える場が構築され、互いに Win-Win

のモデルが形成されつつある状況にあると言える。 

A 

B C 
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図表 3.4-2 電源立地地点や関連研究機関の立地に関連した原子力教育施設の充実化 

No 名  称 教育の概要 場所 

１ 
六ヶ所地域への東北大学大学院分室の

設置による出前教育 
（六ヶ所村の支援） 

六ヶ所地域の燃料サイクル施設や

核融合施設職員に対する高度専門

教育の提供 
A 地域

２ 
東京大学専門職大学院原子力専攻 

（原子力機構の支援） 

東海村にある原子力教育施設や原

子力研究機関を活用し、高度専門教

育の提供 
B 地域

３ 
福井大学国際原子力研究所 

（敦賀市の支援） 

原子力発電所、高速炉もんじゅの活

用による高度専門教育研究の提供 
C 地域
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４. 原子力産業界の人材育成に関する要望 

本章では、これまでの調査結果の検討を踏まえて、人材育成に係る課題とその対応策を

電力業界・プラントメーカ・研究機関・規制機関に区分し、図表 4-1 に整理した。 

グローバルに活動できる人材に関しては、グローバルなプロジェクトを推進していくた

めの基礎学問や専門性に優れていることが要望されていると同時に、国際プロジェクトを

率いるためには、関係者から尊敬される人材など異文化コミュニケーションに長けている

など人的な要素が大きいと判断される。 

 

図表 4－1 原子力産業界の人材育成に関する課題 

区分 人材育成ニーズ（課題） 短期的な課題と対応 中長期的な課題
と対応 

電力業界 
(電気事業

者) 

･ﾌﾟﾗﾝﾄの安定運転 
･団塊の世代の退職に伴う

着実なﾒﾝﾃﾅﾝｽ 
･海外ﾌﾟﾗﾝﾄの運転支援人

材 

・経験豊かなﾒﾝﾃﾅﾝｽ人材の確

保 
･次世代へのﾌﾟﾗﾝﾄ運転技術

の継承 

･若手人材の育

成 
（立地計画･建

設･運転･ﾒﾝﾃﾅﾝ

ｽ･再処理まで）

原子力ﾌﾟﾗﾝ
ﾄﾒｰｶ 

 
･新規ﾌﾟﾗﾝﾄの開発と建設 

･団塊の世代の退職に伴う
着実な技術継承(開発設
計･建設･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ) 

･海外での受注活動に向け
たﾌﾟﾗﾝﾄの新規建設 

･経験豊かなﾒﾝﾃﾅﾝｽ人材の確
保 

･次世代へのﾌﾟﾗﾝﾄ建設 

･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ技術の継承 

･海外ﾌﾟﾗﾝﾄの設計･建設･運
転技術に対応したｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
な人材調達 

 
･若手人材の育

成 (開発設計､

建設､運転､ﾒﾝﾃ

ﾅﾝｽ､再処理ま

で) 
・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな人材

調達 
･米国等での優

れた原子力高

等教育を受け

た人材 
･国際的に活動

できる人材 
(異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼ

ｮﾝ可能) 

原子力研究
機関 

(PJ 型研究) 

･高速炉･燃料ｻｲｸﾙ技術に

関する研究開発 
･PJ 型開発のﾄﾗﾌﾞﾙｼｭｰﾃｨﾝ

ｸﾞ 

･研究者･技術者倫理の高い

原子力研究者の確保 
･PJ 型研究開発人材 

･若手人材の確

保 (研究開発､

PJ 推進) 
･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな人材

調達(事業成果

の発信等) 

原子力規制
機関 

･軽水炉の安全面での規制

･説明責任の機能を十分満

足できる人材 

･関係機関にて実務に従事し

た専門職要員採用 
･規制機関内で

の専門職員の

養成 

注）PJ: Project 
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５. 産学官の取組むべき課題 

  電力業界･プラントメーカ･大学･研究機関の人材育成の課題認識について、前章までに

整理した。ここまでの整理をもとに、“安定な電力供給を目指す電力業界”・“グローバル

な展開を目論むプラントメーカ”・“地域住民を守る立場の電源立地地域の自治体”・“産

業振興と規制の立場から原子力を推進してきた国および研究開発機関”、“産業に役立つ

人材の輩出に注力してきた大学”が、それぞれどの様な人材を求めているのかについて、

5 段階で判定し、図表 5-1 にまとめた。 

図表 5-1 産学官の原子力人材育成の視点とそのニーズ 

求める人材の視点 電力業界 ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶ
電源立地
自治体 

国 
国の研究
開発機関 

大学 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな活躍 2 5 1 3 3 1 

基盤技術の強化 3 4 1 1 5 5 

ﾌﾟﾗﾝﾄ開発設計 3 5 1 1 4 4 

ﾌﾟﾗﾝﾄ安定運転 5 5 1 2 3 3 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾒﾝﾃﾅﾝｽ 5 5 1 2 2 3 

原子力産業振興 3 1 5 5 1 2 

安全運転・規制 3 4 5 5 1 2 

ﾌﾟﾗﾝﾄ輸出 2 5 1 3 1 1 

＜スコア点数＞ 

点数 ： ５：極めてニーズ大 ４：ニーズ大 ３：ニーズ有 ２：ニーズ小 １：ニーズ無 

0

1

2

3

4

5
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開人材

基盤技術強化

ﾌﾟﾗﾝﾄ開発設計

ﾌﾟﾗﾝﾄ安定運転

ﾌﾟﾗﾝﾄﾒﾝﾃﾅﾝｽ

原子力産業振興

安全運転・規制

ﾌﾟﾗﾝﾄ輸出

電気事業者
ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶ
電源立地自治体
国
国の研究開発機関
大学
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 電力業界は、プラントの安定した運転やそのためのメンテナンス活動人材を欲している。

とくに国内の電力事業を中心に進めてきた現在では、原子力発電所の建設というより、経

年劣化によるメンテナンスに重点をおき、安定したプラントの運転を着実に行うことが使

命となっている。 

 プラントメーカにおいては、米国・アジア・東欧・ロシアなどの原子力発電所の建設計

画が見え始めた現在、世界的な原子力回帰に向けたプラント建設を優位に進めるため、欧

米のプラントメーカとの合従連衡での新規建設に向けたコンソーシアム構築に走っている

状況にある。米国ＧＥ社と日立製作所の原子力事業統合、東芝の米国ＷＨ買収による連携

事業、仏国アレバと三菱重工とのアライアンスなど、世界的にダイナミックな事業再編の

動きが見られている。ここでは、プラントの開発設計エンジニアリング、輸出や建設地域

（諸外国）でのエンジニアリングに向けたグローバル展開人材の育成が喫緊の課題となっ

ている。また、プラントメーカの国内の事業としては、新規建設はほとんど期待できず、

運転プラントのメンテナンスに注力してきている。ここでの課題は、原子力の開発に精力

を注いて来た技術者が団塊の世代の退職期を迎え、プラントのメンテナンスに経験者が少

なくなり、如何にプラントメーカが協力して、合理的なメンテナンスを推進していくかと

いう課題を抱えている。 

 一方、国は、原子力産業の振興と同時に、原子力発電所の安全運転・規制の機能を強化

する必要があると認識している。原子力発電所を抱える自治体においても、原子力の安全

運転や地域産業の振興に関わる人材の強化策を模索していると言える。 

 この様な状況の中、JAEA など国の原子力研究機関では、動力炉や燃料サイクル、安全性

の評価技術といった目的的な研究開発に特化し、大学では、次世代の基盤技術の強化を指

向し、量子ビーム工学、材料と量子ビームの相互作用、プラズマ核融合などの基礎的な研

究に特化している傾向にあると言える。 

 このような状況を鑑みると、大学の研究者が原子力発電所の安全性を高める研究や、プ

ラントメーカ・電力業界が抱える技術課題のうち、基盤技術となる研究課題を解決する場

として、“産と学の補完連携”の拡充が必要であると判断される。 
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６. 原子力イノベーションに向けた人材育成への提言 

最後に、原子力に関連する人材育成の課題とその対応検討を踏まえて、抽出された人材

育成に関連した課題に対応して、その課題解決に向けた現実的な提言をまとめた。 

 

６.１ 安定した電力の供給･稼働率向上のためのプラントメンテナンス人材育成 

 安定した電力の供給・稼働率向上のためのプラントメンテンス人材への要望は、とくに

電力業界やプラントメーカに課せられた課題である。現実的には、団塊の世代が退職し、

若い世代へのその団塊の世代の技術（プラントメンテナンス技術等）を引き継ぐことが必

至である。技術者の年齢構成分布からみると団塊の世代が一番多く、その後の世代は、原

子力産業の斜陽化に伴い、或いは事業の伸び悩み時期に対応し、原子力技術者人材の絶対

数が少なくなっている傾向にある。また、既設プラントのメンテナンスが主要な事業であ

る我が国の状況では、如何に経年劣化等余寿命評価に対し技術的に対応し、かつ、合理的

なメンテナンスの判断基準の策定も含め、プラントの安全運転に向けた総合的なメンテナ

ンスを進めていくかが重要である。このため、これまでの経験者から若手技術者へ設計思

想やメンテナンス思想を移転する視点にたち、団塊の世代と若手人材の協働の場を活用し、

OJT による着実な技術移転、若手人材育成が必至と判断される。 

 

図表 6-1 電力の供給･稼働率の向上の為のプラントメンテナンスの人材育成 

ステージ 国（規制当局） 電気事業者（電力） プラントメーカ 

メンテナンス計画 

（Plan） 

・安全面からの供与期

間中検査（ISI）指針

・これまでの検査結果

を水平展開した指針

・保有原子炉の型式別

の検査計画（水平展

開） 

・建設ﾌﾟﾗﾝﾄ毎の検査

計画（水平展開）

メンテナンス実施 

（Do） 

・保安検査員の充実 ・現場経験者を優先し

た技術者の活用（人

材ﾈｯﾄﾜｰｸの構築） 

・経験者と若手の協働

OJT による学習 

・現場経験者を優先

した技術者・作業

員の活用（人材ﾈｯﾄ

ﾜｰｸの構築） 

・経験者と若手の協

働 OJT による学習

安全・運転性の評

価 

（Check/Action） 

・経年劣化等保安検査

結果の水平展開 

（技術の見える化） 

・検査結果の水平展開

・経年劣化の他プラン

トへの水平展開 

・検査結果の水平展

開 

・経年劣化の評価と

他プラントへの水

平展開 

 

６.２ 産学連携を通しての原子力関連研究者・技術者育成 

図表 6-2 に原子力関連研究者・技術者の育成ニーズを示す。原子力回帰環境化での今日、
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国内における具体的なプラント建設へのニーズは、プラントメーカが最も強く、国内で建

設を手掛けてきた我が国のプラントメーカと米国や仏国のプラントメーカのアライアンス

や事業統合という形態で、諸外国における原子力発電所の建設プロジェクトが模索されて

きた。数兆円を超える受注を目指し、安定した製造・調達体制をグローバルに如何に構築

していくかに注力が払われている。プラントメーカは、これまで国内では、開発・建設プ

ラントを手掛ける技術者を採用し、その人材を育成し、製造や各種関連機器を調達する体

制やそのプラントのメンテナンス体制が構築されてきた。今後は、海外プラントの設計・

機器製造・現地建設・運転に向けた国際アライアンスと海外での最適な調達体制（品質と

コスト面）を構築することが必須となっており、どの様な人材を採用・育成していくのか

人材育成の大きな転換期にあると言える。 

 

図表 6-2 海外での原子力発電所建設に向けた関連技術者の育成ニーズ 

ステージ 国（政策・研究機関等） 電気事業者（電力） プラントメーカ 

次世代プラント

の開発 

（Plan） 

・プラントの安全・信

頼性に関わる研究開

発の促進 

・プラントの安定した

運転、信頼性強化 

・グローバルな合従連

合による次世代プラ

ント開発 

・海外でのプラント建

設、コンポーネント

輸出 

主として海外プ

ラントの建設 

（Do） 

・輸出の推進支援 

（国の政策） 

・国としての資金調達

支援 

・海外へのプラント運

転経験データの提供

・アライアンスによる

海外プラントの建設

・経験者と若手の協働

OJT による PJ 推進 

プラント運転・

メンテナンスの

評価 

（Check/Action

） 

・経年劣化等保安検査

基準の見直しと反映

・検査結果の水平展開

・経年劣化の他プラン

トへの水平展開 

・メンテナンスデータ

の一元管理とトラブ

ルの水平展開 

 

上記の海外での原子力発電所建設に向け、グローバル人材を育成するための仕組みとし

て、図表 6-3 に示す様なそれぞれの機関における海外アライアンスを活用し、「グローバル

産学官」による将来を担う人材育成システムを構築することが肝要であると言える。 
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原子力機構 

国内大学 

ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶ アライアンス 

教育研究ｱﾗｲｱﾝｽ 

教育研究ｱﾗｲｱﾝｽ 

電気事業者 

情報提供協定 外国の規制当局 

導入国の研究機関 

欧米の研究機関 

導入国の大学教育 

欧米の先進大学教育 

海外ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ 

海外ﾌﾟﾗﾝﾄﾒｰｶ 

■研究炉・実験炉の活用 
■研究成果 DB とその活用

■研究炉・研究施設の活用 
■大学の研究成果 DB とその活用 

■許認可・運転・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ・ﾄﾗﾌﾞﾙ DB とその活用 
■核拡散防止とその対応 

■プラント設計・建設経験 
■建設・運転・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ DB とその活用

研
究
・
教
育 

開
発
・
建
設 

建
設
・
運
転 

国内規制当局 

アライアンス 海外電力会社 

■建設経験 
■運転・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ DB とその活用 

許
認
可
・
規
制 

国際金融機関 資金調達 発電所立地国 

■ODA 
■国際融資・投資 

国
際
協
調 

＜人材育成に向けた設計・建設・運転・メンテナンス・許認可・トラブル DB の共有＞

■設計仕様書、許認可関連 DB とその活用 
■建設・運転・ﾒﾝﾃﾅﾝｽ、トラブル DB とその活用 
■大学の研究炉・研究施設の活用 （共同研究等） 
■研究機関の研究炉・実験炉の運転データの活用 
■大学の研究成果 DB とその活用 

 

図表 6-3 関係機関のグローバル産学官による人材育成のための DB の構築 
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７．まとめ  

本調査は、転換期にある原子力への回帰に鑑み、原子力人材に関する産業界・大学・研

究機関の課題認識の変遷を明確にし、今後の原子力人材成に関する産業界からの要望を抽

出・分析し、わが国の原子力エネルギー人材育成施策等へそれらを反映させることを目的

に実施した。本章は、これまでの「まとめ」として、考察も含め以下に記載する。 

（１）調査要領 

はじめに原子力産業界が抱える課題とその課題解決に向けた人材育成の取り組みの現状

と課題について、既往文献や WEB 等を調査し、整理した。一方、大学等における原子力教

育の変遷と課題について、JAREC 人材育成の考え方や今後の教育のあり方については、とく

に専門雑誌『原子力 eye』に着眼し、「原子力業界の人材育成」関連記事をベースに整理し

た。 

（２）電力業界（電気事業者）の人材育成における課題・要望 

① 現在の“プラント運用・保全の時代”－こうした人材育成の取り組みにあって重要なの

が、“技術の維持・継承”であるとしている。電力業界の“技術の維持や継承”は、個

別の人材育成においてのみ達成されるものではなく、関連する機関との支援・協力が欠

かせない。 

② 具体的には実際の現場での作業の多くを担っている協力会社の技術者に対し、必要な訓

練と独自の資格制度による技能の維持と向上を図るとしている。 

③ 教育・人材育成への視点としては、燃料高燃焼度化、原子炉の廃止措置、廃棄物処理、

高速増殖炉（FBR）、燃料サイクルなど、現在進行中の重要な課題の推進に向けて、従来

にない学際的知識の教育、社会とのコミュニケーション能力、社会規範・倫理について

の認識と自覚が必要であるとし、関連教育に対する期待も大きい。 

④ 大学等の教育に対しては、単なる知識の習得や学力の向上だけでなく、知識を行動に繋

げる際の“アプローチ”や“判断力”についても実習等を通じて学んで欲しいとしてい

る。さらに原子力産業は、電気・機械・化学などの総合技術であるとし、原子力専攻以

外の学生にも原子力を指向してもらえる動機付けを教育界に期待している。また、産学

官は協力して、世界に向けてリーダーシップを発揮すべきときであるとしている。 

（３）プラントメーカーの人材育成における課題・要望 

① ビジネス環境について国内を見ると、1990 年代末に“建設の時代”から“運用・保全の

時代”に移行して、急速に停滞したが、2030 年以降には、“リプレース時代”を迎え、

再び建設基数が増加する見込みとなっている。こうしたなか、プラントメーカーは、技

術力を維持するとともに、プラントの新規建設に備えての“技術の継承と技術開発”を

進めることが課題であるとしている。 

② 一方、海外に着目すると、ここにきて「原子力発電新規導入計画国」が拡大し、世界の
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原子力発電開発の動向に示すとおり、建設中・計画中の原子炉数は、欧米よりもむしろ

ロシアやアジアにおいて原子力開発は活況を呈している。このグローバルな原子力市場

の拡大にあって、プラントメーカーは、国内でのプラントの建設、保守・改良の技術と

経験をベースに、原子力技術の世界標準化に向けた研究開発においてイニシアチブを取

りながら、海外のプラントの建設、保全の事業に貢献するとしている。 

③ “プラントメーカーは、プラントシステムを設計製作する立場から“ものづくり”に興

味があり、グローバル化にあって専門技術分野の技術や業務を海外で展開するための語

学力を有する人材が必要であるとしている。 

④ プラントメーカーの業務分野は、原子力関連研究開発、原子炉設備の安全設計･基本計

画、原子炉設備機器の設計･製造･購入、原子力発電所建設現場での建設･据付け、工場

及び建設現場での設備検査、試運転、プロジェクトマネージメント、保全計画などエン

ジニアリングの守備範囲も広範である。 

（４）上記の原子力に関連する人材育成の課題とその対応検討を踏まえて、今後の人材育

成に対し、以下を提言する。 

ⅰ）安定した電力の供給･稼働率の向上のためのプラントメンテナンス人材育成 

団塊の世代が退職し、若い世代へ団塊の世代が担当してきた技術（プラントメンテナ

ンス技術）を引き継ぐことが必至である。技術者の年齢構成分布からみると団塊の世代

が一番多く、その後の世代は、原子力産業の斜陽化に伴う事業の伸び悩み時期に対応し、

実務経験を有した原子力技術者の人材が少なくなっている傾向にある。また、既設プラ

ントのメンテナンスが主要な事業である我が国の環境下では、如何にプラントの経年劣

化等に対応し、合理的な対策判断のもと、緻密で高度なメンテナンスを着実に進めてい

くかが重要である。このため、経験者から若手技術者への設計思想やメンテナンス思想

を着実に技術移転する為の手段として、団塊の世代と若手人材の協働の場を積極的に活

用し、OJT による着実な人材育成が必須と判断される。 

ⅱ）産学連携を通しての原子力関連研究者・技術者育成 

 新たな原子力発電プラントの建設への人材育成ニーズは、プラントメーカーが強い。

これまで、諸外国における原子力発電所の建設プロジェクトは、国内で建設を手掛けて

きた我が国のプラントメーカーと米国やフランスのプラントメーカーとのアライアン

スや事業統合という形態で模索されてきた。とくに今後は海外プラントの設計・機器製

造・現地建設・運転に向けたグローバルなアライアンスの構築と海外も含め最適な機器

設備調達体制（品質とコスト面）を構築することが必須となっている。 

この様な背景のもと、海外での原子力発電所建設に対応し、グローバル人材を育成す

るための仕組みとして、プラントメーカー、研究機関、大学、電気事業者、規制当局、

原子力産業振興機関などがそれぞれ持つ海外機関とのチャンネルを活用し、「グローバ

ル産学官」による将来を担う人材育成システムを構築することが肝要であると言える。 
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北海道大学 鬼柳 善明 大学院工学研究科量子エネルギー工学専攻教授 

（３）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望- 

東北大学の原子力教育・研究の柱 

東北大学 橋爪 秀利 大学院工学研究科教授 

（３）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

-新原子力学全国マップ・展望 

東京大学 斑目 春樹 原子力研究総合センター教授 

（４）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望- 

原子力総合科学新時代に向けて -狭義と広義の原子力- 

名古屋大学 山根 義宏 大学院工学研究科マテリアル理工学専攻量子エネルギー

工学分野教授・専攻長 

（５）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望- 

大学の全国共同利用研究所における原子力教育 -大学の共同実験教育 

京都大学 代谷 誠治 原子炉実験所長、同所原子力基礎工学研究部門教授 

（６）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望 

原子力の位置づけと特色および教育 

大阪大学 武田 敏一 大学院工学研究科 原子力工学専攻長 

（７）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望-   

九州大学における原子力学教育研究 

九州大学 石橋 健二 大学院 工学府エネルギー量子工学専攻教授 

（８）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望- 
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東工大における原子力教育、過去・現在・未来 

東京工業大学 藤井 靖彦 原子炉工学研究所教授 

（９）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望 

豊かな原子力社会の構築を目指して -原子力・エネルギー安全工学専攻- 

福井大学 福井 卓雄 大学院工学研究科 原子力・エネルギー安全工学専攻教授、

専攻長 

（10）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望 

近畿大学原子炉と共に歩む原子力教育 

近畿大学 森嶋 彌重 原子力研究所長 

（11）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.1 大学における”原子力教育ルネサンス”  

新原子力学全国マップ・展望 

アメリカにおける原子力教育・研究 -求人倍率 7 倍にも- 

パーデュー大学、 石井 護、 原子力工学科教授 

（12）原子力ｅｙｅ 2005 vol.51 No.6 原子力の中長期展望を語る -日本政府は今- 

アジア経済の急発展と日本の原子力 我が国原子力の海外発展、 

人材育成・教育で積極協力を 

与謝野馨：自民党政談会長､衆議院議員、小平信因：経済産業省資源エネルギー庁長官 

町末男：原子力委員、 天野之弥：外務省大使、軍縮不拡散・科学部長 

坂田東一氏：文部科学省研究開発局長 

（13）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   大学等における原子力分野の人材育成について 

   文部科学省研究開発局 原子力計画課 

経済産業省エネルギー庁 電力・ガス事業部原子力政策課 

（14）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   プログラム応募案件の審査について 

   原子力人材育成プログラム審査委員会 座長 (前原子力委員長代理) 斎藤伸三 

（15）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   原子力安全規制分野における人材確保の現状と課題 

   経済産業省原子力安全・保安院 原子力安全技術基盤課長 中村幸一郎 

（16）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   産学官連携による人材育成 理化学研究所 理事 武田健二 

（17）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   ｢原子力人材育成関係者協議会｣の設置の目的と今後の活動 

   日本原子力産業協会 副会長 服部拓也 

（18）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 
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   電力業界の原子力人材確保の現状と課題、施策への期待と自助努力 

   関西電力常務執行役員 辻蔵米蔵 

（19）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   原子力関連メーカーの原子力人材確保の現状と課題、施策への期待と自助努力 

   日立製作所 電カグループ 技師長 河原 瞕 

（20）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   大学としての原子力人材育成での取り組み-東京大学 

   東京大学大学院工学系研究科 原子力専攻教授 班目春樹 

（21）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   大学としての原子力人材育成での取り組み-京都大学 

   京都大学大学院工学研究科 原子核工学専攻 森山裕丈 

（22）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   高専での取り組み-放射線挙動シミュレーションを利用した原子力関連研究と教育・ 

指導能力の質的向上（八戸工業高等専門学校） 

八戸工業高等専門学校 総合科学科講師 濱田栄作 

（23）原子力ｅｙｅ 2007 vol.53 No.8 待ったなしの原子力人材育成 

   高専での取り組み-地域連携でシミュレータ利用による原子力関連講義の実施 

（阿南工業高等専門学校など） 

阿南工業高等専門学校 電気電子工学科教授 三木哲志 

（24）原子力ｅｙｅ 2009 vol.55 No.6 研究開発成果を産業振興に生かす 

研究開発成果の社会への還元を目指して －原子力機構の成果展開事業－ 

日本原子力開発機構 産学連携推進部 岩永 繁 

（25）原子力ｅｙｅ 2009 vol.55 No.6 トピックス 

   福井大学、附属国際原子力工学研究所を開設 

   福井大学 附属国際原子力工学研究所 

（27）原子力ｅｙｅ 2009 vol.55 No.9 六ヶ所村大学院出前講義 奮闘記 

   東北大学大学院工学研究科 量子エネルギーエ学専攻 教授 石井慶造 

（28）原子力ｅｙｅ 2009 vol.55 No.9 現代核不拡散基礎講座＜第 1 回＞ 

   核不拡散と国際安全保障 ～ケンブリッジ大学・国際研究センターと東京大学・ 

国際保障学研究室が合同ワークショップを開催～ 

東京大学大学院工学系研究科 原子力国際専攻 ジョーシャン・チョイ、 

ケンブリッジ大学国際研究センター フィリップ・トウル、 

東京大学大学院工学系研究科 原子力国際専攻 山崎元泰 

（29）原子力ｅｙｅ 2009 vol.55 No.10 現代核不拡散基礎講座＜第 2 回＞ 

保障措置情報の次世代解析 ～捜査活動範囲の拡大による確信度向上の評価～ 

東京大学大学院原子力国際専攻教授(委嘱) 日本原子力研究開発機構  

核不拡散科学技術センター客員研究員 松岡浩 
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（30）原子力ｅｙｅ 2009 vol.55 No.10 知所先後 

   第 31 回 再生可能エネルギーについて考える～低炭素革命の追い風か逆風か～ 

   芝浦工業大学大学院工学 マネジメント研究科 教授 藤田和男 

（31）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.1 民主党政権における原子力政策の行方を探る 

   新政権でどうなる原子力政策 －「環境」で原子力発電の重み増す 

   日刊工業新聞 編集委員 井上 渉 

（32）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国   

際人材の育成強化、電気事業者の国際対応における現状 

   電気事業連合会 原子力部長 高橋祐治 

（33）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力国

際人材の育成強化、 

GCOE「世界を先導する原子力教育研究イニシアチブ」における国際人材育成 

東京大学大学院 

工学系研究科教授  岡 芳明 

（34）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 

   国際人材の育成強化、IAEA で活躍する原子力専門家を増やす 

前 IAEA 原子力発電部長 尾本 彰 

（35）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 

   国際人材の育成強化、米国原子力プラント建設におけるＰＥ（プロフェッショナル 

エンジニア)資格取得の必要性について 

日本プロフェッショナルエンジニア協会 理事 神野秀基、坂井元彦 

（36）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 

   国際人材の育成強化、アジアとの原子力交流新時代に向けて－わが国のｱｼﾞｱ諸国を 

対象にした原子力人材育成協力－日本原子力研究開発機構 原子力研修センター長   

杉本 純 

（37）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 

   国際人材の育成強化、個性輝く原子力国際人材育成を目指して 

   東京工業大学大学院理工学研究科 原子核工学専攻教授 斉藤正樹 

（38）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 

   国際人材の育成強化、J パワーにおける国際人材育成の取り組み 

電源開発株式会社、取締役 水沼 正剛 

（39）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 

   国際人材の育成強化、世界原子力大学 2009 年夏季研修で感じたこと 

   中部電力株式会社 浜岡原子力発電所技術部技術課 松澤幹浩) 

日立 GE ニュークリア･エナジー(株) 原子力予防保全技術部 貝森公大) 

三菱重工業(株) 原子力事業本部 原子力技術センター 炉心技術部 中里道 

（40）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 
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   国際人材の育成強化、幅広い人材の活用を―ワシントンからの提案 

   三菱ニュークリア・エナジー・システムズ、千歳 敬子 

（41）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.2 グローバル時代に突入で急がれる日本の原子力 

   国際人材の育成強化、国際的に活躍できる人材育成の条件 

   カリフォルニア大バークレー校、教授  安 俊弘 

（42）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.3、原子力分野の教育研究強化に取り組む北海道大学 

   専攻を横断した教育体制の構築を目指して 

   北海道大学大学院工学研究科 教授 奈良 林直 

（43）原子力ｅｙｅ 2010 vol.56 No.4 早稲田大学と東京都市大学｢共同原子力専攻｣を 

スタート、共同大学院設置 

東京都市大学工学部 原子力安全工学科 教授 松本哲夫、 

早稲田大学理工学術院 総合研究所 理工学研究所 鷲尾方一 

（44）平成 19 年 9 月に発足した『原子力人材育成関係者協議会』の報告書 
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